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要 約 

 

 

調査研究内容 

【テーマ２ 商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方について】 

国内アンケート、国内ヒアリング調査では、商標法第 3条第 1項第 3 号の審査運用に対

する国内ニーズなどについて調査、分析を行った。海外調査では、各国の商標法・運用に

おける国内外の周知な地名を含む商標の登録要件に関し、調査した。これらを踏まえて、

有識者による委員会において検討を行った。 

調査研究内容 

【テーマ１ 地理的表示の証明商標制度による保護のあり方について】 

国内アンケート、国内ヒアリング調査では、地域団体商標制度の利用の実態、地理的表

示の証明商標制度による保護についての国内ニーズなどについて調査、分析を行った。海

外調査では、各国における地理的表示の商標法の下での保護に関し、制度・運用の調査を

した。これらを踏まえて、有識者による委員会において検討を行った。 

本調査研究の背景・目的 

【テーマ１】 

 地理的表示の保護については、地理的表示に特有の保護制度を有する EU に対し、米国

及び豪州においては、商標法の下での証明商標制度により地理的表示を登録保護できる

制度を有している。また、中国及び韓国においては、独自の地理的表示の保護制度を有

するとともに証明商標制度も手当てしており、いずれの制度でも地理的表示の保護が可

能となっている。これに比し、我が国において、地理的表示の積極的な保護制度といえ

るものは、酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（酒団法）第 86 条の 6に基づく地

理的表示に関する国税庁の指定のみである。上記を踏まえ、海外主要国の法律・運用の

調査を行い、我が国における地理的表示の積極的な保護制度（商標法の下での証明商標

制度による保護のあり方）について検討する必要がある。 

【テーマ２】 

 地名を含む商標の登録要件に関して、それが「周知な地名」であれば商品の産地と認

識されなくても登録を拒絶・取消とするような、我が国や欧米諸国とは異なる法制を有

する国がある。また、産業構造審議会商標制度小委員会においても、「国内外の周知な地

名」を含む商標の登録要件に関して、検討することとされている。上記を踏まえ、海外

主要国の法律・運用の調査を行い、我が国商標法における国内外の周知な地名の保護の

あり方について検討する必要がある。 
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Ⅰ． 序 

１． 本調査研究の背景・目的 

「地理的表示」とは、TRIPS 協定の定義によれば、「ある商品に関し、その確立した品質、

社会的評価その他の特性が当該商品の地理的原産地に主として帰せられる場合において、

当該商品が加盟国の領域又はその領域内の地域若しくは地方を原産地とするものであるこ

とを特定する表示」1である。 

この地理的表示の保護については、地理的表示に特有の保護制度を有する EU に対し、米

国及び豪州においては、商標法の下での証明商標制度により地理的表示を登録保護できる

制度を有している。また、中国及び韓国においては、独自の地理的表示の保護制度を有す

るとともに証明商標制度も手当てしており2、いずれの制度でも地理的表示の保護が可能と

なっている。これに比し、我が国において、地理的表示の積極的な保護制度といえるもの

は、酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（酒団法）第 86 条の 6 に基づく地理的表示

に関する国税庁の指定のみである。 

上記を踏まえ、海外主要国の法律・運用の調査を行い、我が国における地理的表示の積

極的な保護制度（商標法の下での証明商標制度による保護のあり方）について検討する必

要がある。 

 

一方、地名を含む商標の登録要件に関して、それが「周知な地名」であれば商品の産地

と認識されなくても登録を拒絶・取消とするような、我が国や欧米諸国とは異なる法制を

有する国がある。また、産業構造審議会商標制度小委員会においても「国内外の周知な地

名」を含む商標の登録要件に関して、検討することとされている。 

上記を踏まえ、海外主要国の法律・運用の調査を行い、我が国商標法における国内外の

周知な地名の保護のあり方について検討する必要がある。 

２． 本調査研究の実施方法 

 本調査研究では、Ⅱ． 地理的表示の証明商標制度による保護の可能性についての検討、

Ⅲ． 商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方についての検討、について国内

アンケート調査（①地域団体、②日本知的財産協会会員企業及び日本弁理士会）、国内ヒア

リング調査、質問票による海外調査及び海外ヒアリング調査を実施し、その結果を基に、

分析、検討を行った。なお、質問票による海外調査では、欧州共同体商標、英国、ドイツ、

                                            
1 TRIPS 協定第 22 条第 1項 
2 韓国においては、「地理的表示証明標章制度」導入のための改正法案を国会に提出中。 
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中国及び韓国を対象とし、海外ヒアリング調査では、米国及び豪州を対象とした。 

Ⅱ． 地理的表示の証明商標制度による保護の可能性についての検討 

１． 国内の実態調査及び分析 

（１） 産業界等の現状把握 

（ⅰ） 国内アンケート調査の結果 

 地域団体商標の出願人である組合等に実施した国内アンケート調査では、①商標の使用

規則の有無、② ①で「有」の場合において、組合員による商標の使用が商標の使用規則に

従ったものかを監視する体制の有無、③ ①で「有」の場合において、商標使用規則を守ら

なかった者に対する制裁規定の有無、などについて調査した。 

 ①について、商標の使用規則「有」との回答が 40.0%、「無」との回答が 56.3%であった。 

②について、監視体制について「有」との回答が 66.2%、「無」との回答が 33.1%であっ

た。更にこの監視体制は「組合内の組織である」との回答が 95.7%であった。 

③について、制裁規定について「有」との回答が 50.0%、「無」との回答が 45.1%であっ

た。 

（ⅱ） 国内ヒアリング調査の結果 

 国内ヒアリング調査では事務所、企業（飲料食品関係）、組合、市役所、県庁等を対象に

行った。 

 ある組合においては、商標権規定（商標権の範囲、商標の使用、使用料等に関する規定）

及び品質表示規定（品質表示を表す証紙の使用を義務付け）に加えて、「商標権表示証紙規

約」を設けている。これは、いわゆるトレーサビリティ機能を担保するためのものであり、

所定の証紙中には商標に加えて生産者番号等を表示することを義務付け、組合が毎年市場

調査・監視することにより、第三者による不正なブランド使用を追跡・排除することを目

的とする。上記各規定には、違反者に対する制裁規定が定められている。問題点は、国外

で生産された商品が国内で販売されているケースであり、国外生産品については商標証紙

の貼付は一切認めないことによる差別化を図っている。 

（２） 産業界等のニーズ 
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（ⅰ） 地域団体に対する国内アンケート調査の結果 

 地域団体商標の出願人である組合等に実施した国内アンケート調査では、①現在の地域

団体商標制度は十分／不十分であるか、② ①において不十分と感じる点は何か、③地理的

表示を保護する証明商標制度の導入の是非（具体的には、品質基準を満たす場合には誰で

も使用でき、品質基準を満たさない場合には使用させない、といった商標制度の導入の是

非）、などについて調査した。 

 ①について、現在の地域団体商標制度は「十分である」との回答が 37.5%、「不十分であ

る」との回答が 30.7%、「分からない」との回答が 29.6%であった。 

 ②について、地域団体商標制度で不十分である点は「先使用権者を排除できない」との

回答が 49.6%、「地域団体商標を取得しても商品役務の品質の優良性について需要者に効果

的にアピールできない」との回答が 37.6%、「地域団体商標を取得しても先使用権者との差

別化が容易でなく、活用方法が分からない」との回答が 35.3%であった。 

 ③について、地理的表示を保護する証明商標制度の導入は「必要」との回答が 36.6%、「不

要」との回答が 17.7%、「分からない」との回答が 40.0%であった。 

なお、「必要」と回答した理由は「品質管理に対するブランドイメージが増す」との回答

が 81.5%、「地域団体商標制度よりも品質管理の点でグレードアップし、証明商標と地域団

体商標の使い分けが可能となる」との回答が 36.9％であった。 

（ⅱ） 企業（日本知的財産協会会員企業）及び日本弁理士会に対する国内アンケート調

査の結果 

日本知的財産協会会員企業及び日本弁理士会に実施した国内アンケート調査では、①地

理的表示を保護する証明商標制度の導入の是非、② ①において導入に賛成する場合の理由、

などについて調査した。 

①について、地理的表示を保護する証明商標制度の導入に「賛成」との回答が 29.8%、「反

対」との回答が 15.1%、「どちらとも言えない」との回答が 52.8％であった。 

 ②について、「賛成」とする理由は「国際調和の観点から必要」との回答が 81.5%、「現

行の制度（地域団体商標を含む）では保護できないニーズがある」との回答が 23.1%であ

った。 

（ⅲ） 国内ヒアリング調査の結果 

 国内ヒアリング調査では事務所、企業（飲料食品関係）、組合、市役所、県庁等を対象に

行った。 
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 ある弁理士からは、「現行の地域団体商標制度では、組合等がアウトサイダーの継続的使

用権の判断をせざる得ない現状に対し、例えば、証明商標制度により地方自治体が権利主

体となり、証明商標の使用規則で一定の規則のもとで使用を認めるといった制限をかけれ

ば、そもそも継続的使用権の話を出さなくて済み、組合及びアウトサイダー双方のニーズ

を満たすことになる」という意見があった。 

２． 諸外国の状況 

（１） 米国 

米国においては、地理的表示の保護は商標法の「証明標章」又は「団体標章」により可

能であるとされている。 

（２） 欧州共同体商標 

共同体商標（CTM）制度においては、証明標章制度は規定されていないが、商品・役務の

地理的出所を表示するために取引上使用されることがある標識又は表示は、共同体団体標

章を構成することができる（欧州商標規則第 66 条第 2 項）としている。 

（３） 英国 

英国商標法第 3条第 1 項(c)では、商品若しくはサービスの原産地を表すために取引上役

立つことができる標識又は表示のみからなる商標は登録されないと規定しているが、同法

附則 2 第 3 項(1)では、「上記条項にかかわらず、取引において商品又はサービスの原産地

を指定するのに役立つ標識又は表示からなる証明標章は、登録することができる」と規定

している。 

（４） ドイツ 

ドイツにおいて、地理的表示は商標制度により保護されている。すなわち、団体商標制

度による保護（商標法第 97 条等）、地理的原産地表示の保護（商標法第 126 条等）、地理的

表示理事会規則3に基づく商標法による保護（商標法 130 条等）が設けられている。 

                                            
3 地理的表示理事会規則とは、「農産物及び食品についての地理的表示及び原産地呼称の保護に関する理事会規則（EEC）

No. 479/2008」のことである。 
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（５） 豪州 

豪州では、地理的表示の保護について、証明商標制度によって対応可能である。商標法

の証明商標制度の特徴としては、知的財産庁による審査とは別途に、豪州競争及び消費者

委員会（Australian Competition and Consumer Commission）が使用規則を審査する点と、

証明商標権者自身による証明商標の使用が認められている点である。 

（６） 中国 

 中国において、地理的表示は複数の制度により保護されている。すなわち、① 商標法

における団体商標制度及び証明商標制度による保護、 ②地理的表示製品保護規定に基づく

保護、③農産品地理的表示管理規則4に基づく保護である。後二者は、地理的表示の特有の

保護制度ということができよう。 

（７） 韓国 

韓国においては、地理的表示は複数の制度により保護されている。すなわち、(1)地理的

表示団体標章制度による保護、(2)農産品品質管理法及び水産物品質管理法による保護であ

る。加えて、(1)に関しては、現在、地理的表示証明標章制度について商標法の改正法律案

が国会に提出されている。また、(2)は地理的表示の特有の保護制度ということができよう。 

３． 地理的表示の証明商標制度による保護の可能性について 

地理的表示の証明商標制度による保護の可能性について、地域団体商標制度との比較の

観点から検討を行った。 

地域団体商標制度は、①商標の構成が地域の名称と商品名・役務名の組合せに限定され

る点、②日本国内における周知性が要求される点、③商標権者となりうる主体が事業協同

組合等の組合であって設立根拠法上加入の自由が確保されているもの等に限定される点に

おいて地理的表示の保護として十分ではなく、これらの点については、証明商標制度の導

入による保護が特に期待される。 

証明商標制度を導入する場合には、次のような制度設計が考えられる。 

（１）商標権者となりうる主体は、種類を問わず、法人格を有する法人一般とする。個人

を含めるかについては更に検討を要する。 

                                            
4 （平成 21 年度特許庁委託事業）「中国における団体商標・証明商標」18～20 頁、113～120 頁（ジェトロ北京センター

知的財産権部 2009 年 9 月）。 
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（２）出願人が「証明」を行う機関であることは、主体要件又は「証明商標」と認められ

るための重要な考慮要素とする。 

（３）出願に際して、商標の使用規則等の提出を要求し、公序良俗違反等について審査す

る。 

（４）商標権者自身による商標の使用は認めない。 

（５）商標の構成は限定しないが、「証明商標」であることが要件となる。 

（６）登録要件については、商標法第 3 条第 2 項に代わる規定を設けて、証明商標が証明

を受けた商品・役務をそれ以外のものから識別することができる場合には、第 3条

第 1項第 3 号等にかかわらず登録を認める。第 4条の適用は通常の商標と同様とす

る。 

（７）権利の効力及び第 26 条の適用は、通常の商標と同様とする。 

（８）先使用権については、周知性の要件を緩和する。通常使用権の設定は認めるが、専

用使用権の設定と第三者への譲渡については制限を設ける。 

（９）第三者による事後的なチェック機能を働かせるため、証明に際し差別的な取扱いを

したこと、使用規則に違反し、管理を怠ったこと、使用規則が公序良俗等に違反す

ること、主体要件を満たさなくなったこと等を事後的な無効理由とし、除斥期間も

適用しない。 

４． 証明商標による品質保証機能を担保するための制度・運用上の手当て

に関する検討 

証明商標については「それが付された商品・役務が一定の基準をクリアした質を備えて

いることを伝達する機能」という意味での「品質保証機能」が保護されるべきであり、こ

の機能が十分に担保されるような制度設計にすることが、証明商標制度を導入する場合に

は重要な課題となる。具体的な問題として、ここでは、主体要件及び使用規則について検

討する。前者については、権利者が適切な管理に失敗している状態を取消理由とすること

に加え、登録要件においては抽象度の高い要件を設け、運用レベルで弾力的に対応すると

いう米国型の制度設計が望ましいと思われる。また、主体による証明商標の使用について

は、通常の商標の使用と混同されないように制限を設けるべきである。譲渡による主体の

変更についても多くの外国と同様に制限がかけられるべきであろう。後者については、第

三者による事後的チェック（異議・取消）に原則として委ねるべきであるが、品質誤認が

生ずるおそれについては、出願段階で審査するという方策もありうる。また、使用規則に

ついては公開を義務付けるべきである。 
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Ⅲ． 商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方についての検討 

１． 国内の実態調査及び分析 

 検討のための基礎資料として、現行の制度・運用に対する産業界の現状把握及びニーズ

の調査、分析を行った。 

（１） 国内アンケート調査の結果 

 日本知的財産協会会員企業及び日本弁理士会に実施した国内アンケート調査では、①日

本において（国内外の）地名等を商標登録できないことによる事業活動への弊害の経験の

有無、②地名等について商標登録したい案件の有無、③現行の商標法第 3 条第 1項第 3号

の運用、などについて調査した。 

①について、日本において、（国内外の）地名等を商標登録できないことによる事業活動

への弊害の経験が「有」との回答が 2.3%、「無」との回答が 95.4%であった。 

②について、地名等について商標登録したい案件は「有」との回答が 6.0%、「無」との

回答が 88.1%であった。 

③について、「周知な国内外地名については現行より広範に登録拒絶を行うべき」との回

答が 24.3%、「現行の範囲で良い」との回答が 43.6%、「現行より登録拒絶の範囲を狭くすべ

き」との回答が 4.6%、「分からない」との回答が 27.1%であった。 

（２） 国内ヒアリング調査の結果 

 ある食品関係企業からは、「現行の商標法第 3条第 1項第 3 号の審査について、厳しく審

査して欲しいとの意見があった。この背景としては、『地名』に関して第三者の登録がある

と、自社の商品が第三者の商標権の侵害とされるおそれがある。このため、予防策として、

『地名』の商標について、特許庁に『識別力なし』として拒絶されることを期待し、敢え

て商標出願をすることもある。仮にそのような商標出願が『登録査定』となってしまった

場合には、商標使用の意思がなくても、出願を放棄せず、そのまま登録を維持する。」とい

う意見があった。 

（３） 日本知的財産協会からの意見 

韓国、中国においては、「顕著な（公知な）地名」について独立の登録拒絶条項を有する
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が、我が国も、地名に関する拒絶理由について、現行の商標法第 3 条第 1 項第 3号に加え

て、例えば「周知な国内外地名」を規定する必要性について、日本知的財産協会から、以

下の意見があった。 

 

商標制度は、自他商品・役務の識別機能を有する商標を使用することにより形成される

業務上の信用を独占的に使用できることを保護することによって、出所の混同を防止し、

健全な商取引を確立・維持していくことを目的とするものであるが、「地名は登録できない」、

「周知な地名は登録できない」といった不登録事由を設けるような法改正は、自他商品・

役務の識別機能を有するものまでも保護しない、といったような制度となりかねず、健全

な商取引の確立・維持上も混乱をきたすものと思われる。 

したがって、ユーザーとしては、上記の主旨により、指定商品・役務との関係において、

その商品の産地・販売地又はその役務の提供場所を表すものとして把握されないケースや、

使用による識別力を獲得したものについては、現行どおり、登録の道を残してもらいたい。 

２． 商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方について 

国内外の周知な地名についての我が国商標法（第 3 条）の審査運用は、海外調査報告に

よれば、諸外国のそれと大きな差異はない。また、実際上も、地名からなる商標の中には、

その地名が周知であると否とを問わず、自他商品識別標識としての機能を果たしている例

も尐なくない。したがって、地名について、使用による識別性も認めないことを前提とす

る不登録事由を新設するが如き法改正は考える必要はない。これは、ユーザーの意向とも

合致する。 

もっとも、第 3 条第 1 項第 3 号及び第 6 号の範囲内で、審査基準の整備（例えば、「商品

の産地・販売地、役務の提供の場所」以外の商品・役務の取扱地（海外仕向地、企業の事

務所等の所在地・設立場所など）を認識させるような地名からなる商標についての取扱い

等）の必要性を検討することは有意義である。  

 

Ⅳ． まとめと考察 

本調査研究では、国内の実態や海外主要国の制度・運用についての調査・研究を踏まえ

た上で、我が国において証明商標制度により地理的表示の保護を図ることとした場合にお

ける法的な論点や制度・運用上の手当についての検討及び我が国商標法における国内外の

周知な地名の保護のあり方の方向性についての検討を行い、報告書としてとりまとめるこ

とができた。 
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 地理的表示、地名等に係る商標の保護に関する検討は、権利化を求める主体と善意の第

三者との利益の調整の論点に加えて、国際的な交渉の文脈の中でも考慮すべき複雑な問題

であるが、本報告書が、今後の政府内における、国際的な交渉や望ましい制度・運用に関

する検討に資することを期待するものである。 

 



 

 

 

 

 

 

 
 



 

 



 

 

はじめに 

TRIPS 協定の締結に至る国際交渉以来、地理的表示の保護の問題は、WTO 交渉の中でも、

EU を中心とする旧大陸国と米、豪等を中心とする新大陸国との間で懸隔の大きなテーマで

あり、昨今の EPA／FTA 交渉等においても議論の対象となっている。 

 

また、アジアの漢字圏諸国の中には、商品の産地と認識されなくても「周知な外国地名」

であれば登録を拒絶・取消とするような、我が国や欧米諸国とは異なる法制を有する国も

ある。産業構造審議会商標制度小委員会においても、「国内外の周知な地名」を含む商標の

登録要件に関して、検討することとされている。 

 

本調査研究は、このような背景を踏まえ、我が国における地理的表示の商標法の下での

証明商標制度による保護のあり方、及び商標法における国内外の周知な地名の保護のあり

方について、国内ユーザーの実態調査（アンケート）、国内企業・有識者等へのヒアリング

及び諸外国の知財庁や法律事務所等に対する質問票及びヒアリングによる調査を行い、そ

の調査結果を踏まえて、学会・法曹界・産業界等の有識者からなる委員会において分析、

検討を行った。 

本報告書は、以上の調査及び検討の結果を集約したものであり、本報告書が、今後の地

理的表示・地名等に係る商標の保護に関する検討の一助となれば幸いである。 

最後に、本調査研究の遂行にあたり、報告書の一部について執筆・発表の労をおとりい

ただいた土肥一史教授、江幡奈歩弁護士、小川宗一教授、宮脇正晴准教授をはじめとする

委員の方々、国内アンケート調査、国内ヒアリング調査に御協力いただいた方々、海外質

問票調査、海外ヒアリング調査に御協力いただいた法律事務所、各国知的財産庁、各国行

政機関の皆様に対して、この場を借りて深く感謝申し上げる次第である。 

平成２３年２月 

財団法人 知的財産研究所 
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Ⅰ． 序 

１． 本調査研究の背景・目的 

「地理的表示」とは、TRIPS 協定の定義によれば、「ある商品に関し、その確立した品質、

社会的評価その他の特性が当該商品の地理的原産地に主として帰せられる場合において、

当該商品が加盟国の領域又はその領域内の地域若しくは地方を原産地とするものであるこ

とを特定する表示」1である。 

TRIPS 協定の締結に至る国際交渉以来、この地理的表示の保護の問題は、WTO 交渉の中で

も、EU を中心とする旧大陸国と米、豪等を中心とする新大陸国との間で懸隔の大きなテー

マであり、また、昨今の EPA／FTA 交渉においても必ず懸案となる問題であることについて

は、周知のところである。 

 地理的表示の保護といっても、その形態は各国において多様である。過去の WTO 事務局

の調査2によれば、保護の類型として、以下の三に分けられる。すなわち、a)取引慣行に焦

点を当てた法（不正競争防止法若しくはパッシングオフ又は消費者保護法）による対応、b）

商標法による対応、及び c)地理的表示のための特別の保護措置による対応、である。 

上記中、a)は、例えば、我が国不正競争防止法第 2 条第 1 項第 13 号(原産地等誤認惹起

行為)が該当する。b)の商標法による対応には、更に二つの局面がある。すなわち、地理的

原産地について誤認を生じさせるおそれのある商標や、ワイン、スピリッツの地理的表示

を原産地の異なるものに使用する商標の登録を拒絶・無効とする保護3と、地理的表示から

なる商標を証明商標又は団体商標として登録し商標権を与える保護である。また、ｃ)は、

地理的表示の保護強化・拡大を強く主張している EU4や一部の途上国5に見られる、地理的

表示に特有の（sui generis）制度による保護である。 

本資料においては、個別の地理的表示を登録し私権の行使あるいは行政規制の根拠とし

ているという視点から、上記類型中、b)の後者及び c)を「積極的保護」といい、a)及び b)

の前者を「消極的保護」ということとする。 

ここで留意したいのは、国際交渉において、地理的表示の保護の強化・拡大を主張する

EU に対し、常に対立関係にある米国及び豪州においても、証明商標制度により、地理的表

示を登録保護できる制度を有していること、また、我が国の近隣国である中国及び韓国に

おいては、独自の地理的表示の保護制度を有するとともに証明商標制度も手当てしており6、

                                            
1 TRIPS 協定第 22 条第 1項 
2 IP/C/W/253, 4 April 2001。同資料は、2001 年に WTO 事務局が、TRIPS 協定で定める地理的表示の保護の実態につい

て、加盟国の協力を得て作成されたものである。 
3 日本商標法第 4条第 1項第 16 号及び第 17 号 
4 EU の「農産品及び食品のための地理的表示及び原産地呼称の保護に関する理事会規則 EC 510/2006」やフランスの原

産地名称保護制度など。 
5 インド、タイなど。 
6 中国では、地理的表示を保護する制度として、商標法の団体商標制度及び証明商標制度、地理的表示製品保護規定に
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いずれの制度でも地理的表示の保護が可能となっていることである。これに比し、我が国

において、地理的表示の積極的な保護制度といえるものは、酒税の保全及び酒類業組合等

に関する法律（酒団法）第 86 条の 6 に基づく地理的表示に関する国税庁の指定7のみであ

り、地理的表示の積極的保護という観点からは、制度的手当が薄くなっている。 

このような状況を踏まえると、国際調和の観点から、我が国における地理的表示の積極

的な保護制度のあり方について、検討する必要があるといえる。 

 

一方、国内外の地名を普通に用いられる方法で表示する商標は、商品の産地・販売地、

役務の提供の場所等を認識させる場合は登録できないこととなっている（商標法第 3 条第

1 項第 3号）。また、商品の品質又は役務の質について誤認を生じさせるおそれがある場合

には、登録を受けることができない（同法第 4 条第 1項第 16 号）。しかしながら、指定商

品等との関係でその商品の産地・販売地と把握されない場合は、その地名が周知なもので

あったとしても、必ずしも明確に商標登録を排除するものではない。そのため、こうした

国内外の地名については、前記の拒絶理由に該当しない限り商標権を取得することが可能

である。 

また、近年、特にアジアの漢字圏諸国間においては、国内の著名な地名や地理的表示等

が他国において商標として出願・登録されているという事態が問題となっており、これに

対処するため、当事国間において商標制度及び運用の改善や調和に関する交渉や協力が行

われているところである。加えて、これら諸国の中には、商品の産地と認識されなくても

「周知な外国地名」であれば登録を拒絶・取消とするような、我が国や欧米諸国とは異な

る法制を有する国もある8。産業構造審議会商標制度小委員会においても、「国内外の周知

な地名」を含む商標の登録要件に関して、検討することとされている9。 

そこで、上述した観点から、地理的表示・地名等に係る商標の保護について、海外主要

国の法制や運用に関する調査、国内関連業界における実体調査、及びこれらを踏まえた国

内有識者による検討を行い、我が国における商標の保護のあり方についての検討のための

基礎資料作成を目的として、本調査研究を行った。 

                                                                                                                                                 
よる保護並びに農産品地理的表示管理規則による保護がある。また、韓国では、商標法の地理的表示団体標章制度、農

産品品質管理法及び水産物品質管理法による保護制度があり、更に、「地理的表示証明標章制度」導入のための改正法案

を国会に提出中。 
7現在、しょうちゅうの地理的表示として、「壱岐」「球磨」「琉球」「薩摩」が、清酒の地理的表示として、「白山」が告

示されている。 
8 中国商標法第 10 条、韓国商標法第６条第１項第４号参照。 
9 平成 21 年 10 月 5 日第 21 回商標制度小委員会 資料７「今後の検討課題について」において、「４．国内外の周知な

地名の不当録事由への追加：本来的に出所表示機能が弱い地名が商標として登録されることを排除するため、国内外の

周知な地名を不登録事由として追加することについて検討。」とされている。 
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２． 本調査研究の実施方法 

 本調査研究では、地理的表示の積極的な保護制度として、商標法の下での証明商標制度

による保護のあり方について、及び商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方に

ついて、国内アンケート調査（地域団体、日本知的財産協会会員企業及び日本弁理士会）、

国内ヒアリング調査、質問票による海外調査及び海外ヒアリング調査を実施し、その結果

を基に、分析、検討を行った。 

なお、質問票による海外調査では、欧州共同体商標、英国、ドイツ、中国及び韓国を対

象とし、海外ヒアリング調査では、米国、豪州を対象とした。 

 

（１） 国内アンケート調査 

（ⅰ） 地域団体 

 現行の商標制度における地域団体商標制度の出願人等に対し、商標の利用の実態やニー

ズを把握し、我が国における地理的表示に係る証明商標に関する制度のあり方に関する議

論の基礎資料とすることを目的として、アンケートを実施した。 

① 調査方法 

アンケート調査では、地域団体商標の出願案件（登録、拒絶、却下、取下）における出

願人に対して、現行の商標制度に対するニーズ、商標使用規則の現状把握、品質管理体制

の現状把握等について情報を収集するために、以下の調査対象に調査を行った。調査方法

の概要は下記に示す通りである。 

(a) 調査対象 

計 621 件に対してアンケート調査を実施した。アンケート依頼先としては、地域団体商

標の出願が 2006 年 4 月 1 日から 2010 年 9 月 9 日までの期間に地域団体商標出願の最終処

分が登録、拒絶査定、出願却下、出願取下とされている案件を対象にした。その内訳は以

下のとおりである。 

 ・登録：446 件 
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 ・拒絶査定：97 件 

 ・出願却下：8 件 

 ・出願取下：70 件 

 

ただし、地域団体商標の出願人が、複数出願している場合には、以下の規則で対象案件

を選定した。なお、以下の規則で対象案件を選定し場合における対象出願人数は 535 者で

ある。 

（ｱ） 1 出願人において、複数の地域団体商標に登録件が存在する場合には、全て対象と

する。 

（ｲ） 1 出願人において、地域団体商標出願に尐なくとも拒絶査定、出願却下若しくは出

願取下のうち 2種以上ある場合には、全てを対象とする。 

（ｳ） 1 出願人において、複数の地域団体商標出願の拒絶査定、出願却下、若しくは出願

取下がある場合には、１件のみを対象とする。 

 

(b) 調査実施期間 

 アンケート発送日 2010 年 10 月 18 日 

 アンケート回収締切日 2010 年 11 月 5 日10 

② 回収状況計 

 計 355 件が回収された（回収率 57.1％）。その内訳は以下のとおりである。 

 ・登録：296 件 

 ・拒絶査定：32 件 

 ・出願却下：23 件 

 ・出願取下：4 件 

 

なお、登録、拒絶査定、出願却下、出願取下の回答者数（重複排除）は 286 者（回収率

53.4％）であった。 

                                            
10 最終的には、11 月 10 日到着分までを集計した。 
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（ⅱ） 日本知的財産協会及び日本弁理士会 

 日本知的財産協会会員企業や日本弁理士会に対して、地理的表示に係る証明商標制度に

よる保護、及び商標法における国内外の周知な地名の保護について、実態やニーズを把握

し、我が国におけるこれらの問題に関する議論の基礎資料とすることを目的として、アン

ケートを実施した。 

① 調査方法 

アンケート調査では、日本知的財産協会会員企業、日本弁理士会に対して、商標法第 3

条 1項 3号における国内外の周知な地名の保護、地理的表示を保護する証明商標制度に対

するニーズ等について情報を収集するために、以下の調査対象に調査を行った。調査方法

の概要は下記に示す通りである。 

(a) 調査対象 

計 992 者に対してアンケート調査を実施した。その内訳は以下のとおりである。 

 ・日本知的財産協会：901 者 

 ・日本弁理士会：91 者 

(b) 調査実施期間 

 アンケート発送日 2010 年 10 月 18 日（日本弁理士会宛て） 

          2010 年 10 月 19 日（日本知的財産協会宛て） 

 アンケート回収締切日 2010 年 11 月 5 日11 

② 回収状況計 

 計 218 者から回収された（回収率 22.0％）。その内訳は以下のとおりである。 

・ 日本知的財産協会：202 者 

・ 日本弁理士会：15 者 

                                            
11 最終的には、11 月 10 日到着分までを集計した。 
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・ 無回答：1者 

（２） 国内ヒアリング調査 

 論文や国内アンケート調査等の回答結果から、地理的表示に係る証明商標制度による保

護、あるいは商標法における国内外の周知な地名の保護について関心が高いと思われた 12

者を選定の上、ヒアリング調査を実施し、より詳細な実務上の課題やニーズを把握するこ

とで、本調査研究の検討の基礎とした。 

 ヒアリング調査では、以下の調査対象に調査を行った。調査方法の概要は下記に示すと

おりである。 

（ⅰ） 調査対象 

調査対象者の合計は 12 者であり、内訳は以下のとおりである。 

・ 企業12：3者 

・ 県庁：1者 

・ 市役所：1者 

・ 工業組合：1 者 

・ 法律事務所：1者 

・ 弁理士：2者 

・ 学者：1者 

・ 財団法人：1 者 

・ 社団法人：1 者 

（ⅱ） 調査実施期間 

2010 年 11 月～2011 年 1 月 

（３） 質問票による海外調査及び海外ヒアリング調査 

 地理的表示に係る商標制度による保護、及び周知な地名の保護について、制度、運用及

び実務を把握するため、欧州共同体商標、英国、ドイツ、中国及び韓国に対しては現地法

律事務所等を活用して、海外調査を実施し、一方、米国及び豪州（各 3箇所、計 6箇所）

に対しては海外ヒアリング調査を実施した。なお、米国では、特許商標庁、法律事務所、

                                            
12 各企業の業種の構成は、食品関係が各 3か所であった。 
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証明機関に対してヒアリング調査を実施し、豪州では、知的財産庁、法律事務所、オース

トラリア競争及び消費者委員会（Australian Competition and Consumer Commission：ACCC）

に対してヒアリング調査を実施した。 
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Ⅱ． 地理的表示の証明商標制度による保護の可能性についての検討 

１． はじめに 

 国際調和の観点から、我が国における地理的表示の積極的な保護のあり方について検討

する必要があることは先に述べた。以下、検討するにあたり地理的表示の保護の意義及び

地域団体商標制度との関係を整理し、国内ニーズ及び各国の実態を調査、分析した。 

２． 検討の方向について 

（１） 地理的表示の保護の意義 

地理的表示は、TRIPS 協定の定義規定からも示されるように、商品の確立した品質、社

会的評価その他の特性と地理的要素との結びつきを需要者に発信するものである。すなわ

ち、商標の本質的機能が出所識別機能であるとされるのに対し，地理的表示の本質的な機

能は、特に「品質」の保証にあると考えられる。したがって、地理的表示の積極的な保護

制度を設計するとした場合、当該地理的表示が発揮する商品の品質保証機能を、制度上ど

のように担保するかが重要な要素となる。 

具体的には、①当該地理的表示を使用する商品が保持すべき一定の品質（基準）を明ら

かにすること、②当該地理的表示を使用する者が当該品質（基準）を遵守する体制が確保

されていること、である。これに加えて、地理的表示が基本的には「地名」であることに

鑑みれば、③当該品質（基準）を遵守できる生産者等は例外なく当該地理的表示を使用で

きること、を制度上確保しておく必要がある。 

（２） 地域団体商標制度との関係について 

我が国においては、いわゆる「地域ブランド」の保護のため、地域団体商標制度が、平

成 18 年 4 月より施行されている。 

地域団体商標制度は、発展段階にある地域ブランドについて、全国的な需要者との関係

では十分に出所識別機能を有しているとまでは言えない段階にあっても商標登録を可能と

し、その育成を図ろうとして創設されたものである。 

当該制度は、その制度創設の趣旨やその対象となる商標を地名と普通名称の組合せに限

定している点からも地理的表示の保護制度とは一線を画するものである。また、上記（１）

で挙げた地理的表示保護の制度設計上の要素中、③については、制度上団体加入の自由は

確保されているが、使用できる者は商標権者及びその構成員と通常使用権者にとどまり、
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品質（基準）を遵守できる生産者等が例外なく使用できるわけではない。 

さらに、①及び②（品質保証機能の確保に関する要素）については、商標権者である団

体の任意にとどまり、制度上担保する仕組みにはなっていないといえる。 

（３） 具体的な検討の方向性について 

 我が国における地理的表示の積極的保護のあり方について具体的に検討するにあたっ

ては、上記（１）（２）を踏まえ、以下のような主要な論点を検討した。 

（ⅰ） 国内の実態調査及び分析 

我が国の産業界等における現状把握と、産業界における地理的表示の積極的保護のニー

ズやあるいは新たな制度の創設による弊害のおそれなどについて検討する。 

（ⅱ） 地域団体商標と証明商標の関係 

我が国における地理的表示の積極的な保護制度の可能性としては、例えば、酒団法にみ

られるような産品毎の規制法による対応の可能性も十分にあり得る。これについては、基

本的にはそれぞれの産品に関する所管官庁等の検討に委ねられるべきであり、本調査研究

においては、証明商標制度による保護の可能性に論点を絞って検討した。 

また、地域団体商標制度との関係については、上記（２）の点も踏まえ、併せて調査・

分析した。 

特に、現行の地域団体商標制度でカバーできないが証明商標制度により手当てできるニ

ーズがあるか等の検討もした。 

（ⅲ） 証明商標による品質保証機能を担保するための制度・運用の手当てに関する検討 

海外主要国の証明商標制度について、特に、上記（１）で挙げた①～③の要素について、

制度・運用上、どのようにどの程度担保しているかについて比較研究した。 

また、それぞれの制度下での証明商標の出願審査において、審査官がどのような審査を

行っているか（審査方法、基準、負担、課題）、あるいは、商品の品質や出願人の品質管理

能力の審査などに関し外部の認証機関などを利用している場合には、その具体的な仕組み

や課題などについて、調査・分析した。 
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３． 国内の実態調査及び分析 

（１） 産業界等の現状把握 

（ⅰ） 国内アンケート調査の結果 

 地域団体商標の出願人である組合等に実施した国内アンケート調査では、①商標の使用

規則の有無、② ①で「有」の場合において、組合員による商標の使用が商標の使用規則に

従ったものかを監視する体制の有無、③ ①で「有」の場合において、商標使用規則を守ら

なかった者に対する制裁規定の有無、などについて調査した。 

① 商標の使用規則の有無 

商標の使用規則「有」との回答が 40.0%、「無」との回答が 56.3%であった。 

 

【問 5】 

あなたの組合には商標（1 頁のラベルに記載された商標）の使用規則（文書になったも

の）はありますか。（ここでいう「使用規則」とは、組合員が当該商標を使用するにあたっ

ての条件や基準、表示方法などを定めたものをいいます。商標の使用に関する組合員との

契約書なども含みます。） 

件数 割合

1 有 142 40.0%

2 無 200 56.3%
無回答 13 3.7%

355 100.0%回答者数  

40.0%

56.3%

3.7%

有

無

無回答
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② 組合員による商標の使用規則に従ったものかを監視する体制 

①で「有」の場合において、組合員による商標の使用が商標の使用規則に従ったものか

を監視する体制の有無について「有」との回答が 66.2%、「無」との回答が 33.1%であった。

更にこの監視体制は「組合内の組織である」との回答が 95.7%であった。 

 

【問 8】 

問 5（使用規則の有無）で「1 有」と答えた方にうかがいます。あなたの組合には、組

合員の商標の使用が、当該使用規則に従ったものであるか否かを監視する体制はあります

か。 

件数 割合

1 有 94 66.2%

2 無 47 33.1%
無回答 1 0.7%

142 100.0%回答者数  

66.2%

33.1%

0.7%

有

無

無回答

 
 

【問 9】 

問 8で「1 有」と答えた方に伺います。その監視体制とは具体的にどのようなものです

か13。 

件数 割合

1 組合内の組織 90 95.7%

2 組合外の組織 10 10.6%
無回答 2 2.1%

94 100.0%回答者数  

                                            
13 複数回答者がいるため、棒グラフとしている。 
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95.7%

10.6%

2.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0%

組合内の組織

組合外の組織

無回答

 

③ 商標使用規則の違反者に対する制裁規定 

①で「有」の場合において、商標使用規則を守らなかった者に対する制裁規定の有無に

ついて「有」との回答が 50.0%、「無」との回答が 45.1%であった。 

 

【問 10】 

問 5（使用規則の有無）で「1 有」と答えた方にうかがいます。あなたの組合には商標

の使用規則（基準）を守らなかった者に対して制裁する規定がありますか。 

件数 割合

1 有 71 50.0%

2 無 64 45.1%
無回答 7 4.9%

142 100.0%回答者数  

50.0%
45.1%

4.9%

有

無

無回答

 

（ⅱ） 国内ヒアリング調査の結果 

 国内ヒアリング調査は、特許（法律）事務所、企業（飲料食品関係）、組合、市役所、県

庁等を対象に行った。 

① 組合における使用規則、商標権規約について 
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 ある組合においては、商標権規定（商標権の範囲、商標の使用、使用料等に関する規定）

及び品質表示規定（品質表示を表す証紙の使用を義務付け）に加えて、「商標権表示証紙規

約」を設けている。これは、いわゆるトレーサビリティ機能を担保するためのものであり、

所定の証紙中には商標に加えて生産者番号等を表示することを義務付け、組合が毎年市場

調査・監視することにより、第三者による不正なブランド使用を追跡・排除することを目

的とする。上記各規定には、違反者に対する制裁規定が定められている。問題点は、国外

で生産された商品が国内で販売されているケースであり、国外生産品についいては商標証

紙の貼付は一切認めないことによる差別化を図っている。 

② 地域食品ブランド表示基準制度 

地域団体商標制度には品質を担保する要件がないことにかんがみ、伝統的製法や原材料

のこだわりを持ち合わせる日本の食文化と食品製造業を守ることを目的とし、地域食品の

価値を見いだし、需要者の理解を深め、当該食品が適正な価格で販売できるような仕組み

として、地域食品ブランド表示基準制度「本場の本物」というものが存在する。 

③ 国内で一般名称と認識されている海外の地理的表示 

ある食品関係企業からは、例えば、チーズの表示については、欧州では地理的表示と認

識されていても、日本国内においては何十年も前から本場の製法に基づいて独自の発展を

し消費者層に浸透し、いわばチーズの「種類」として認識されているものもあるとの指摘

があった。 

（２） 産業界等のニーズ 

（ⅰ） 地域団体に対する国内アンケート調査の結果 

 地域団体商標の出願人である組合等に実施した国内アンケート調査では、①現在の地域

団体商標制度は十分／不十分であるか、② ①において不十分と感じる点は何か、③地理的

表示を保護する証明商標制度の導入の是非（具体的には、品質基準を満たす場合には誰で

も使用でき、品質基準を満たさない場合には使用させない、といった商標制度の導入の是

非）、などについて調査した。 

① 地域団体商標制度について 
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 現在の地域団体商標制度は「十分である」との回答が 37.5%、「不十分である」との回答

が 30.7%、「分からない」との回答が 29.6%であった。 

 

【問２】 

現在の商標制度には、地名及び商品名からなる商標を保護する地域団体商標制度があり

ますが、地域ブランドを保護する上で、同制度に不十分な点を感じることがありますか。 

 

件数 割合

1 有 133 37.5%

2 無 109 30.7%
3 分からない 105 29.6%

無回答 8 2.3%

355 100.0%回答者数  

37.5%

30.7%

29.6%

2.3%

有

無

分からない

無回答

 

② 地域団体商標制度において不十分であると感じる点 

 地域団体商標制度で不十分である点は「先使用権者を排除できない」との回答が 49.6%、

「地域団体商標を取得しても商品役務の品質の優良性について需要者に効果的にアピール

できない」との回答が 37.6%、「地域団体商標を取得しても先使用権者との差別化が容易で

なく、活用方法が分からない」との回答が 35.3%であった。 

 

【問 3】 

問 2で「1 有」と答えた方にうかがいます。不十分と感じる点はどこですか。（複数可）14 

                                            
14 複数回答者がいるため、棒グラフとしている。 



- 15 - 

 

 

件数 割合

1 地名のみでは保護されない。 34 25.6%

2 他人が同じ商標を使用していると、団体の商標として認識されないとして
登録できない。

25 18.8%

3 隣接都道府県で周知になっていないと登録できない。 33 24.8%
4 地域団体商標の登録要件では、登録できないことが多く、保護されな

い。
24 18.0%

5 地域団体商標を取得したものの、出願前から使用している他人（先使用
権者）等の存在により組合以外の生産者の商標の使用を排除することが
できない。

66 49.6%

6 地域団体商標を取得したものの、出願前から使用している他人（先使用
権者）との差別化が容易ではなく、どのように地域団体商標を活用すれ
ば良いのか分からない。

47 35.3%

7 地域団体商標を取得したものの、商品・役務の品質の優良性について需
要者に効果的にアピールできない。

50 37.6%

8 その他 22 16.5%
無回答 1 0.8%

133 100.0%回答者数  

25.6%

18.8%

24.8%

18.0%

49.6%

35.3%

37.6%

16.5%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

地名のみでは保護されない。

他人が同じ商標を使用して…

隣接都道府県で周知になって…

地域団体商標の登録要件では…

地域団体商標を…等の存在により…

地域団体商標を…との差別化が容易ではなく…

地域団体商標を取得したものの…

その他

無回答
 

③ 地理的表示を保護する証明商標制度の導入について 

地理的表示を保護する証明商標制度の導入は「必要」との回答が 36.6%、「不要」との回

答が 17.7%、「分からない」との回答が 40.0%であった。 

なお、「必要」と回答した理由は「品質管理に対するブランドイメージが増す」との回答

が 81.5%、「地域団体商標制度よりも品質管理の点でグレードアップし、証明商標と地域団

体商標の使い分けが可能となる」との回答が 36.9％であった。 

また、「不要」と回答した理由は、「現行で十分である」との回答 22 件（34.9%）であっ

た。 

 

【問 19】 

 地域ブランドの品質保証機能を強化するため、商標の周知性については要件とせず、適



- 16 - 

 

 

切な品質管理が行われている商品・役務に使用されている地名等の表示に対して商標権に

よる保護を与える制度の必要性について、以下の質問にお答え下さい。 

（具体的には、特定の品質基準を満たしている商品・役務についてであれば誰でも使用で

きるが、品質基準を満たしていない商品・役務については使用させないといった新たな商

標制度の必要性について、）そのような制度は必要と考えますか。 

件数 割合

1 必要 130 36.6%

2 不要 63 17.7%
3 分からない 142 40.0%

無回答 20 5.6%

355 100.0%回答者数  

36.6%

17.7%

40.0%

5.6%

必要

不要

分からない

無回答

 
 

【問 22】 

問 19 において「不要」と答えた方は、その理由をお聞かせ下さい。（回答 63 件） 

・現行で十分である。（22 件） 

・地域ブランドの取得は、内部における品質保証機能の強化を目的としていないため。 

・「地理的表示」とどう違わせるのか。二重基準になりはしないか。国として、中国の商標

侵害に注力して欲しい。 

・商品の周知性は長年の積み重ねが必要。 

・加工食品においては、色々な原材料を使用しており、組合員の取引（個々の）等を考え

れば統一的な品質基準は難しいと考えられる。 

・国による品質保証を行わなくても、品質が保証されないようなブランド商品は消費者が

購入しない。（一度は買われるかもしれないが二度目はない） 

・誰でも使用できることに反対。ある特定の技術、技能を持ったものに対してのみ商標は

与えるべきと考える。 
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（ⅱ） 企業（日本知的財産協会会員企業）及び日本弁理士会に対する国内アンケート調

査の結果 

日本知的財産協会会員企業及び日本弁理士会に実施した国内アンケート調査では、①地

理的表示を保護する証明商標制度の導入の是非、② ①において導入に賛成する場合の理由、

などについて調査した。 

① 証明商標の制度導入に関する賛否 

地理的表示を保護する証明商標制度の導入に「賛成」との回答が 29.8%、「反対」との回

答が 15.1%、「どちらとも言えない」との回答が 52.8％であった。 

 

【問 8－1】 

証明商標の制度導入に関する賛否についてお答え下さい。 

件数 割合

1 賛成 　　　　　　　 →（問８－２から問８－４をお答え下さい。） 65 29.8%

2 反対　              →（問８－５及び問８－６をお答え下さい。) 33 15.1%
3 どちらとも言えない　→（問８－７をお答え下さい。） 115 52.8%

無回答 5 2.3%

218 100.0%回答者数  

29.8%

15.1%

52.8%

2.3%

賛成

反対

どちらとも言え

ない
無回答

 

② 証明商標の制度導入「賛成」の理由 

 「賛成」とする理由は「国際調和の観点から必要」との回答が 81.5%、「現行の制度（地

域団体商標を含む）では保護できないニーズがある」との回答が 23.1%であった。 
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【問 8－2】 

問 8－1 において、「1 賛成」と答えた方は、その理由をお答え下さい15。 

件数 割合

1 現行の制度（地域団体商標を含む）では保護できないニーズがある 15 23.1%

2 国際調和の観点から必要 53 81.5%
3 その他 3 4.6%

無回答 0 0.0%

65 100.0%回答者数  

23.1%

81.5%

4.6%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

現行の制度（地域団体商標を含む）では…

国際調和の観点から必要

その他

無回答

 

（ⅲ） 国内ヒアリング調査の結果 

 国内ヒアリング調査は、特許（法律）事務所、企業（飲料食品関係）、組合、市役所、県

庁等を対象に行った。 

ある弁理士からは、「現行の地域団体商標制度では、組合等がアウトサイダーの継続的使

用権の判断をせざる得ない現状に対し、例えば、証明商標制度により地方自治体が権利主

体となり、証明商標の使用規則で一定の規則のもとで使用を認めるといった制限をかけれ

ば、そもそも継続的使用権の話を出さなくて済み、組合及びアウトサイダー双方のニーズ

を満たすことになる」という意見があった。 

ある組合からは、「組合間の調整が難航する場合があり、行政が権利主体となり使用規則

を各組合と調整した方が、円滑に進み、組合の業務が効率化する」といった意見もあった。 

また、ある学識経験者からは、地理的表示を防御的に保護する仕組みとして（農産物・

食品の地理的表示については補助的な役割を担うものとして）、品目横断的な証明商標制度

を設けるのは一案である、その場合、現行の地域団体商標制度との相違を明確にし、消費

者及び事業者にとって分かりやすいものとすべきである旨の指摘があった。 

一方で、ある食品関係企業からは、地理的表示については従来の「商標登録させない」

という制度ならよいが、特定の者に独占させる制度となると国内産業界への影響が極めて

大きいとの懸念の表明がなされた。 

ある自治体からは、証明商標制度の検討にあたっては、制度上求められる品質管理・監

                                            
15 複数回答者がいるため、棒グラフとしている。 
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督に係るコストとの費用対効果についての十分な検討を求める意見もあった。 

４． 諸外国の状況 

（１） 米国 

（ⅰ） 概要 

米国においては、地理的表示の保護は商標法の「証明標章」又は「団体標章」により可

能であるとされている。以下には、証明標章制度による地理的表示の保護について記述す

る。 

（ⅱ） 証明標章制度による地理的表示の保護 

① 「証明標章」の定義 

米国商標法（ランハム法）第 45 条は、証明標章を「文字、名称、シンボル若しくは図形

又はこれらの結合で、(1)その所有者以外の者により使用され、又は、(2)その所有者が、

所有者以外の者が市場において使用することを許可する真正の意思を有し、本法に基づい

て設けられた主登録簿への登録出願をするもので、商品やサービスの地域的その他の出所、

材料、製造方法、品質、適正若しくは他の特徴を、又は商品・サービスに係る作業又は労

働がある連合体又は団体の構成員によりなされていることを証明するものをいう」と定義

している。 

② 保護対象となる標章の態様 

地理的用語(geographical term)から構成される証明標章の保護対象としては、以下の四

の類型に分けられる16。 

(a)地理的用語のみからなる標章（登録例：「MAUI」、「COLOMBIAN」など） 

(b)実質的に地理的用語のみからなる標章（登録例：「100% HAWAII COFFEE」など） 

(c)地理的用語と他の識別力ある標章との結合（登録例：「IDAHO」と図形等の結合したも

のなど） 

(d)地理的用語ではない標章（登録例：「SUMMERWHITE」、「THE SUNSHINE TREE」など） 

                                            
16 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」1306.02(b)、及び

資料編Ⅳ－２－１ Ⅰ．２．（１）b)参照。 
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ある試算によれば、このうち、①の地理的用語のみからなる証明標章の登録件数は 25～

50 件程度とされる17。 

③ 出願人の主体要件 

証明標章を登録できるのは、当該標章に係る証明に責任を有する証明標章の所有者のみ

である18。出願人が法人格を有することは要件とされていない。ただし、出願に係る標章

が上記②の(a)地理的用語のみからなる標章又は(b)実質的に地理的用語のみからなる標章

である場合は、特許商標庁の審査官は、出願人が当該地理的用語の使用を管理する権限を

有する者であるかについて確認しなければならないが、通常は、このような管理ができる

団体は政府機関又は政府の許可を受けて運営されている機関である。地理的用語が証明標

章として使用される場合、二つの要素が考慮される。すなわち、ⅰ） 当該地域の全ての者

に使用の自由が確保されること、ⅱ）当該標章の使用が認められた者にとって有害な他人

の使用を排除すること、である。私人は、このような目的を達成するために最も相応しい

立場にはないのが通常であり、地域政府が、当該地域の名称の管理をするには理にかなっ

た権限機関であろう19。 

④ 出願書類 

証明標章の登録出願には、願書に加えて、以下の説明及び資料が求められる。 

(a)当該標章が証明する特性、基準その他の特徴についての陳述(statement)20 

(b)当該証明標章の使用に関する基準(Standards)の写し21 

(c)出願人が当該証明標章の使用に関する適法な管理を行っている旨の主張22 

(d)出願人自身は当該標章が使用される商品又はサービスの生産又は販売は行っていな

い旨の陳述(statement)23 

⑤ 使用規則 

                                            
17 資料編Ⅳ－２－２ Ⅰ．２．（１）c)参照。 
18 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」 1306.04。 
19 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」 1306.02(b)。資料

編Ⅳ－２－２ Ｉ．２．（２）a)では、TMEP の当該記述を「地理的用語のみから構成され又は実質的に地理的用語のみか

らなる地理的原産地証明標章の所有者又は登録者を公的機関又は行政府の許認可を受けて活動する団体であるべきとい

う強い希望が示されている」と説明している。具体的な権利者の例としては、マウイ玉葱生産者協会、コロンビア共和

国、ハワイ州農務局、アラスカ州天然資源局農業部など（資料編Ⅳ－２－２ Ｉ．２．（１）c)）。ただし、実際には、多

くの地理的原産地証明標章が、形式上は行政主体の一部ではない非営利法人や事業団体によって所有されているようで

ある(資料編Ⅳ－２－２ Ｉ．２．（２）b)、資料編Ⅳ－２－３ Ｉ．２．（２）b)）。 
20 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」1306.06(f)(i) 
21 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」1306.06(f)(ii) 
22 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」1306.06(f)(iii) 
23 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」1306.06(f)(v) 
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(a) 使用規則の記載項目 

法令、TMEP 等をみる限り、証明標章の使用に関する基準の記載項目についての記述は発

見できなかった。 

(b) 使用規則の公開 

当該証明標章の使用に関する基準については、その要旨が公報に掲載され24、異議に付

される。また、登録証明書には、TMEP1306.06(f)(i)において要求される証明文言

(certification statement)が記載される25。 

具体的な基準は公表されないが、閲覧は可能である26。 

⑥ 審査 

（a）登録出願の審査 

証明標章の登録出願の審査は、通常の商標登録出願の審査に加えて、以下が考慮される27。 

 

(ｱ)願書において、出願人は当該証明標章の使用について正当な管理権原を行使している、

あるいはそのような行使をしようとする真正な意思を有していることを宣誓又は宣

言の上で陳述しなければならない28が、当該陳述は、審査官がそれに反する事実を知

っていない限り、受け入れられる。 

(ｲ)出願人は、当該証明標章が付される商品又はサービスの生産又は販売に従事していな

い又は従事する意思がないことを陳述することが求められる。当該陳述は、審査官が

それに反する事実を知っていない限り、受け入れられる。 

(ｳ)当該証明標章が証明以外の目的で使用されるかについての陳述は、出願段階において

は求められない。出願人の許諾を受けていない他人による無断使用又は違法な使用が

されているかどうかについては、審査官の審査範囲外であり、また、出願人により認

められている使用は（記録に裏付けられているとおり）正当な証明目的での使用であ

る限り、登録拒絶の理由とすることはできない。 

                                            
24 公報に掲載されるのは証明事項（certification statement、当該標章によって証明される商品の基本的な特徴の概要

を記述したもの）のみである（資料編Ⅳ－２－１ Ｉ．２．（２）k））。 
25 資料編Ⅳ－２－２ Ⅰ．２．（２）k) 
26 資料編Ⅳ－２－１ Ⅰ．２．（２）k) USPTO のウェブサイトを通じて使用基準のコピーにアクセスできる。 
27 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」 1306.07 及び資料

編Ⅳ－２－２ Ⅰ ２．（２）e) 
28 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」 1306.06(g)(iii) 
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(ｴ)官庁は、審査において、出願人が述べるところの当該標章が証明する基準や特性が差

別的であるか否かについての判断をしたことはない。当該証明がどのように実施され

ているかの調査や監視は、査定系手続き（ex parte procedure）には馴染まない29。 

(b) 使用規則の審査 

審査官は、出願に係る証明標章の使用基準の妥当性については審査しない30。 

(c)  関係省庁への照会 

商標審査官が証明標章出願の審査にあたって関係省庁の意見を求めることはない。 

⑦ 権利の効力 

証明標章は、登録されたときは、商標に関して定められた保護を受ける権原を有する(第

4 条）。したがって、登録証明標章の権利者は、他人による当該証明商標の複製、偽造等の

使用が混同若しくは錯誤を生じさせ又は欺瞞するおそれがあるときは、差止請求、損害賠

償請求（3 倍賠償、法定損害賠償を含む。）の権利を有する(商標法第 32 条、第 34 条及び

第 35 条）。 

また、何人も、取引において虚偽の原産地呼称を使用し、それが、ａ）商品・サービス

の出所等について混同・誤認を生じさせ又は欺瞞するおそれがあるとき、ｂ）商業広告・

販売促進において原産地を不実表示しているときは、民事訴訟において責めを負う（第 43

条）。 

加えて、証明標章の偽造については、18 U.S.C.§2320 に基づく刑事的制裁（罰金、禁

固、物品の没収及び廃棄）が課せられる31。 

 

⑧ 第三者の正当な使用 

「記述的標章のフェアユース(descriptive fair use)」の原則により、地理的原産地証明

標章の権利者は、第三者に対して、その商品の地理的原産地を公正かつ正確に記述するこ

とを排除することはできない。ただし、その第三者による使用が、商標としてではなく、

                                            
29 なお、証明標章登録出願の審査に特別に負荷はないが、一般に、通常の商標出願に比し証明標章の出願は尐ないため、

必然的に審査官の証明商標出願の審査経験は尐ないので、この２年間の運用として、地理的証明標章の出願の審査は２

名の上級審査官によって審査されるようにしている（資料編Ⅳ－２－１ Ⅰ．２．（２）j)）。 
30 資料編Ⅳ－２－２ Ⅰ．２．（２）e) 、資料編Ⅳ－２－３ Ⅰ．２．（２）e) 
31 資料編Ⅳ－２－２ Ⅰ．１．（１）a) 
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記述的な意味での使用であって、かつ、商標・ブランドとは無関係の使用であることを条

件とする32。 

また、証明標章の権利者が、登録証明標章が証明する基準・条件を満たしている第三者

の商品又はサービスについて、証明を差別的に拒絶した場合は、何人も登録の取消しを請

求することができる(商標法第 14 条(5)）。 

⑨ 商標権者自身の使用 

 証明標章の権利者が、当該標章が付される商品又はサービスの生産又は販売に従事して

いる場合は、何人も登録の取消しを請求することができる(商標法第 13 条(5)）。 

⑩  商標権者の管理義務違反への制裁 

登録証明標章が以下のいずれかに該当するときは、何人もその取消しを請求することが

できる(商標法第 14 条(5)）。 

(a)証明標章の権利者が、当該証明標章の使用を管理していない又は正当に管理すること

ができない場合 

(b)証明標章の権利者が、当該証明標章が適用される商品の又はサービスの生産又は販売

に従事している場合 

(c)証明標章の権利者が証明行為以外の目的で当該証明標章の使用を許可した場合 

(d)証明標章の権利者が、登録証明標章が証明する基準・条件を満たしている第三者 の

商品又はサービスについて、証明を差別的に拒絶した場合 

（２） 欧州共同体商標 

（ⅰ） 概要 

共同体商標（CTM）制度においては、証明標章制度は規定されていないが、商品・役務の

地理的出所を表示するために取引上使用されることがある標識又は表示は、共同体団体標

章を構成することができる（欧州商標規則第 66 条第 2 項）としている。 

（ⅱ） 共同体団体標章制度による地理的表示の保護 

                                            
32 資料編Ⅳ－２－２ Ⅰ．２．（２）h)。同趣旨資料編Ⅳ－２－３ Ⅰ．２．（２）h)。また、「証明商標の使用が認められ

た者以外の第三者は、自己の標章の示す地理的出所が正しければ当該標章を使用することができる。ただし、証明機関

から証明を受けていないのに受けたかのように使用すれば登録証明商標の侵害になる。」（「各国における団体・証明・保

証商標制度の調査研究報告書（特許庁委託平成 15 年産業財産権制度各国比較調査研究等事業）」（平成 16 年 社団法人日

本国際知的財産保護協会）第 28 頁（今村哲也執筆部分））。 
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① 「共同体団体標章」の定義 

 「共同体団体標章」とは、その出願の際に団体標章として記述され、当該標章の権利者

である団体の構成員に係る商品・サービスを他の事業者の商品・サービスと識別すること

ができる共同体商標をいう（商標法第 66 条第 1項）。 

② 保護対象となる標章の態様 

海外調査報告からは明確な回答は得られなかったが、実際の登録事例を見ると、地理的

名称（文字）のみのもの33、地理的名称と図形の結合34、地理的名称とその他の文字及び図

形との結合35の例がある。 

なお、実務的には地理的名称（文字）のみが共同体団体標章として登録されることは難

しい、との報告がある36。 

③ 出願人の主体要件 

製造者、生産者、サービスの提供者又は取引者の団体であって、根拠法令の規定に基づ

き、自己の名義で権利・義務の主体となり契約を締結し、その他の法的行為を遂行し、及

び訴訟の原告・被告となることができる者であって、公法に基づく法人格を有する者は、

共同体団体標章の出願をすることができる(第 66 条第 1 項)。 

④ 出願書類 

共同体団体標章の出願人は、所定の期間内に当該標章の使用を管理する規約を提出しな

ければならない(商標法第 67 条第 1項)。 

⑤ 使用規則 

(a) 使用規則の記載項目 

標章の使用管理規約(Regulations governing the use of the mark)には、ａ)当該標章

の使用が認められる者、ｂ）団体の構成員たることの要件、及び（存在する場合は)、ｃ)

                                            
33「DARJEELING」：CTM 004325718、指定商品：第 30 類「紅茶」 
34「DARJEELING」の文字と図形の結合：CTM 008674327、指定商品第 30 類「紅茶」 
35「SCOTTISH CASHMERE」の文字と「PURE CASHMERE GUARANTEED SPUN AND KNITTED IN SCOTLAND」の文字と図形の結合：

CTM000157420、指定商品第 25 類衣料品、ただし、更新切れで権利失効。 
36 資料編Ⅳ－３ Ⅰ．２．（１）c)参照 
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当該標章の使用に関する条件（制裁も含む。）を明記しなければならない（第 67 条第 2 項）。 

また、使用を管理する規約は、当該地域を出所とする商品・サービスの事業者を団体の

構成員として認めるものでなければならない（商標法第 67 条第 2 項）。 

(b) 使用規則の公開 

共同体団体標章の出願は、団体標章の出願であると表示した上で、「通常の」共同体商標

の出願が公告される場合と同じ方法で公告される。使用管理規約を共同体商標官報

（Community Trade Marks Bulletin ）に公告しなければならないとの要件はないが、使用

管理規約は利用できるようにファイルに入れられるので、そのファイルからコピーを請求

することができる（第 88 条、実施規則 EC2868/95 の第 89 規則及び第 90 規則）。 

また、第 69 条は、何人も、共同体団体標章の出願を第 68 条に基づき拒絶すべき旨の異

議申立て(Observations)をすることができる旨、規定している37。 

⑥ 審査 

通常商標に係る登録要件（絶対的拒絶理由）に関する審査の外、団体標章に係る登録要

件である「識別力」(商標法第 66 条）及び「使用管理規約」(商標法第 67 条)に関する審査

を行う(商標法第 68 条)。 

(a) 使用規則の審査 

使用管理規約が公序良俗に反しないか(商標法第 68 条第 1 項)38、当該標章に係る特徴や

意義について公衆が誤認を起こさないか、特に団体標章以外のものと誤るおそれはないか
39についての審査を行う(商標法第 68 条第 2項)。 

しかしながら、審査官は、出願に係る団体標章の使用管理規約についての実体的な審査

（例えば、使用管理規約の技術的内容の適否など）は行わない40。 

(b) 関係省庁への照会 

                                            
37 資料編Ⅳ－３ Ⅰ．２．（２）j)参照 
38 例えば、性別、宗教又は人種に基づく差別を行う使用規則は認められない。（平成 15 年特許庁産業財産権制度各国比

較調査研究等事業「各国における団体・証明・保証商標制度の調査研究報告書」105 頁（社団法人日本国際知的財産保護

協会平成 16 年 3月）。 
39 当該標章について、特に、公衆が証明標章であると誤解（特定の基準を満たしている者であれば当該標章を使用する

ことができると誤解）するおそれのことを意味している（Guidelines concerning proceedings before the Office, Part 

B10.4（欧州共同体意匠商標庁）、資料編Ⅳ－３ Ｉ．２．（２）h）)。 
40 資料編Ⅳ－３ Ｉ．２．（２）f) 
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 使用管理規約の内容、要件等に関して、その産品の管理監督を行っている所轄官庁に

審査を依頼したり、意見を求めたりすることはない41。 

⑦ 権利の効力 

商標法第 66 条第３項は、他に規定する場合を除き、共同体商標に関する規定は、一般に

共同体団体標章にも適用されると定めている。共同体団体標章の権利者は、自己の標章の

侵害を禁止することにつき、通常の共同体商標の権利者と同一の権利を有する42。 

すなわち、登録された共同体団体標章の権利者は、指定商品・サービスについて排他権

を有し、その同意を得ない他人による当該登録商標と同一の商標、混同を生ずるおそれの

ある商標、当該登録商標の識別力や名声から不正な利益を得る又はそれを害する商標の使

用を排除する権利を有する（商標法第 9 条）。 

⑧ 第三者の正当な使用 

共同体団体標章は、工業上又は商業上の誠実な慣行に従って当該標識又は表示を使用し

ている第三者の使用を排除することはできず、特に地理的名称の使用について権限を有す

る者に対して権利行使することはできない（商標法第 66 条第 2 項）。 

⑨ 商標権者自身の使用 

共同体団体標章が登録されれば、当該標章の権利者は、当該標章を付した商品又はサー

ビスの認知度を高めるために当該標章を使用することができる43。 

⑩ 商標権者の管理義務違反への制裁 

共同体団体標章が使用管理規約に反する形で使用されることを防止するための合理的な

手段を商標権者が講じなかった場合には、当該団体標章は、庁への申立又は侵害訴訟にお

ける反訴に基づき、取り消される。具体的には以下の場合が第 73 条に定められている。 

(a)商標権者が使用管理規約に定めた条件に合致しない標章の使用を阻止するための合

理的な手段をとらなかった場合、 

(b)商標権者による当該標章の使用が公衆に誤認を生じさせるおそれがある場合 

                                            
41 平成 15 年特許庁産業財産権制度各国比較調査研究等事業「各国における団体・証明・保証商標制度の調査研究報告書」

107 頁（社団法人日本国際知的財産保護協会平成 16 年 3月 
42 資料編Ⅳ－３ Ｉ．１．（１）a) 
43 資料編Ⅳ－３ Ｉ．２．（２）d) 
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(c)使用管理規約の修正が法（前記 67 条及び 68 条）に違反したまま登録されている場合

（ただし、使用管理規約の更なる修正により違法でなくなった場合はこの限りでな

い）。 

（３） 英国 

（ⅰ） 概要 

英国商標法第 3 条第 1 項(c)では、商品若しくはサービスの原産地を表すために取引上

役立つことができる標識又は表示のみからなる商標は登録されないと規定しているが、同

法附則 2第 3 項(1)では、「上記条項にかかわらず、取引において商品又はサービスの原産

地を指定するのに役立つ標識又は表示からなる証明標章は、登録することができる」と規

定している44。以下には、証明標章制度による地理的表示の保護について記述する。 

（ⅱ） 証明標章制度による地理的表示の保護 

① 「証明標章」の定義 

 英国商標法第 50 条第 1項は、証明標章について、「証明標章が使用される商品・サービ

スについて、その原産地、原材料、製造方法若しくは提供の方法、品質、精度又はその他

の特徴が標章の所有者によって証明されていることを表示する標章」と定義している。 

② 保護対象となる標章の態様 

 証明に係る商品・サービスを証明されていないものから識別できるものは登録可能(商標

法附則 2第 2 項45)。標章の態様としては、地理的表示（文字のみ、登録例「DARJEELING」
46）、地理的表示と図形・ロゴの結合（登録例「DARJEELING」の文字と図形の結合47）が保

護対象となる48。 

③ 出願人の主体要件 

                                            
44 同様に、附則 1第 3項においては、「第 3条(1)(c)にかかわらず、取引において商品又はサービスの原産地を指定する

のに役立つ標識又は表示からなる団体標章は、登録することができる。」と規定している。 
45 英国知的財産庁審査マニュアル「Chapter 4 Certification and Collective Trade Marks」（以下「英国マニュアル」

という。）2.1.4（http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf）[最終アクセス日 2011.02.14] 
46 商標登録番号 2162741 
47 商標登録番号 1307518 
48 資料編Ⅳ－４ Ｉ．２．（１）c) 

http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf


- 28 - 

 

 

法人格を有する者であること以外、特に制約はない。通常は、特定分野の標準を監視・

維持する機関となる49。 

④ 出願書類 

証明標章の出願人は、当該標章の使用管理規約(Regulations governing the use of the 

mark)を提出しなければならない(附則 2 第 6項)。 

⑤ 使用規則 

(a) 使用規則の記載項目 

登録官へ提出することが求められる標章の使用管理規約に記載すべき事項として、附則

2 第 6 項は、以下のように規定する。 

(ｱ)標章の使用を許可される者 

(ｲ)標章により証明されるべき特徴 

(ｳ)認証機関が当該特徴を試験する方法及び標章の使用を管理する方法 

(ｴ)手数料 

(ｵ)紛争解決手続き 

(ｶ)規則に定める更なる要件 

(b) 使用規則の公開 

 使用管理規約は公告されるものとし、異議申立の対象50となる(同第 9項)。 

また、同規約は、登録簿と同じ方法で公衆の閲覧に供される(同第 2 項)51。 

⑥ 審査 

(a) 登録出願の審査 

英国知財庁の登録官(審査官)は、証明標章登録出願について、通常の商標の登録要件の

審査に加えて、使用管理規約の審査(附則 2 第 7項(1)(a))、出願人の証明能力に関する審

                                            
49 英国知的財産庁審査マニュアル「Chapter 4 Certification and Collective Trade Marks」（以下「英国マニュアル」

という。）3.4.1（http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf）[最終アクセス日 2011.02.14]  
50 異議申立の理由となるものは附則第７項に規定する登録要件であり、使用管理規約の要件、出願人の証明能力である。 
51 資料編Ⅳ－４ Ｉ．２．（２）h)及び追加質問 2 回答を参照。 

 

http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf
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査(同第 7項(1)(b))、権利者が営業を行っているか否かの審査(同第 4項)、標章の特徴又

は意味について公衆が誤認するおそれがないかについての審査(同第 5項(1))を行う52。 

(b)  使用規則の審査 

使用管理規約については、形式要件の具備、及び当該規約が公の秩序又は容認された道

徳原理に反しないかの審査を行う(附則 2 第 7 項(1)(a))。 

(c)  関係省庁への照会 

 証明標章出願の審査にあたって、英国知財庁の審査官が、出願に係る商品・サービスの

所管官庁に専門的知見を照会することがあるか否かについては、海外調査先からは、明確

な回答を得ることはできなかった53。 

⑦ 権利の効力 

商標権侵害に関する商標法の規定は、附則 2 に従うことを条件として、証明標章にも適

用される(商標法第 50 条第 2 項)。 

⑧ 第三者の正当な使用 

 証明標章の所有者は、工業上又は商業上の公正な慣行に従った（特に地理的名称を使用

する権原を有する者による）標識又は表示の使用を禁止する権限を有さない(附則 2 第 3

項(2))。 

出願において使用管理規約の基準を満たす者の使用は認められる旨の宣言をしなければ

ならない(1938 年法に基づき規則 41(1))。 

⑨ 商標権者自身の使用 

標章の所有者が証明に係る商品・サービスの供給を含む営業を行っている場合は、登録

されない(附則 2 第 4 項) 

⑩ 商標権者の管理義務違反への制裁 

                                            
52 審査の内容については、資料編Ⅳ－４ Ｉ．２．（２）f)を参照。 
53 資料編Ⅳ－４ Ｉ．２．（２）f)追加質問 1 の回答を参照。 
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証明標章の登録は、（通常商標の取消事由に加え、）以下の理由に基づき、取り消すこと

ができる(同第 15 項)。 

(a)商標権者が営業を開始した場合 

(b)標章の特徴又は意味について公衆を誤認させるおそれがあるものになった場合 

(c)標章の所有者が、使用管理規約を遵守せず、又は遵守を確保することができなくなっ

た場合 

(d)修正規約が所定の又は公の秩序又は容認された道徳原理に反するものになった場合 

(e)商標権者が証明資格を失った場合 

（４） ドイツ 

（ⅰ） 概要 

 ドイツにおいて、地理的表示は商標制度により保護されている。すなわち、団体商標制

度による保護（商標法第 97 条等）、地理的原産地表示の保護（商標法第 126 条等）、地理的

表示理事会規則54に基づく商標法による保護（商標法 130 条等）55が設けられている。 

以下では、団体商標制度による地理的表示の保護について記述する。 

（ⅱ） 団体商標制度による原産地表示の保護 

① 「団体標章」定義 

「団体標章」とは、商標法第 3条の意味における商標としての保護を受けることが可能

な標識であり、特定の団体又は特定の原産地を出所とすること、性質、品質又はその他の

特徴に関して、当該団体標章所有者の構成員の商品又は役務を他の事業のそれらから識別

することが可能な標識のことをいう（商標法第 97 条）。 

なお、「証明標章」に関する特別な規定は存在しないが、団体標章は、その「性質、品質

又はその他の特徴」により商品又は役務を識別することが可能なものであることから、証

明されるべき内容は、団体標章の使用に関する「標章規則（Markensatzung）」において規

定することができる。したがって、「団体標章」に、「証明標章」も含まれるものと考えら

れる。 

                                            
54 地理的表示理事会規則とは、「農産物及び食品についての地理的表示及び原産地呼称の保護に関する理事会規則（EEC）

No. 479/2008」のことである。 
55 資料編Ⅳ－５ 冒頭（４）における「Ingerl/Rohnke, MarkenG), 3rd edition, 2010, sec. 99, marg. no. 2」による

と、更に「特定の企業の表示に変更された場合には、個々のケースにおいて、地理的表示に係る個々の商標の保護を取

得することができる。」旨が記載されている。 
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② 保護対象となる標章の態様 

海外調査報告から実際の登録事例をみると、地理的名称（文字）のみのもの56、地理的

名称と図形の結合57、及び地理的名称とその他の文字及び図形との結合58の例がある。 

③ 出願人の主体要件 

法人格を有し、かつ構成員からなる団体（umbrella organization）、上位団体（head 

organization）のみが団体標章を所有することができる。公法によって規律される法人は、

これらの団体と同一の地位が認められる（商標法第 98 条）。 

④ 出願書類 

出願人は、団体標章の出願時に標章の使用規則を提出しなければならない（商標法第 102

条第 1 項）。 

⑤ 使用規則 

(a) 使用規則の記載項目 

使用規則には、尐なくとも以下の事項を明記しなければならない（商標法第 102 条第 2

項）。 

(ｱ)団体の名称及び説明 

(ｲ)団体の目的及び代表 

(ｳ)構成員の資格 

(ｴ)団内標章を使用する権限を有する者についての情報 

(ｵ)団体標章の使用に係る条件 

(ｶ)団体標章の侵害された場合における関係の権利と義務 

(b) 原産地表示からなる団体標章 

                                            
56 「Maderia」：DE02913677、Ostfriesland (DE30462400), Rüdesheim (DE30420770), Oldenburger Münsterland 

(DE39835573)等が登録されている。 

57 Bayern (DE30080662, 文字／図形標章), Spreewald (DE02024399, 文字／図形標章) 

等が登録されている。 
58 Hohnsteiner Handspielpuppen (DD00653670)、Plauener Spitze (DD00653677)、Thüringer Schiefer (DD00653721)、

Eberswalder Würstchen (DD00653937)等が登録 
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原産地表示からなる団体標章の場合における使用規則には、使用規則を満たす者は、だ

れでも団体の構成員になることを認めなければならない条項を設けるよう求められている

（商標法 102 条第 3項）。 

(c) 使用規則の公開 

 使用規則に関し、公告に係る明示の要件は存在しない。 

ただし、ドイツ特許商標庁（DPMA）にて閲覧可能59とされている（商標法第 102 条第 4

項）。 

(d) 関係省庁への照会 

団体商標の審査の際、使用規則の内容、要件等に関してその商品等の所轄官庁に意見を

求める手続きはない。 

⑥ 審査 

(a) 登録出願の審査 

通常の商標に関する登録要件（絶対的拒絶理由に関する審査（商標法第 37 条））の審査

の外、団体標章に係る登録要件の審査として、団体標章の定義（商標法第 97 条）、所有者

の資格（商標法第 98 条）及び団体標章の使用に関する規則（商標法第 102 条）の要件を満

たしていないか、標章の使用に関する規則が公序良俗に反するものである場合には、標章

の使用規則において拒絶理由がなくなるような形で訂正されない限り、その団体標章登録

出願を拒絶しなければならない（商標法第 103 条）。 

 (b) 使用規則の審査 

DPMA の審査官が行う使用規則の審査は、使用規則を守っているにも関わらず団体構成員

たる地位を排除している場合（商標法第 102 条第 3 項）や、公序良俗若しくは道徳原理に

反しないか等の観点60（商標法第 103 条）で行われる。 

⑦ 権利の効力 

                                            
59 資料編Ⅳ－５ Ⅰ．２．（２）i) 
60 道徳原則に関する詳細は、資料編Ⅳ－５ Ⅰ．２．（２）g)を参照のこと。 
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 原産地表示の登録団体標章の権利者は、登録に係る指定商品・指定役務について排他権

を有する（第 14 条）。 

⑧ 第三者の正当な使用 

 団体標章の団体に属さない第三者の登録団体標章の使用を、公序良俗に反しないで、か

つ誤認・希釈化等させるおそれがない場合（商標法第 127 条）に限り差止めをすることが

できない（商標法第 100 条第 1項、商標法第 23 条）61。 

⑨ 商標権者自身の使用 

権利者は団体標章の使用をすることは禁じられていないとの解釈がなされている（商標

法第 100 条第 2項）。 

⑩ 管理義務違反等に対する制裁 

団体標章権者の監督義務違反に係る取消事由としては、商標法第 49 条の通常の取消事由

の他に以下が挙げられる（商標法第 105 条）。 

(a)団体標章の所有者がもはや存在しない場合（商標法第 105 条第１項第１号）。 

(b)団体の目的又は団体標章の使用規則に反する形で当該団体標章が使用されるのを防

ぐための合理的な措置を講じなかったとき（商標法第 105 条第 1項第 2号）。 

(c)団体標章の使用規則の修正が、商標法第 104 条第 2項に反し、又は公序良俗に反した

場合。（商標法第 105 条第 1 項第 3 号、第 105 条第 2項） 

（５） 豪州 

（ⅰ） 現行制度の概要 

豪州では、地理的表示の保護について、証明商標制度によって対応可能である。商標法

の証明商標制度の特徴としては、知的財産財庁による審査とは別途に、オーストラリア競

争及び消費者委員会（Australian Competition and Consumer Commission）が使用規則を

審査する点と、証明商標権者自身による証明商標の使用が認められている点である。 

（ⅱ） 証明商標制度による地理的表示の保護 

                                            
61 具体的な事例に関しては、資料編Ⅳ－５ Ⅰ．１．（１）a)を参照のこと。 
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① 「証明商標」の定義 

 商標法第 169 条は、証明商標を「(1) 業として取引又は提供され、かつ、(2) ある者（証

明商標の所有者）又はその者によって承認された他の者が、原産地、原料又は製造方法を

含め、品質、精度又はその他の特徴について証明したものを、業として取引又は提供され

るが、前記の証明を受けていない他の商品又はサービスから識別するために使用されるか

又は使用予定の標識をいう。」と定義し、また、「地理的表示」については「商品が次に掲

げる条件のものであることを表示する標識として当該国において認識されている標識をい

う。(a) その国、地方又は地域を原産とすること、(b) 当該原産地に起因する品質、名声

又はその他の特徴を有していること」と定義している。 

② 保護対象となる標章の態様 

地理的用語(geographical term)から構成される証明商標の保護対象としては、以下の類

型に分けられる62。 

(a)地理的用語のみからなる標章 

・登録例：「PARMA」、 

・登録に至らなかった例：「MONTEFALCO SAGRANTINO」63。 

(b)地理的用語と他の識別力ある標章との結合 

・登録例：「PYRENEES」と図形等の結合したものなど 

なお、ある試算によれば、このうち、(a)地理的用語のみからなる証明商標の登録件数は

極尐数とされる64。 

③ 出願人の主体要件 

 証明商標の通常商標の出願の規定が適用され、証明商標の権利者であると主張する者（法

人格を有する者）は誰でも出願することができる（商標法第 27 条）。 

また、証明商標の出願人又は所有者となれるのは、行政府、行政府の部局、形式的には

行政府の一部ではないが行政権限をもって運営されている主体に限られるものではない。 

                                            
62 資料編Ⅳ－６－２ Ⅰ．２．（１）c) 参照。 
63 資料編Ⅳ－６－１ Ⅰ．２．（１）c) 参照。 なお、登録に至らなかった理由としては、登録要件を備えていなかった

わけではなく、異議理由の解消ができない、あるいは異議理由が争われなかったためである。 
64 資料編Ⅳ－６－２ Ⅰ．２．（１）c) 参照。 
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商標法に定める要件を充たす限り、出願人の要件には制限がない。証明商標の出願人は、

豪州国内外のさまざまな主体であり、例えば次のようなものが挙げられる65。 

 

・個人 （個人が登録者である証明商標の例としては、Wool マーク、Pyrenees、Heart 

Foundation Mark などが挙げられる。） 

・組合 

・団体（法人格の有無を問わない）66 

・大会社  

・中小企業  

・政府機関  

・公益団体  

・地理的表示の所有者 

④ 使用規則 

出願時又は出願後の可能な限り早い時点で当該証明商標の使用規則の写しを特許庁に提

出しなければならない（商標法第 173 条）。 

使用規則には以下が含まれていなければならない。 

(a)証明商標の使用に関して商品・サービスが満たさなければならない要件 

(b)証明要件を満たしているか否かを決定するための手順 

(c)証明要件を満たしているか否かを評価することを承認される者（承認証明者）になる

ための特性 

(d)証明商標の所有者又は承認使用者が証明商標を使用するために満たさなければなら

ない要件 

(e)証明商標の使用に関するその他の要件 

(f)証明要件を満たしているか否かに関する紛争解決手順 

(g)証明商標に関するその他の問題に関する紛争解決手順 

(h)「委員会」67が求めるその他の事項 

⑤ 審査 

(a) 登録出願の審査 

                                            
65 資料編Ⅳ－６－１ Ⅰ．２．（２）a)参照。 
66 資料編Ⅳ－６－２ Ⅰ．２．（２）a)参照。 
67 商標法第 6条（定義）：「委員会」とは、1974 年取引慣行法に基づいて設置されたオーストラリア競争及び消費者委員

会（Australian Competition and Consumer Commission）をいう。同委員会については、一般に、ACCC の略称が用いら

れている。 
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(ｱ)登録官は、当該出願が適法で、かつ、拒絶理由を発見しないときは、出願及び所定の

書類の写しを委員会に送付しなければならない（商標法第 174 条第 1項）。 

(ｲ)委員会は、当該出願及び書類を規則に従って検討しなければならない。委員会が、a. 

ある者が承認証明者になるための特性が、商品・サービスが証明要件を満たしている

か否かをその者に適格に評価させるのに十分であること、b. 使用規則が、公衆の不

利益にならず、かつ、本号の適用上定められた基準を考慮したときに満足することが

できるものであることを認めたときは、その旨の証明書を交付し、その写し及び使用

規則の認証謄本を登録官に送付する。逆に、委員会が上記事項を認めないときは、出

願人及び登録官に対し書面をもって、証明書を交付しない旨の決定を通知する(商標

法第 175 条)68。 

(ｳ)委員会が証明書を交付した場合、登録官は当該出願を受理しなければならず、通常商

標に係る登録要件に加え、当該商標が、出願人又は承認証明者によって証明される商

品・サービスをそのような証明を受けていない商品・サービスから識別する能力を有

しているか否かの審査をする69。そして、証明商標が、出願人又は承認証明者によっ

て証明された商品又は役務を識別することができるかどうかを決定する際には、登録

官は[a]証明商標が当該商品若しくは役務を識別するために本質的に採択されている

程度、又は[b]証明商標の使用その他の状況により、証明商標が商品又は役務を識別

するのに適合されるようになった程度と、されている70。 

 (b) 使用規則の審査 

 委員会による消費者保護、競争秩序その他の公益的な視点から実施される審査が行われ

る。また、以下に掲げる事項が委員会により認定されることが必要である。 

(ｱ)承認証明者が、証明商標登録に係る商品を適切に証明するために必要な適性を備えて

いることを証明すること。 

(ｲ)証明商標の使用規則が公衆にとって有害ではないこと。かつ、 

(ｳ)証明商標の使用規則が、基本原則71を充分に考慮したものであること。 

 

なお、委員会は、委員会による審査の結果（すなわち委員会による証明書交付の可否）

を、出願人と登録官の両方に通知しなければならない。そして登録官による審査（商標規

                                            
68 決定に先立ち、委員会が必要と認めるときは、出願人に使用規則の修正又は変更を要求することができる（第 175 条

第 3項）。また、委員会の決定に対しては、行政不服審判所に再審理の申請をすることができる（同第 5項）。 
69 商標法第 177 条第 1 項 
70 商標法第 177 条第 2 項 
71 資料編Ⅳ－６－１ Ⅰ．３．（２）d)によると、「基本原則」とは、1974 年取引慣行法（以下、「法」という）の第四章

に定める制限的な取引慣行に関する基本原則、法の第四章 A に定める制限的な取引慣行に関する基本原則、法の第四章 A

に定める非良心的項に関する基本原則、法の第五章に定める不公平慣行、製品安全及び製品情報に関する基本原則であ

る。 
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則第 16.2 条（3））後にはその結果を公表する（商標法 176 条)。この公表結果を受けて、

利害関係を有する第三者は、使用規則に定められた事項をもとに、証明商標を受容するか

あるいは異議を述べることができる72。 

(c) 関係省庁への紹介 

委員会（ACCC）に出願の審査後に使用規則を送付し、委員会の証明書を受領する手続きを

行う（商標法第 174 条、商標法第 175 条）73。 

⑥ 権利の効力 

登録証明商標の権利者は、登録に係る商品・サービスに関し、当該証明商標を使用し、

かつ、他人にその使用を許可する排他権を有する。ただし、商標権者は、証明商標の使用

規則に従っている場合に限り、その使用をすることができる（商標法第 171 条）。また、登

録商標が侵害74されたときは、商標法に基づく救済75を受ける権利を有する。 

⑦ 第三者の正当な使用 

何人も善意で、商品・サービスの原産地又はその他の特徴を表示する標識を使用する場

合は、登録商標を侵害しない（商標法第 122 条第 1 項(b)）。 

侵害行為に対しては、差止め及び損害賠償の請求(商標法第 126 条)等が認められる。 

⑧ 商標権者自身の使用 

 商標権者自身の使用は認められている76（商標法第 171 条）。 

⑨ 管理義務違反等に関する制裁 

                                            
72 資料編Ⅳ－６－１ Ⅰ．２．（２）k)参照。 
73 詳細については、資料編Ⅳ―６－１ Ⅰ.３ｄ)に記述されている。なお、委員会（ACCC）の役割とは、市場における競

争秩序と公正取引を促進し、もって消費者、事業者及び社会の利益に資するための独立した法定機関である。ACCC は、

国内のインフラ整備に関する業務の規制も行っている。ACCC の主な責務は、個人と事業者に、英連邦の競争秩序、公正

取引及び消費者保護法を確実に遵守させることである。 
74 侵害行為については、商標法第 120 条参照。 
75 商標法第 126 条参照  
76 資料編Ⅳ－６－１ Ⅰ．２．（２）a) 出願人の使用要件が撤廃されたのは、「団体が自ら販売を行う商品・サービスに

ついて証明商標の登録を受けることができなかったためである。たとえば、肉類製品の地理的原産地を証する団体的な

証明標章などである。また、事業者が自己の製品について証明標章を登録することを禁止すれば、原産地名称の国際的

な商標登録を有する者が、豪州ではこれに対応する証明商標登録を受けられない場合がある」とされる。 



- 38 - 

 

 

裁判所は、被害者から申請があったときは、以下に掲げる理由に基づき、証明商標の登

録を取り消すこと又は登録簿の記入を抹消若しくは補正することによって登録簿を更生す

るよう命じることができる（商標法第 181 条第 2項）。 

(a)商標権者又は承認証明者が、当該証明商標の登録に係る商品・サービスに関して証明

する権限を失っていること 

(b)証明商標の使用を規制する使用規則が公衆にとって有害であること 

(c)商標権者又は承認使用者が、証明商標の使用を規制する使用規則の規定に従わなかっ

たこと 

（６） 中国 

（ⅰ） 概要 

 中国において、地理的表示は複数の制度により保護されている。すなわち、① 商標法

における団体商標制度及び証明商標制度による保護、 ②地理的表示製品保護規定77に基づ

く保護、③農産品地理的表示管理規則78に基づく保護である。後二者は、地理的表示の特

有の保護制度ということができよう。 

本資料においては、証明商標制度による地理的表示の保護について記述する。 

（ⅱ） 証明商標制度による地理的表示の保護 

① 「証明商標」の定義 

中国商標法では、第 3 条第 3 項において、「証明商標とは、監督能力を有する組織の管理

下にある特定の商品又は役務に対するものであり、且つ当該組織以外の事業単位又は個人

がその商品又は役務に使用するものであり、当該商品又は役務に係る原産地、原材料、製

造方法、質又はその他の特定の品質を証明するために用いる標章をいう。」と定義している。

また、商標法実施条例第 6条第１項において、「商標法第 16 条に規定する地理的標章79は

商標法及び本条例の規定を参照し、証明商標又は団体商標として商標登録を出願すること

ができる。」としている。なお、団体商標及び証明商標については商標法とは別個に「団体

                                            
77 2005 年 6 月 7日公布。国家品質監督検査検疫総局所管。概要については（平成 21 年度特許庁委託事業）「中国におけ

る団体商標・証明商標」第 15～18 頁、第 108～113 頁（ジェトロ北京センター知的財産権部 2009 年 9 月）参照。 
78（平成 21 年度特許庁委託事業）「中国における団体商標・証明商標」18～20 頁、113～120 頁（ジェトロ北京センター

知的財産権部 2009 年 9 月）。 
79 商標法第 16 条第 2項：前項にいう地理的標章とは、ある商品がある地域に由来することを示し、当該商品の特定の品

質、信用・評判、又はその他の特徴を示し、主に当該地域に起因する自然的要素若しくは人文的要素により決定づけら

れる標章をいう。 
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商標・証明商標の登録及び管理弁法」（2003 年 4 月 17 日公布、国家工商行政管理総局所管。

以下単に「弁法」という。）を制定し、商標の登録要件、手続き等を定めている。 

② 保護対象となる標章の態様 

(a)地理的表示の文字のみからなるもの80 

(b)地理的表示の文字と商品(役務)名の結合 

(c)地理的表示の文字と図形の結合 

(d)地理的表示の文字、商品(役務)名及び図形の結合 

(e)地理的表示の文字と出願人の名称との結合 

(f)地理的表示ではない名称又は図形（それが、地理的表示を直ちに連想させるもの81）

である82。 

③ 出願人の主体要件 

 商標法第 6 条及び審査基準によれば、証明商標の主体要件としては、以下が求められる。 

(a)法により設立された組織であること 

(b)当該証明商標により証明される特定の商品の品質を監督する能力を備えていること 

(c)出願することについて、当該地理的表示の示す地域の人民政府又は業種主管部門の認

可を取得していること 

(d)外国の出願人の場合は、 当該地理的表示が既にその名義により本国において法的保

護を受けていること 

④ 出願書類 

証明商標登録出願において求められる書類と説明は、商標法実施条例第 13 条に定める願

書のほか、以下のとおりである。 

(a)出願人の主体資格証明書類(弁法第 5 条) 

(b)出願人が、当該証明商標が証明する特定の商品の品質を監督する能力を有しているこ

とを証明する資料（弁法第 5 条） 

(c)当該地理的表示が示す地域を管轄する人民政府等が登録出願権及び監督管理権を付

与した文書(弁法第 6 条) 

(d)地理的表示製品の品質・信望に関する資料(弁法第 7 条第 1 号) 

                                            
80 登録例としては「肥城」など 4件程度ある（資料編Ⅳ－７ Ｉ．１．（２）i））。 
81 登録例としては「TEQUILA」など４件程度の登録がある（資料編Ⅳ－７ Ｉ．１．（２）vi））。 
82 地理的表示からなる証明商標の登録件数は、2010 年７月 27 日現在で 703 件（資料編Ⅳ－７ Ｉ．１．（３））。 
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(e)商品の特定の品質等の特徴が、当該地理的表示が示す地域の自然的要因・人的要因に

より決定されることの説明(弁法第 7条第 2 号) 

(f)当該地理的表示が示す地域範囲に関する資料(弁法第 7条第 3 号) 

(g)証明商標の使用管理規則(弁法第 11 条) 

⑤使用規則 

(a) 使用規則の記載項目 

証明商標の使用管理規則には次に掲げる事項が含まれなければならない（弁法第 11 条）。 

(ｱ)証明商標を使用する目的 

(ｲ)証明商標を使用する商品の特定の品質 

(ｳ)証明商標を使用するための条件 

(ｴ)証明商標を使用するための手続き 

(ｵ)証明商標を使用する権利・義務 

(ｶ)使用管理規則に違反した使用権者に課せられる負担責任 

(ｷ)証明商標を商品に使用することに対する商標権者の検査監督制度 

(b) 使用規則の公開 

証明商標が予備的査定された公告内容については、当該商標の使用管理規則の前文又は

要約を含めなければならない(弁法第 13 条)。 

⑥ 審査 

(a) 登録出願の審査 

 証明商標登録出願の審査は、以下について、商標局審査官が行う。 

出願人が商標審査基準等により、関連証明資料を提出していれば、当該出願は受理され、

かつ、最終的に認定を審査確認されるといえる83。通常商標に比較しての証明商標の審査

の負担に関する客観的な資料はないが、団体商標及び証明商標の登録出願料は、通常商標

の 3倍となっている84。 

                                            
83 ただし、第三者が商標局へ反対証拠を提出した場合や、商標局の実質的審査で、出願人の説明の真実性は認めるが証

拠が足りないと判断された場合には、補充を命じられる可能性がある（資料編Ⅳ－７ Ｉ．１．（７）b）。  
84 （平成 21 年度特許庁委託事業）「中国における団体商標・証明商標」第 68 頁（ジェトロ北京センター知的財産権部

2009 年 9 月）。 
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(b) 主体要件の審査85 

出願人の主体資格の審査、出願人の商品の品質と監督する能力についての審査、（外国出

願人の場合の）本国における法的保護に関する審査。 

(c) 使用規則の審査86 

 使用商品の特定の品質の審査、使用商品の特定の品質等の特徴と当該地域の自然的要因

又は人的要因との関係の審査、生産地域範囲の審査 

(d) 関係省庁への照会 

証明商標の登録を出願された農産物の地理的表示について、商標局は、審査の前に、農

業部所属の地理的表示技術審査機構の意見を求め、かつ、農業部が書面により意見を出す

とされている87。 

⑦ 権利の効力 

商標法第 3条(定義等)では、「登録商標」には証明商標も含まれ、登録商標権者は、商標

専用権を有し、法律上の保護を受けると規定している。したがって、登録された証明商標

は、通常の商標と同様に、登録商標専用権が認められ(商標法第 51 条)、その侵害行為（同

法第 52 条）に対しては、差止め及び損害賠償の請求(同法第 53 条)等が認められ、侵害者

には刑事責任が追及される(同法第 59 条)88。 

⑧ 第三者の正当な使用 

地理的標章を証明商標として登録する場合、その商品が当該地理的標章を使用する条件

に合致する自然人、法人又はその他の組織は、当該証明商標の使用を求めることができ、

当該証明商標の管理組織は、それを承認しなければならない89。 

                                            
85 審査基準については、（平成 21 年度特許庁委託事業）「中国における団体商標・証明商標」第 104～105 頁（ジェトロ

北京センター知的財産権部 2009 年 9 月）参照。 
86 審査基準については、（平成 21 年度特許庁委託事業）「中国における団体商標・証明商標」第 105 頁～第 108 頁（ジェ

トロ北京センター知的財産権部 2009 年 9 月）参照。 
87 国家工商行政管理総局「農業部による農産物の地理的表示の保護強化及び商標登録業務に関する通知」(2004 年 12 月

７日施行、工商標字【2004】第 200 号)第４条（資料編Ⅳ－７ Ｉ．１．（７）c））。 
88 詳細については、資料編Ⅳ－７ Ｉ．１.（５）参照。 
89 商標法実施条例第 6 条第 2項。また、弁法第 18 条参照。 
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⑨ 商標権者自身の使用 

証明商標の商標権者は、自己の提供に係る商品に当該証明商標を使用してはならない(弁

法第 20 条)。 

⑩ 商標権者の管理義務違反への制裁 

証明商標の商標権者は、当該商標の使用に対し有効な管理又は制御を行わず、当該商標

を使用する商品がその使用管理規則の要件に達せず、消費者に対し損害を与えた場合は、

工商行政管理局が期限を定めて是正を命じる。是正に応じないとき場合は、不法所得額の

3 倍以下の罰金に処すことができる（弁法第 21 条）。 

商標実施条例第 6 条（第三者の正当な使用の承認）、弁法第 20 条(証明商標権者自身の使

用の禁止)に違反した場合は、工商行政管理局が期限を定めて是正を命じる。是正に応じな

いとき場合は、不法所得額の３倍以下の罰金に処すことができる（弁法第 22 条）。 

（７） 韓国 

（ⅰ） 概要 

 韓国においては、地理的表示は複数の制度により保護されている。すなわち、(1)地理的

表示団体標章制度による保護、(2)農産品品質管理法及び水産物品質管理法による保護であ

る。加えて、(1)に関しては、現在、地理的表示証明標章制度について商標法の改正法律案

が国会に提出されている。また、(2)は地理的表示の特有の保護制度ということができよう。 

本資料においては、地理的表示証明標章制度について、現時点で得られた情報を基に記述

する。 

(ⅱ) 証明標章制度による地理的表示の保護（改正法律案90） 

① 「地理的表示証明標章」の定義 

 改正法律案では、新設する「証明標章」とともに「地理的表示証明標章」についても定

義する。すなわち、改正法律案第 2 条第 1項第 4号の 2では、地理的表示証明標章を「商

品の品質、原産地、生産方法やその他の特性の証明を業とする者が商品の生産・製造又は

加工を業とする者の商品が定められた地理的特性を満たすことを証明するところに使用さ

                                            
90 2008 年 10 月 13 日提出立法予告(議案番号 1518)「商標法の一部改正法案」（資料編Ⅳ－８ Ｉ．２．（１）参照）。 
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せるための地理的表示からなる証明標章をいう。」と定義している91。 

② 保護対象となる標章の態様 

 改正法律案においては、特段規定されておらず、下位法令及び審査基準の案も公表され

ていないので、現時点では不明である92。 

③ 出願人の主体要件 

 証明標章を登録できるのは、商品や役務の品質、原産地、生産方法やその他の特性を業

として証明し管理できる者である93。ただし、自分の営業に関する商品や役務に使用しよ

うとする場合には証明標章の登録を受けることはできない(改正法律案第3条の3第1項)。 

また、通常商標・サービスマーク・団体標章・業務標章の登録を受けた者は、当該標章と

同一又は類似の標章を当該指定商品・役務と同一又は類似のものに対して、証明標章の登

録を受けることはできない(同条第 2項)。 

④ 出願書類 

地理的表示証明標章の登録出願には、願書に加えて、以下の書類の提出が求められる(改

正法律案第 9 条第 5項)。 

(a)大統領令で定める証明標章の使用に関する事項を定めた書類（法人である場合は定款、

法人でない場合は規約） 

(b)証明しようとする商品又は役務の品質、原産地、生産方法その他の特性を証明し管理

できることを立証する書類 

                                            
91 また、「地理的表示」については、現行商標法第 2条第 1項で「『地理的表示』とは、商品の特定品質、名声又はその

他の特性が本質的に特定地域によるものである場合に、その地域で生産、製造又は加工された商品であることを表す表

示をいう。」と定義している。 
92 資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（３）d)。なお、現行の地理的表示団体標章制度の保護対象となる標章は、ｱ)地理的標章のみ

から構成された標章又はｲ)地理的表示と商品名を結合した標章の外、ｳ)当該地理的表示の使用に一般的に伴うことがで

きる共通の紋様・ロゴ・図形又は出願人の名称を標章の構成部分として含む場合、ｴ)非地理的名称（エッフェル塔）な

どから構成されているが地理的名称を直ぐに連想させる場合、ｵ)原産地国家で地理的表示として保護されていることを

証明した地理的表示と同一な標章である場合も、地理的表示の定義に合致するものとみなしている(商標審査基準第 50

条の 4第 1項) 
93 改正法律案においては法人の要件が課されていないので、自然人でも権利者となり得ると見られ、従来の地理的表示

団体標章よりも出願人適格が緩和されているとみられるが、これに関しては、地理的表示証明標章は証明標章とは異な

り、出願人適格を地方自治体や政府団体などに制限し商品の品質基準と統制が維持されるようにすべきであるとする意

見もある（資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（３）b））。韓国特許庁の立場でも未だ一貫した見解が確立しておらず、米国と同様に

対象を制限せずに自然人であっても管理・統制能力がある者に対しては登録をみとめるべきという見解と、持続的・合

理的に管理・監督する能力を備えた法人又は団体と厳しく制限すべきとの見解がある模様である（資料編Ⅲ－２ （ 国

内ヒアリング－中川博司弁理士）１．（１）） 
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⑤ 使用規則 

(a) 使用規則の記載項目 

改正法律案をみる限り、証明標章の使用に関する基準の記載項目についての記述は発見

できなかった。 

(b) 使用規則の公開 

改正法律案では、証明標章の使用に関する定款等が公告されるかどうかについては、明

確な規定はない94。 

⑥ 審査 

(a) 登録出願の審査 

地理的表示証明標章の登録出願の審査は、通常の商標登録出願に適用される登録要件95

に加えて、以下についても審査される(改正法律案第 23 条第１項第 4 号～第 8 号)。 

(ｱ)地理的表示証明標章の定義(第 2条第 1 項第 4 号の 2)との合致(第 4 号)。 

(ｲ)大統領令で定める証明標章の使用に関する事項の記載の有無(第 6号)。 

(ｳ)出願人の主体要件（業として証明し管理できる能力、自己の営業には使用しないこと）

を満たしていること(第 7号)。 

(ｴ)証明標章を使用できる商品を生産・製造・加工又は販売することを業として営む者や

役務を営む者に対して、正当な事由由なしに定款又は規約で使用を許諾しない、又は

定款若しくは規約に満たし難い使用条件を既定する等、実質的に使用を許諾しないこ

とはないか(第 8号)。 

(b) 使用規則の審査 

                                            
94 証明標章は団体標章とは異なり、証明標章登録出願書に添付した定款又は規約を公開することによって、登録された

証明標章が証明標章の使用に関する要件を満たす者であれば何人でも差別なく使用することができるよう利用を図る方

向にしており、また当該定款・規約が公開された場合には、第三者は当該書類を検討した上で、証明標章登録出願が登

録できるか否かに対する異議申立てを行うことも可能であろう、との韓国特許庁の見解がある一方で、改正法律案に明

文の規定がないことから公告されない、という見解もとり得るとの報告もある（資料編Ⅲ－２ （国内ヒアリング－中

川博司弁理士）１．（２）参照。 
95 現行法の第 6 条第 3 項では、「商標法第 6条第 1 項第 3 号（産地に限る）又は第 4号の規定に該当する標章であっても、

その標章が特定商品について地理的表示である場合には、その地理的表示を使用した商品を指定商品として地理的表示

団体標章登録を受けることができる。」旨規定しているが、改正法律案第 2条第 4項では「地理的表示証明標章に関して

は、この法で特別に規定したことを除いてはこの法のうち、地理的表示団体標章に関する規定を適用する。」としている

ことから、上記第 6条第 3項の規定は、証明標章にも適用される、とする（資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（１））。 
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改正法律案では明らかにされていない。韓国特許庁においても、ａ）認証マークである

ことから審査課の職権で審査することは困難であるとの見解と、ｂ）地理的表示団体標章

の審査において標章の使用に関する事項を定める定款の審査は審査官の職権で行われてお

り、商標法上特別に規定したものを除いては、地理的表示団体標章に関する規定が適用さ

れるとする改正法律案の規定(第 2 条第 4 項)などからも、職権により審査が行われるもの

とする二つの見解があるようである96。 

(c) 関係省庁への照会 

改正法律案には特段、規定されていない97。 

⑦ 権利の効力 

 改正法律案には明文の規定はないが、改正法律案第 2条第 3 項は、証明標章に関しては

この法で特別に規定したことを除いては商標に関する規定を適用するとし、同条第 4項は、

地理的表示証明標章に関しては、この法で特別に規定したことを除いては地理的表示団体

標章に関する規定を適用する、としていることから、権利の侵害に関しても、商標法上の

諸規定が準用されるものと予想されるとの報告98がある。なお、登録地理的表示団体標章

の権利の効力範囲は、登録標章に係る指定商品と同一の商品に限定される(現行法第 66 条

第 2項第 1号)。 

⑧ 第三者の正当な使用 

改正法律案には明文の規定はないが、上述のとおり、改正法律案第 2条第 4項により、

登録地理的表示証明標章の効力が及ばない範囲について規定する現行法第51条第2項第3

号（登録地理的表示団体標章の指定商品と同一の商品に使用する地理的表示で、当該地域

でその商品を生産、製造又は加工することを業として営む者が使用する地理的表示又は同

音異義語地理的表示についてはその効力は及ばない。）の規定が適用され得るとの報告99が

ある。 

⑨ 商標権者自身の使用 

                                            
96 資料編Ⅲ－２ （国内ヒアリング－中川博司弁理士）１.（３）参照。 
97なお、地理的表示団体標章については、特許庁長は、農産物品質管理法又は水産物品質管理法による地理的表示対象品

目について地理的表示団体標章が出願された場合、地理的表示の該当可否に関して農林部長官又は海洋水産部長官の意

見を聞かなければならない(現行法第 22 条の 2第 3 項)としている。 
98 資料編Ⅳ－８ Ⅰ.２．（３）f)参照。 
99 資料編Ⅳ－８ Ⅰ.２．（１）参照。 
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自己の営業に関する商品や役務に使用しようとする場合には証明標章の登録を受けるこ

とはできない(改正法律案第 3 条の 3 第 1 項)。また、証明標章権者が、上記条項に違反し

て証明標章を自己の商品又は役務に対して使用する場合は、何人も登録の取消しを請求す

ることができる(第 73 条第 1 項第 13 号）。 

⑩ 商標権者の管理義務違反への制裁 

証明標章において以下のいずれかに該当する場合は、標章登録の取消しの審判を請求する

ことができる(改正法案第 73 条第１項第 13 号) 

(a)証明標章権者が定款又は規約に違反して証明標章の使用を許諾した場合 

(b)証明標章権者が証明標章を自己の商品又は役務に対して使用した場合 

(c)証明標章の使用の許諾を受けた者が定款又は規約に違反し他人に使用させた場合又

は使用の許諾を受けた者が定款又は規約に違反して証明標章を使用することにより、

需要者に商品又は役務の品質、原産地、生産方法その他の特性に関して誤認を生じさ

せた場合（ただし、証明標章権者が使用の許諾を受けた者に対する監督に相当の注意

をした場合はこの限りではない）。 

(d)証明標章権者から使用の許諾を受けなかった第三者が証明標章を使用することによ

り需要者に商品又は役務の品質、原産地、生産方法その他の特性に関して誤認を生じ

させたにもかかわらず、証明標章権者が故意に相当な措置をとらなかった場合 

(e)証明標章権者が、当該証明標章を使用できる商品を生産・加工又は販売することを業

として営む者や役務を営む者に対して、正当な事由なしに定款又は規約で使用を許諾

しない、又は定款若しくは規約に満たし難い使用条件を既定する等、実質的に使用を

許諾しない場合 
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（８） 諸外国の状況一覧表
証明標章（米国） 証明商標（英国） 証明商標（豪州） 証明商標（中国） 地理的表示証明標章（韓国改正法案）

保護対象（態様）

Ａ：地理的用語のみ
Ｂ：実質的に地理的用語のみ
Ｃ：地理的用語と他の識別標識との組合せ
Ｄ：地理的用語ではない標章

地理的表示(文字)のみ
地理的表示＋図形(ロゴ)

実務上は、主としては、文字及び/又は図形か
らなり、地理的表示を含む又は含まなくてもよ
い。（海外調査）

地理的表示のみ、地理的表示＋商品名、地理
的表示＋図形、これらの組合せ、地理的表示＋
出願人の名称

（改正法案では不明→下位法令、審査基準）

地名のみの態様 可。登録は約２５～５０件。（資料編Ⅳ-2-2）
証明に係る商品・サービスを証明されていない
ものから識別できるものは登録可能(附則2第2
項、Manual2.1.4)

可であるが、極尐数。（資料編Ⅳ‐6‐2） 登録は４件。「崂山」、「肥城」など。 （改正法案では不明→下位法令、審査基準）

定義

文字、名称、シンボル若しくは図形又はそれら
の結合したものであり、商品やサービスの地域
的その他の出所、材料、製造方法、品質、適性
若しくは特徴を、又は商品・サービスに係る作業
又は労働がある連合体又は団体の構成員によ
りなされていることを証明するもの(45条)

証明商標が使用される商品・サービスについて
その原産地、原材料、製造方法若しくは提供の
方法、品質、精度又はその他の特徴が標章の
所有者によって証明されていることを表示する
標章(50条1項)

ある者又はその者によって承認された者が原産
地、材料又は製造方法を含め、品質、精度又は
その他の特徴について証明したものを上記証明
を受けていない他の商品又はサービスから識
別するために使用される標識(169条)

特定の商品又はサービスに対して監督能力を
有する組織が管理しており、当該組織以外の事
業単位又は個人がその商品又はサービスにつ
いて使用し、当該商品又はサービスの原産地、
原料、製造方法、品質又はその他の特定の品
質を証明する標章(3条3項）

「地理的表示証明標章」とは、商品の品質、原
産地、生産方法やその他の特性の証明を業と
する者が商品の生産・製造又は加工を業とする
者の商品が定められた地理的特性を満たすこと
を証明するところに使用させるための地理的表
示からなる証明標章をいう。
(改正案2条1項4号の2)

主体要件

・証明に責任を有する証明商標の所有者である
こと（法人格必要なし）(TMEP1306.04)
・通常は政府機関又は政府の許可を受けて運
営されている機関(TMEP1306.02(b))
　（特に上記Ａ及びＢの商標はその要請が強い
（海外調査）。）
・組合も主体となり得る（資料編Ⅳ-2-1等）

・法人格を有すること以外制約なし。
・通常は特定分野の標準を監視・維持する機関
　(Manual3.4.1)

・証明商標の権利者であると主張している者は
誰でも出願できる(27条)
・個人、大会社、中小企業、政府機関、公益団
体も可能（資料編Ⅳ‐6‐1）

①法により設立された組織であること
②当該証明商標により証明される特定の商品
の品質を監督する能力を備えていること
③出願することについて、当該地理的表示の示
す地域の人民政府又は業種主管部門の認可を
取得していること
④外国の出願人の場合は、当該地理的表示が
既にその名義により本国において法的保護を受
けていること(管理弁法6条、審査基準)

①商品・役務の品質、原産地、生産方法やその
　他の特性を業として証明し管理できる者
②自己の営業に関する商品・役務に使用しよう
　とする場合には登録を受けることができない。
　(改正案3条の3第1項)

提出書類

①商標の証明する特性等の説明(statement)
②使用基準(Standards)の写し
③適法な管理者であることの主張
④出願人自身は証明商標を使用していない旨
の説明(statement)
　(TMEP1306.06(f))

使用規則(Regulations governing the use of the
mark)
(附則2第6項)

使用規則(Rules governing the use of the trade
marks)の写し(173条1項)

①出願人の主体資格証明(管理弁法5条)
②出願人の監督・検査能力を証明する資料(同5
条)
③地域の人民政府等が登録出願権及び監督管
理権を付与した文書(同6条)
④地理的表示製品の品質・信望に関する資料
(同7条1号)
⑤商品の特定の品質が地域環境・人的要素に
より決定されることの説明(同2号)
⑥地域範囲の区分に関する資料(同3号)
⑦証明商標の使用管理規則(同11条）

①証明標章の使用に関する事項を定めた書類
　（法人であれば定款、法人でない場合は規約)
②証明しようとする商品の品質、原産地、生産
　方法やその他の特性を証明して管理できるこ
　とを立証する書類
　(改正案9条5項)

使用規則の記載項目
TMEP等を見ても詳述は発見できなかった。

ａ．標章の使用を許可された者
ｂ．標章により証明されるべき特徴
ｃ．認証機関が当該特徴を試験する方法及び
　標章の使用を管理する方法
ｄ．手数料
ｅ．紛争解決手続
　(附則2第6項)

ａ．使用が認められる商品・サービスの要件
b.．要件クリアの判断手順
ｃ．承認証明権者の特性
ｄ．使用の要件
ｅ．使用に関するその他の要件
ｆ．紛争解決手続
g．.ＡＣＣＣが要求するその他の事項
　(173条2項～4項)

ａ．証明商標を使用する目的
ｂ．商品の特定の品質
ｃ．証明商標を使用するための条件
ｄ．証明商標を使用するための手続き
ｅ．証明商標を使用する権利・義務
ｆ．使用規則に違反した場合の制裁
ｇ．商標権者の検査監督制度
（管理弁法11条）

（改正法案では不明→大統領令等）

審査

特許商標庁審査官
・通常の商標と同様の登録要件審査
・識別性の要件が求められるが、産地名である
との理由に基づいては拒絶されない
・形式審査：①商標の証明する特性等の説明、
②使用基準の写し
・反証のない限り受入れ：③適法な管理者であ
ることの主張、④出願人自身は証明商標を使用
していない旨の説明
　(TMEP1306.07)

知財庁登録官
①使用規則の審査(附則2第7項(1)(a))
　・要件具備
　・公序良俗
②証明能力(同第7項(1)(b))
③権利者が営業を行っている場合(同第4項)
④標章の特徴又は意味について公衆が誤認
　するおそれがある場合(同第5項(1))

(1)知財庁審査官：通常の審査(174条1項)
　　　　　　　　↓
(2)委員会（ＡＣＣＣ）
　①承認証明者の(管理者としての)特性の審査
　②使用規則の認証（不正競争とならないこと、
　　不合理でないこと、消費者を誤認させないこ
　　と；175条）（資料編Ⅳ‐6‐1)
　　　　　　　　↓
(3)知財庁審査官：証明に関する「識別力」の審
査(177条)

商標局審査官
①出願人の主体要件の審査：
  ・出願人の主体資格
　・出願人の監督能力
  ・(外国出願人の場合の)本国における法的保
護
②使用管理規則の審査：
　・特定の品質
　・商品の特定の品質、信望、その他の特徴と
当該地域の自然的要素、人的要素との関係
　・生産地域範囲
　　(審査基準第6部五)p104

知的財産庁審査官
①地理的表示証明商標の定義との合致
②証明標章の使用に関する事項の記載要件を
満たしていること
③出願人の主体要件（管理能力、自ら使用しな
いこと）を満たしていること
④証明標章を使用できる者に対して正当な理
由なく定款や規約で使用を許諾しないことはな
いか
　(改正案23条1項4～8項)
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証明標章（米国） 証明商標（英国） 証明商標（豪州） 証明商標（中国） 地理的表示証明標章（韓国改正法案）

使用規則の審査 反証のない限り受入れ 要件具備、公序良俗(附則2第7項(1)(a)) ＡＣＣＣによる審査
審査基準に従った証明資料を提出すれば、認
定されるといえる。（資料編Ⅳ‐7）

（改正法案では不明）

使用規則の公開（公
告）

・使用基準の写しは、公報に掲載（要旨）され、
　閲覧に供せられる。(資料編Ⅳ-2-2）

使用規則は公告される(同第9項)
2007年3月以降の出願から使用規則を公告
(規則16.12)

予備的査定された公告内容には、使用管理規
則の前文又は要約を含めなければならない(弁
法13条）

（改正法案では不明）

関係省庁への照会 関係省庁の意見を求めることはない。
海外調査先から明確な回答を得ることはできな
かった。（資料編Ⅳ‐3）

ＡＣＣＣの審査(通常6か月を要する。）
(資料編Ⅳ-6-1）

農産物の地理的表示については、農業部（地理
的表示技術審査機構）の意見を求め、かつ、農
業部が書面により意見を提出する。（資料編Ⅳ‐
7）

農産物、林産物、水産物等の地理的表示につ
いては、農業振興庁、山林庁、農林部に意見を
求める。（資料編Ⅳ-8）

権利の効力

・通常の商標権と同じ。
・登録証明商標の権利者は、他人による当該証
明商標の複製、偽造等の使用が混同又は錯誤
を生じさせ又は欺瞞するおそれがあるときは、
差止請求、損害賠償請求の権利を有する
(32,34,35条)
・希釈化防止

・通常の商標と同じ。(法50条(2))

・通常の商標権と同じ。
・商標権者は、登録に係る商品・サービスに関
し、当該証明商標を使用し、かつ、他人にその
使用を許可する排他権を有する(171条、120
条)。
・差止請求、損害賠償請求(126条)

・通常の商標権と同じ。
・登録された証明商標は、登録商標専用権が認
め
　られ(51条)、その侵害行為(52条）に対しては、
　差止め、損害賠償の請求(53条)が認められ
る。

・刑事責任(59条)

・通常の商標権と同じ。
・ただし、効力の範囲は同一の商品・役務のみ

第三者の正当な使用

・discriptive fair use doctorin(商標としてではな
い、記述的な表示としての使用)（資料編Ⅳ-2-
2）
・商標権者が、登録証明商標が証明する基準・
条件を満たす第三者に対して差別的に証明を
拒絶したときは、利害関係者の請求により、登
録取消し(14条5項)

・工業上又は商業上の公正な慣行に従った(特
　に地理的名称を使用する権原を有する者によ
　る)標識又は表示の使用を禁止する権原を有
　さない(附則2第3項(2))。
・出願において、使用規則の基準を満たす者の
　使用は認められる旨の宣言をしなければなら
　ない。(1938年法に基づく規則41(1))

何人も善意で、商品・サービスの原産地又はそ
の他の特徴を表示する標識を使用する場合
は、登録商標を侵害しない(122条1項(b))。

自らの商品が当該地理的表示標章を使用する
条件に合致する自然人、法人又はその他の組
織は、当該証明商標の使用を求めることがで
き、当該証明商表の管理組織は、それを承認し
なければならない。(実施条例6条2項)

・地理的表示団体標章権の効力範囲の制限と
同様に、地理的表示証明標章権についても51
条2項が適用され、効力範囲を制限する規定が
適用され得る。（資料編Ⅳ-8）

商標権者自身の使用
商標権者が自ら当該商品・サービスに従事の場
合は、請求により、登録取消し(14条5項)

商標権者が証明に係る商品・サービスの供給を
含む営業を行っている場合は、登録されない。
(同第4項)

商標権者は、証明商標の使用規則に従ってい
る場合に限り、当該証明商標を使用できる。
(171条)

自己の提供に係る商品に当該証明商標を使用
してはならない。(管理弁法20条)

①自己の営業に関する商品・役務に使用しよう
とする場合には、証明標章の登録を受けること
ができない。(改正案3条の第1項)
②証明標章権者が自らの商品・役務に使用した
場合は、登録取消しの請求ができる。
　(改正案73条1項13号)

商標権者の管理義務
違反への制裁

登録証明商標が、以下のいずれかに該当する
ときは、何人もその取消を請求することができ
る。(14条5項)
①権利者が当該商標の管理をしていない又は
　管理できない場合
②商標権者が自ら当該商品・サービスに従事
③商標権者が証明以外の使用を許可
④商標権者が証明基準を満たしている者を
　差別

以下の理由に基づき取り消すことができる(第15
項）
①商標権者が営業を開始した場合。
②標用の特徴又は意味について公衆を誤認さ
　せるおそれがある場合
③使用管理規約を遵守しなくなった、出来なく
　なった場合
④修正規約が所定要件を具備しなくなった場合
⑤商標権者が証明資格を失った場合

裁判所は、被害者から申請があったときは、以
下の理由に基づき証明商標の登録を取り消す
又は登録簿の内容を抹消若しくは補正するよう
命じることができる。(181条2項)
①商標権者又は承認証明者が証明権限を失っ
ている場合
②使用規則が公衆に有害な場合
③商標権者又は承認証明者が使用規則に従わ
ない場合

①証明商標の商標権者は、当該商標の使用に
対し有効な管理又は制御を行わず、当該商標
を使用する商品がその使用管理規則の要件に
達せず、消費者に対し損害を与えた場合は、違
法所得の３倍以下の過料に処す。
　(管理弁法21条)

②使用者の届出、証明商標を使用することが出
来る者、証明商標権者の使用に関する規定に
違反し、是正命令に応じなかった場合は、違法
所得額の3倍以下の過料に処す(同22条)

以下のいずれかに該当する場合は、商標登録
の取消しの審判を請求できる。(改正案73条1項
13号)
①証明標章権者が定款・規約に違反して証明
標章の使用を許諾した場合
②証明標章権者が自らの商品・役務に使用した
場合
③使用許諾を受けた者が定款・規約に違反して
証明標章を使用して需要者に商品の品質、原
産地
　等について誤認を生じさせた場合
④許諾を受けない第三者が証明標章を使用し
たことにより需要者に誤認を生じさせたにも関わ
らず、　証明標章権者が故意に相当の措置をと
らなかった場合
⑤証明標章を使用できる者に対して正当な理
由なく定款や規約で使用を許諾しない場合

登録事例 PROSCIUTTO DI PARMA DARJEELING PARMA STILTON 未

文書番号／登録番号 2014629 2162741 1060071 　
登録日 1996.11.12 2001.8.3 2007.7.24 2007.6.28
産品／指定商品 Ａ類：ハム製品（HAM PRODUCTS） 30類：紅茶(Tea) 29類：豚肉及び豚肉加工製品 29類：
申請人／商標権者 CONSORZIO DEL PROSCIUTTO DI PARMA Tea Board of India CONSORZIO DEL PROSCIUTTO DI PARMA THE STILTON CHEESE MAKERS
管理者（Authority/
Control Body）

その他の記載事項

THE CERTIFICATION MARK IS USED BY
PERSONS AUTHORIZED BY THE CERTIFIER
TO CERTIFY THE REGIONAL ORIGIN OF THE
PRODUCT TO WHICH THE MARK IS APPLIED.

Proceeding because of distinctiveness acquired
through use.
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５． 地理的表示の証明商標制度による保護の可能性について 

－地域団体商標制度との比較の観点から－ 

（１） 地域団体商標制度の導入経緯（証明商標制度の導入が見送られた経緯） 

地域団体商標制度は、「地域ブランド」の適切な保護を図ることを目的として導入された

制度であり、地域経済の活性化、産業競争力の強化等が立法理由となっている。地理的表

示（GI）の保護を図るということは、立法の目的とはされていない。 

同制度の導入に際しては、かかる「地域ブランド」の保護を団体商標制度の拡充により

図るか、それとも証明商標制度の導入により図るか、ということが論点となった。 

まず、産業構造審議会・知的財産政策部会・商標制度小委員会・第 4 回小委員会（平成

15 年 10 月 20 日）では、団体商標制度の拡充による「地域ブランド」の保護とともに、証

明商標制度の導入の検討の必要があるのではないかという指摘があることが示されている。 

そして、同第 9回委員会（平成 16 年 10 月 5 日）より、本格的に、「地域ブランド」の商

標法による保護について検討がされた。その際、団体商標制度を基礎とした保護とともに、

証明商標制度による保護についても、制度設計の選択肢として検討がされた。もっとも、

証明商標制度による保護は、どちらかといえば二次的・副次的な案であり、団体商標制度

を利用した保護制度のほうが本命案であった。また、同委員会で、委員より、証明商標制

度案は、日本の制度ではあまり馴染まないのではないかとの意見が示されたことから、そ

の後は、専ら団体商標制度案につき検討が進められた。 

なお、当時の検討は、団体商標制度を拡充するか、それとも証明商標制度を導入するか、

という選択肢について行われており、団体商標制度（地域団体商標制度）に加えて、証明

商標制度を導入することについては、検討は行われていない。 

（２） 地域団体商標制度と地理的表示との関係 

（ⅰ） 制度趣旨について 

地域団体商標制度は、「地域ブランド」の保護による我が国の地域経済の振興を目的とす

る制度であり、地理的表示の保護を目的とする制度ではない100。地域団体商標制度は、地

理的表示とは一線を画する制度であると一貫して説明されており、後述するようにその制

度設計上も我が国における「地域ブランド」が適切に保護されることを念頭においた制度

となっている。 

                                            
100 小川宗一「地域団体商標制度の趣旨と立法者の意思」日本法学第 74 巻 2号 394～396 頁 
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地域団体商標制度は、制度目的は異なるものの、結果的・実態的には、地理的表示の保

護に資する側面を有するとはいえる101。もっとも、その保護範囲は以下に述べるように限

定的であるため、地理的表示の保護として必ずしも十分であるとはいえない可能性がある。 

（ⅱ） 保護の対象について 

 以下においては、地域団体商標制度では地理的表示の保護に十分でないとすれば、それ

はどのような点にあるのかを検証するため、地域団体商標における保護の対象と地理的表

示の比較検討を行う。 

① 商標・表示の構成 

(a)  地域団体商標の場合 

地域団体商標として保護されうる商標の形態は限定されており、基本的には地域の名称

及び商品名又は役務名である。 

地域団体商標の構成が地域の名称と商品・役務名の組み合わせに限定された理由として

は、我が国における地域ブランドは、このような構成からなるものが圧倒的に多いという

ことによる102。そのため、地名のみ、あるいは図形との組み合わせからなる商標は、地域

団体商標として登録を受けることはできない。地名のみの商標が認められないのは、かか

る商標が地域ブランドに係る出所表示としての商標として使用されていることはほとんど

なく、また権利範囲が広がりすぎる懸念があったことによるものである。また、図形等と

の組み合わせが対象外となっているのは、かかる商標であれば通常商標として登録が可能

であることが多いと考えられるため、あえて地域団体商標として商標法第 3 条第 2 項のハ

ードルを下げる必要性がないということによる。 

また、地域団体商標の対象は、地域の名称＋商品名に限らず、地域の名称＋役務名も含

まれる。役務名も含めることとされたのは、我が国の地域ブランドには、たとえば温泉（宿

泊施設の提供、温泉浴場施設の提供）のように役務のカテゴリーに属するものがあったか

らである。 

地域の名称には、旧地名などを広く含み、商品・役務名には、普通名称のみならず、慣

用名称・略称を含むが、この点も我が国における地域ブランドが略語や旧地名を用いたも

のなどが多いことを踏まえたものである。 

                                            
101 知財研紀要 2006「14 団体商標としての地理的表示保護」（デイブ・カンジー）では、地域団体商標を商標制度の枠

内における地理的表示保護であると説明している。 
102 特許庁総務部総務課 制度改正審議室編「平成 17 年商標法の一部改正 産業財産権法の解説」11 頁（発行 社団法

人発明協会、発行年 2005 年 11 月） 
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(b)  地理的表示の場合 

 地理的表示は、TRIPS 協定第 22 条第 1項において、次のように定義されている。 

「ある商品に関し、その確立した品質、社会的評価その他の特性が当該商品の地理的原産

地に主として帰せられる場合において、当該商品が加盟国の領域又はその領域内の地域若

しくは地方を原産地とするものであることを特定する表示」 

（Geographical indications are, for the purpose of this Agreement, indications which 

identify a good as originating in the territory of a Member, or a region or locality 

in that territory, where a given quality, reputation or other characteristic of the 

good is essentially attributable to its geographical origin） 

「表示」（indication）には、文字で表記されるもののほか、図形も含まれる103。また、TRIPS

協定上求められている地理的表示の保護は、商品に関するものに限られ、役務は含まれな

い。 

(c) 両者の比較 

上述のとおり、商標の構成が地域の名称＋商品又は役務の名称に限定される点で、地域

団体商標は、保護範囲が限定的であるが、他方で役務も含む点では、上述した TRIPS 協定

上の地理的表示の保護よりも広い。 

また、地理的表示は、ある地域が原産地であることを特定する表示であるため、例えば、

ブルゴーニュ、ボルドー、シャンパーニュ、ボジョレーといった地名のみであってもよい。

地域団体商標は、上述したように我が国の地域ブランドは、地名と商品・役務名の組み合

わせが圧倒的に多い等の理由により、かかる組み合わせを保護対象としているが、どのよ

うに表示するかは国・言語・慣習等によって異なることから、世界的な地理的表示の保護

の観点からは、地名のみであっても保護が図られることが望ましいということになろう104。 

② 地名との関係 

次に、地域団体商標において、「地域の名称」は、当該地域団体商標を使用する商品・役

務と密接な関連性を有していなければならない（第 7条の 2第 2項）。密接関連性が認めら

れるケースとしては、典型的には商品の産地、役務の提供の場所であるが、これらに限定

されるものではない。例えば、「本場大島紬」（商標登録第 5025438 号）は、奄美大島産の

                                            
103 尾島明著「逐条解説 TRIPS 協定」第 99 頁（発行所 日本機械輸出組合） 
104 本研究会は、証明商標制度による地理的表示の保護の可能性の検討を行うものであるが、地域団体商標制度の改正に

より、「地域の名称」のみからなる商標であっても、地域団体商標として登録できるようにすることにより、地理的表示

の保護の強化を図るということも考えられるだろう。 
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紬織物ではなく（こちらは別途「本場奄美大島紬」という地域団体商標の登録（第 5012251

号）がある）、奄美大島に由来する製法により、（鹿児島県本土において）生産された紬織

物や和服を指定商品としているが、このような場合も含まれるよう「密接な関連性」とい

う多尐緩やかな要件とされている。 

これに対して、地理的表示は、「当該商品が加盟国の領域又はその領域内の地域若しくは

地方を原産地とするものであることを特定する表示」である。この点、「原産地」と訳され

ているが、” indications which identify a good as originating in the territory of 

a Member, or a region or locality in that territory”という原文のニュアンスからす

ると、日本語でいう商品の「原産地」に厳格に限定して解釈されなければならないもので

はなく、「由来」の趣旨として解釈する余地もあると思われる。そうだとすると、地域との

関連性に関しては、地理的表示の「由来」と地域団体商標の「密接関連性」とでそれほど

大きな違いはないが、地域団体商標の密接関連性のほうが若干広いのではないかと思われ

る。 

③ 周知性と品質・名声 

 さらに、地理的表示として保護を受けるためには、商品に確立した品質、社会的評価（名

声）その他の特性があり、それが当該商品の地理的な由来に主として帰せられる

（essentially attributable）ことが必要である。商品に確立した品質、社会的評価、又

はその他の特徴がある（a given quality, reputation or other characteristic of the 

good）との文言からすれば、確立した品質その他の特性はあるが、名声はないもの、ある

いは名声はあるが確立した品質がないものも含まれる。また、何かの特徴さえあれば、品

質や名声がなくともよいように読める。 

また、品質、名声、その他の特性が商品の地理的な由来に帰せられるとは、①風土など

の自然的要素（ワインなど）、②その地方の人々が有する伝来の生産技術や経験、文化等の

人的要素（ペルシャ絨毯、西陣織など）、③それらの両方の要素の結合（陶器など）によっ

て、品質、名声その他の特性が生まれていることをいう105。なお、地理的表示そのものの

保護制度はともかくとして、TRIPS 協定上の地理的表示の定義自体からは、「地理的表示」

が一定の品質を保証するものであることを前提とするとまでは理解できないように思われ

る。 

地域団体商標においては、商品に品質、社会的評価その他の特性があることは何ら明示

的な要件とされていないが、我が国において周知性を獲得していることが要件となってい

る。本来、周知性があることと、社会的評価ないし名声があることは別の事項ではあるが、

                                            
105 尾島明著「逐条解説 TRIPS 協定」第 99 頁（発行所 日本機械輸出組合） 
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日本において、周知・著名であるとは、商標にある程度の社会的評価が付随していること

が前提となっており、かかる社会的評価の背景には、商標が使用されている商品・役務の

品質等への評価があると考えられる。現に、地域団体商標として登録されている商標が使

用されている商品は、何らかの評判や品質を伴うものがほとんどである。 

したがって、地域団体商標の場合、単に商品に品質、社会的評価又はその他の特性があ

るだけでは足りず、商標が日本において周知となっている、すなわち日本国内においてあ

る程度の地理的な広がりをもって認識されていなければならない。したがって、地域団体

商標は、日本国内で周知となっているものに限って登録を認めている点で、保護要件が厳

しくなっているといえる。 

④ 商標権者／使用権者 

 地理的表示の保護に関する TRIPS 協定第 22 条第 2 項では、「地理的表示に関して、加盟

国は、利害関係を有する者に対し次の行為を防止するための法的手段を確保する。」と規定

し、また同条第 3 項では、利害関係を有する者の申立てによる地理的表示を含む商標登録

の拒絶・無効を規定している。地理的表示について保護を求めることができる者について、

利害関係を有する者であること以上に特に限定はない。 

 これに対して、地域団体商標の場合、商標権者となりうる者は、まず構成員を有する団

体でなければならず、それは事業協同組合等の組合であって設立根拠法上加入の自由が確

保されているもの又はこれらに相当する外国法人に限定される。また、商標の使用者は原

則的には組合等の構成員となるため106、構成員以外の者であって新たに商標の使用を希望

する者は、組合等に加入する必要がある。 

⑤ 小括 

 以上のように、地理的表示と地域団体商標の保護範囲を比較した場合、地域団体商標に

ついては商標の構成が地域の名称＋商品名・役務名に限定されること、また日本国内にお

ける周知性が要求されることから、保護範囲に限定がある。ただし、地域団体商標は役務

商標も含む点では、地理的表示よりも対象が広い。 

 また、地域団体商標の場合、商標権者となりうる団体が事業協同組合等の組合であって

設立根拠法上加入の自由が確保されているもの又はこれらに相当する外国法人に限定され

る。 

 地理的表示の保護のために証明商標制度を導入する場合、地域団体商標制度では、地理

                                            
106 ただし、通常使用権の設定は可能であるため、組合等の構成員以外の者に通常使用権を許諾することは可能である。

ただし、それにより品質誤認を生じさせた場合には、取消審判の対象となりうる（商標法第 53 条）。 
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的表示の保護として十分ではない部分は、証明商標制度の導入による保護が特に期待され

る部分であるといえる。その観点からは、 

(a)商標の構成の柔軟化 

(b)周知性の要件（識別性の要件）の取扱い 

(c)商標権者となりうる主体と使用権者の拡大 

が特に問題となると考えられる。 

（３） 地理的表示の証明商標による保護制度 

 そもそも地理的表示の保護を目的として証明商標制度を導入すべきか否かについては、

国内外のニーズを含めた更なる検討が必要であるが、以下においては、仮に証明商標制度

を導入することとした場合の制度設計について検討を行う。 

（ⅰ） 証明商標制度の位置付け 

① 我が国の現行法上の取扱い 

 我が国の商標法は、いわゆる証明商標制度を設けていない。しかしながら、第 2 条第 1

項第 1 号で、商品に係る商標を「業として商品を生産し、証明し、又は譲渡する者がその

商品について使用をするもの」と規定しており、「証明」が含まれているため、証明商標制

度を有する国において「証明商標」として登録されている商標は、通常の商標として登録

を受けることが一応可能となっている。なお、第 2 条第 1 項第 1 号等の「証明」とは、主

として商品の品質又は役務の質を保証するような場合をいう107。 

もっとも、証明商標の場合、自己の生産・販売する商品について自ら商標の使用をする

予定はなく108、他人の生産・販売する商品について商品を証明し、証明した商品について

他人に商標の使用を許諾することになる。証明商標であることが明らかな商標については、

商標法第 3 条第 1 項柱書の「自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標」と

の要件との関係で疑義が生じなくもないが、証明商標に相当する商標については、「使用を

する」とは当初から他人の使用を予定するものであってもよいと緩やかに解されているの

ではないかと思われる。 

② 証明商標制度の位置付け 

                                            
107 特許庁編「工業所有権法（産業財産権法）逐条解説」1160 頁（発行所 社団法人発明協会、発行年 2008 年 5 月） 
108 ただし、豪州においては、商標権者自身による使用も許容されている。 
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上記のように、現行商標法でも、証明商標に相当する商標は通常商標として登録を受け

ることが一応は可能である。しかしながら、仮に地理的表示を証明商標制度によって保護

するのであれば、地理的表示のみに限定した証明商標制度とするのではなく、一般的な証

明商標制度を導入すべきではないかと考える。 

WIPO／SCT 会合の証明商標と団体商標の登録に関する技術的及び手続的側面・事務局作

成文書109（以下「WIPO／SCT」）によれば、回答をした 79 カ国のうち 48 カ国で証明商標の

保護を定めており、ハーモナイゼイションの観点からは、証明商標制度が整備されている

ことが望ましい。また、世界各国での証明商標の取得を希望する国内外のユーザーニーズ

の観点110からも、地理的表示のために証明商標制度を設けるのであれば、一般的な証明商

標の制度を設けておくほうがよいように思われる。なお、韓国の改正案においては、「証明

商標」の定義とは別に「地理的表示証明商標」の定義を設けており、一般的な証明商標制

度を設けるとともに、地理的証明商標制度を設ける制度設計となっている111。 

その際には、特に第 2 条第 1 項第 1 号及び第 2 号の「業として商品を生産し、証明し、

又は譲渡する者がその商品について使用をするもの」等の商標の定義に関する規定、また

第 3 条第１項柱書の「自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標」との規定

について、自ら使用せず他人に使用させることを前提とする証明商標を踏まえて改正すべ

きと思われる。また、現在の通常商標として登録されている証明商標的な通常商標との関

係の整理も必要である。 

（ⅱ） 主体要件について 

① 地域団体商標の場合 

地域団体商標において商標権者となりうる主体は、上記のとおり事業協同組合、農協、

漁協等の組合に限定されており、個人、地方自治体、一般社団法人、株式会社、NPO 法人、

有限責任事業組合（LLP）、商工会議所、商工会等は含まれない。これは、地域団体商標制

度が団体商標の仕組みを利用して地域ブランドを保護する制度であるため、「構成員に使用

をさせる商標」であること、基本的には同業者の構成員で組織される組合であることを前

提とするからである。そのため、現実には地域振興に向けたブランド育成の取り組みを実

施しているとしても、地方公共団体や、NPO 法人、商工会議所などは含まれず、これらの

者は地域団体商標の商標権者となることはできない。また、構成員に商標を使用させるこ

                                            
109 WIPO/SCT 会合の証明商標と団体商標の登録に関する技術的及び手続的側面・事務局作成文書

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/sct/en/sct_22/sct_22_3.pdf [最終アクセス日 2011.02.14] 
110 例えば、模倣品防止の観点から日本国内での認証マークを外国で証明商標として登録することを希望する場合が考え

られる。 
111 資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（３） a)参照。 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/sct/en/sct_22/sct_22_3.pdf
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とを観念し難い生活協同組合なども含まれない。もっとも、地域団体商標制度の制定当時

も、またその後も、商標権者の主体となりうる者の範囲を拡大すべきではないかとの意見

が出されており、特に商工会議所、商工会が強く主張していた。 

また、生産から流通までの段階に応じて複数の団体が存在する場合や、生産者団体が複

数存在する場合などで、それらの団体が同一の商標を使用している場合には、団体がまと

まって共同出願をする必要があるが、団体間（あるいは団体内）で意見に相違がある場合

などには円滑な出願が困難である等の実務上の問題も指摘されている。 

② 証明商標の場合 

 米国においては、証明商標を登録できるのは、当該商標に係る証明に責任を有する証明

商標の所有者のみである（TMEP 1306.04）。出願人が法人格を有することは要件とされてい

ない。特許商標庁の審査官は出願人が当該地理的用語の使用を管理する権限を有するもの

であるかについて確認しなければならないが、通常は、このような管理ができる団体は政

府機関又は政府の許可を受けて運営されている機関である（TMEP 1306.02(b)）が、政府機

関の許可を受けていないアソシエーションやギルド（組合等）であっても登録を受けるこ

とは現実には可能である112。 

 豪州においては、証明商標の権利者であると主張する者は誰でも出願することができる

（第 27 条）。 

 英国では、証明商標の出願は、legal person（法人格を有する者）により行われなけれ

ばならない。通常は、特定分野の標準を監視・維持する機関である113。 

また、中国では、出願人の主体資格として、(a) 法により設立された組織であること、

(b) 当該証明商標により証明される特定の商品の品質を監督する能力を備えていること、

(c) 出願人は、当該地理的表示の示す地域の人民政府又は業種主管部門の認可を取得して

いること、(d) 外国の出願人の場合は、当該地理的表示がすでにその名義により本国にお

いて法的保護を受けていること、が要件となっている。 

 韓国の改正法案では、商品・役務の品質、原産地、生産方法やその他の特性を業として

証明し管理できる者であることが要件となっている。 

 全体に、証明商標の場合、個人が所有することを排除することもできるとされているが、

団体商標のように構成員を有する法人であることは要件とはなっておらず、個人、企業、

自治体、政府組織、それ以外の法的主体といった様々な者が出願できるとされている114。

                                            
112 資料編Ⅳ－２－２ Ⅰ．２．（２） b) 参照。 
113 英国知的財産庁審査マニュアル「Chapter 4 Certification and Collective Trade Marks」3.4.1

（http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf）[最終アクセス日 2011.02.14] 
114 WIPO/SCT 会合の証明商標と団体商標の登録に関する技術的及び手続的側面・事務局作成文書

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/sct/en/sct_22/sct_22_3.pdf 第 27 項[最終アクセス日 2011.02.14] 

http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf
http://www.wipo.int/edocs/mdocs/sct/en/sct_22/sct_22_3.pdf
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法人組織の形態というより、証明を行う権限を有する機関かどうかが厳格に審査されてい

るようである。 

③ 証明商標の制度設計 

地理的表示の証明商標制度による保護を検討するうえでは、現在の地域団体商標制度で

は出願人となりえない主体も対象となりうるような制度設計を行うことが特に期待される。

証明商標制度による場合には、団体商標制度の枠組みにとらわれる必要がないため、法人

格自体は必要であるものの主体の法人形態については限定せず、株式会社、地方公共団体、

商工会議所等も広く対象とするということも考えられるだろう。個人については、証明を

行う主体となることが考えにくく、「証明」を行う機関として適切であるとは考えにくいた

め、予め主体から外しておくことも考えられる。 

出願人が「証明」を行う機関であることは主体要件とするか、又は出願にかかる商標が

「証明商標」と認められるための重要な考慮要素とすべきであり、その点の審査について

は、慎重に行われるべきであると考える。 

かかる審査に際して、商標の使用規則や管理規則を提出させ、どのような基準を満たせ

ば「証明」を行うのかが明確となっているか否か、かかる基準が公序良俗に反しないか、

不当に差別的なものでないか等を審査すべきであると考える。ただし、証明基準、商標の

使用規則、管理規則の内容そのものの妥当性、相当性については、原則として商標権者の

自主的な運用に委ねるべきであり、仮に需要者に商品の品質や役務の質を誤認させること

になれば取消審判の可能性があること、また商標法以外の独禁法、不正競争防止法、景表

法その他の法令や関連するガイドライン等による規制にも服することで間接的に担保すべ

きであると考える115。 

また、出願人の商業登記簿（現在事項全部証明書）に記載された事業目的などから、「証

明」機関として違和感がないかどうかを確認することも考えられる。さらに、実際に証明

業務を行っている場合には、その業務の内容を示す証明実績等の資料を提出させることが

考えられる。 

上記のような事項についての審査の困難性の問題については、一次的には特許庁での審

査研修などによるべきであるが、補完的に所管庁（例えば農水省や経産省）に対し意見を

聴くことができる制度を設けることも考えられる。また、異議申立や取消審判・無効審判

等による事後的な第三者のチェックに期待するという考え方もありうる。 

 

                                            
115 小川宗一「地域団体商標制度の趣旨と立法者の意思」日本法学第 74 巻 2号第 395 頁参照 
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（ⅲ） 商標の登録要件 

① 商標権者自身による使用について 

(a) 地域団体商標の場合 

商標法上「自己の業務にかかる商品又は役務について使用をする商標」については商標

登録を受けることができるところ（第 3 条第 1 項柱書）、地域団体商標の場合には、「自己

の」を「自己又はその構成員の」と読み替える（第 7条の 2第 3項）。地域団体商標におい

ては、「構成員に使用をさせる商標」であることは要件とされているが（第7条の2第1項）、

商標権者である事業共同組合等の組合自身が商標を使用することについては、要件とされ

ていない。すなわち、地域団体商標について規定する商標法第 7条の 2第 1項は、「自己又

は構成員」、すなわち組合若しくはその構成員又はその両方が商標を使用した結果、周知と

なった商標について、登録を認めることとしているのである。地域ブランドの管理の実態

としても、例えば農協や漁協のように、事業協同組合自体が商標の使用をして商品を販売

している場合もあれば、個々の構成員が組合の規則に従い、それぞれ商標を使用している

場合もある。 

(b) 証明商標の場合 

 証明商標の場合、商標権者は、「証明」を行う主体であって、自ら商標を使用することは

予定されておらず、むしろ自ら商標を使用してはならないとされている。例えば、米国で

は証明商標の定義に「その所有者以外の者により使用される」ことが規定されており（米

国商標法第 45 条）、また、出願に際し出願人自身は商標を使用していない旨を表明する必

要がある。また英国では出願人自らが証明にかかる商品・役務に関する営業を行っていな

いことが要件となっている。韓国の改正案では、自己の営業に関する商品・役務に使用し

ようとする場合には登録を受けることができないとされており(改正案第3条の3第1項)、

商標権者自身による使用は禁止されている。 

一方、豪州では、商標所有者が使用をしていないということは要件とはされていない116。

ただし、商標所有者及びその他の承認を受けた使用者による使用が使用規則に述べられて

いることが必要である（豪州商標法第 173 条第 2 項 d）。また、豪州商標法第 171 条では、

「商標権者は、証明商標の使用規則に従っている場合に限り、当該証明商標を使用するこ

とができる。」旨、規定している。 

                                            
116 WIPO/SCT 会合の証明商標と団体商標の登録に関する技術的及び手続的側面・事務局作成文書

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/sct/en/sct_22/sct_22_3.pdf 第 16 項、注 17[最終アクセス日 2011.02.14] 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/sct/en/sct_22/sct_22_3.pdf
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(c) 証明商標の制度設計 

地理的表示を証明商標として保護する際には出願人が真に「証明」を行う主体であるこ

と、又は出願商標が真に「証明商標」であることは厳密に審査すべきである。 

そうすると、基本的には、出願人が第三者に対し「証明」を行うケースが証明商標の対

象となると考えられる。証明主体自らが商標の使用をする場合は、真にかかる「証明」を

行う主体なのかどうか、又は出願商標が真に「証明商標」であるのかが不明確となる。「自

己が商標の使用をしていないこと」を別個の消極的な登録要件として設けるかどうかは使

用の実態を踏まえた更なる検討が必要であるが、地域団体商標との棲み分けを明確にする

うえでは、組合等の出願人が自らも使用する可能性がある場合は地域団体商標、純粋に証

明のみを行う場合は証明商標という取扱いが考えられるのではないだろうか。 

もっとも、出願人である組合等が自らは使用せず構成員にのみ使用させる場合には、地

域団体商標の登録を受けるか、証明商標としての登録を受けるかという選択肢が生じる場

合が観念される。それぞれの要件の違いや取得の易しさ、管理要件の厳しさ、使用実態等

の諸事情を考慮して、出願人がどちらの商標を取得するかを選択することになると考えら

れるが、地域団体商標と証明商標の重複登録を認めるのか、実際にはどのような違いがあ

るのか等の問題がある。 

この点は、日本及び諸外国における証明商標の主体と地理的表示の取り組みの実態を踏

まえて、さらに検討すべきと思われる。 

② 商標の構成、対象 

(a) 地域団体商標の場合 

 上述のとおり、地域団体商標として保護されうる商標の構成は、地域の名称＋商品・役

務名に限定される。また、商品のみならず役務も対象となる。 

(b) 証明商標の場合 

 証明商標について、商標の構成上の制約は、特にない。商品のみならずサービス（役務）

について証明する商標も対象となる。 

 証明商標の定義は、各国の法律により異なるが、概して、商品や役務の原産地、材料、

製造方法、品質等を証明するものであると定義されている。この点、豪州では、証明商標

の定義として、「取引上取扱い又は提供される商品又は役務であって、商標権者又は承認を

受けた証明者が、原産地、原料若しくは製造方法を含む、品質、精度その他の特徴につい



- 60 - 

 

て証明した商品又は役務を、証明がされていないものから識別するために使用し又は使用

しようとする標識」と規定しており、証明がされているものを証明がされていないものか

ら識別する標識という考え方を採用している。 

(c) 証明商標の制度設計 

地理的表示を証明商標として保護する場合には、地域団体商標制度では保護できない地

理的表示についても保護が可能になるよう、商標の構成について地域団体商標のように地

域名称＋商品・役務名に限定せず、地名のみや地名を表す図形なども幅広く含むようにす

べきである。 

地理的表示には役務の提供場所を表示するものは含まれないが、証明商標について役務

商標を排除する理由はないため、制度設計としては商品・役務両方についての証明商標と

すべきである。 

証明商標の定義については、立法の段階で更なる検討が必要であるが、一定の場所にお

いて生産、販売され、提供されるものであること、特定の製造方法によるものであること、

一定の品質その他の基準を満たしていること等の事項を「証明する商標」であることを要

件とし、かかる商標であるかの審査は厳格に行うべきであると思われる117。 

ドラフティングの問題ではあるが、「証明商標」又は「証明」についての定義を設けるこ

とも考えられるだろう。その場合、現在の第 2 条第 1 項第 1 号及び第 2 号に含まれる「証

明し」との文言との関係を検討する必要がある。 

③ 商標法第 3条の登録要件について 

(a) 地域団体商標の場合 

 地域団体商標は、地域の名称＋商品・役務の名称からなる商標は、本来商標法第 3 条第

1 項第 3 号等に該当して商標登録が認められず、登録を受けるためには同条第 2 項の適用

を受ける必要があり、そのためには実務上は全国的な範囲の需要者に高い浸透度をもって

認知されている必要があるところ、このハードルを下げるために、周知性を獲得していれ

ば登録を認めるというものである。この周知性の程度は、第 3 条第 2 項に基づいて登録を

受ける場合に比べ、需要者の地域的な広がり及び認知度において低くてもよいとされてい

る。需要者の地域的な広がりについては、例えば隣接都道府県に及ぶ程度でもよいと解さ

れている。 

                                            
117 制度設計としては、「証明」を証明期間であるという主体要件において審査すること、証明商標であるという商標の要

件において審査すること、主体要件と商標の要件の双方において審査することが考えられる。 
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 地域団体商標は、商標登録に際して要求される識別力のハードルを下げたに過ぎず、商

標が識別力、すなわち自他商品・役務の出所を識別する能力を有することは、依然として

必要である。 

 また、独占適応性の観点から、地域団体商標の登録を認めるに際しては、可能な限り、

商標の使用を欲する事業者が当該商標を使用することができるよう、出願人たる団体の設

立根拠法において構成員資格を有する者への団体の加入を不当に妨げてはならないとの義

務が規定されていることを主体要件の一つとしている。 

(b) 証明商標の場合 

 証明商標の場合、たとえば米国においては、原則的には通常の商標の登録要件と同じで

あるが、単に地理的表示からなる標章を証明商標として登録する場合には、記述的標章で

あることを理由とした拒絶の対象とならず、セカンダリーミーニングを有していることは

要求されない（TMEP 1306.02）118。すなわち、地理的表示からなる標章については、地理

的に記述的なものであるため、セカンダリーミーニングを有しない限り通常商標(trade 

mark)としての登録は受けることはできないが、セカンダリーミーニングを有しなくても証

明商標(certification mark)としての登録を受けることはできる119。 

また、豪州では、審査の観点からは通常商標と証明商標で識別力の評価にほとんど違い

はないが、証明商標の場合、証明機関が非常に専門的な商品または役務に関する唯一の証

明機関である場合には、かかる事情が商標法第１７７条にいう「他の事情」として認めら

れ、その結果として登録が認められる場合もある。地理的表示からなる証明商標について

も同様である。 

英国では、証明商標は通常商標と同様の登録要件に関する審査を受ける120。地理的名称

のみからなる商標の場合でも、識別機能を果たす場合にのみ登録が認められる。例えば、

羊肉についての「British」という証明商標は識別的機能を発揮できないとして拒絶される。

しかしながら、特定の名称が慣行や実務に基づき証明された商品を識別できる場合には、

識別機能を発揮できるとして、証明商標として認められる。例えば、「Bordeaux」（ワイン）

は証明されたワインを識別することができる121。 

豪州や英国では、実務上、証明がされることにより証明されたものとその他のものを識

                                            
118 平成 15 年特許庁産業財産権制度各国比較調査研究等事業「各国における団体・証明・保証商標制度の調査研究報告書」

第 24 頁、第 25 頁（社団法人日本国際知的財産保護協会平成 16 年 3月）。 
119 Community of Roquefort v. William Faehndrich, Inc., 303 F.2d 494, 497, 133 USPQ 633, 635 (2d Cir. 1962) 
120 平成 15 年特許庁産業財産権制度各国比較調査研究等事業「各国における団体・証明・保証商標制度の調査研究報告書」

第 127 頁（社団法人日本国際知的財産保護協会平成 16 年 3月）。 
121英国知的財産庁審査マニュアル「Chapter 4 Certification and Collective Trade Marks」2.1.4

（http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf）[最終アクセス日 2011.02.14] 

 

http://www.ipo.gov.uk/tmmanual-chap4-certcoll.pdf
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別できる場合には、証明商標が識別力を有すると評価されていると理解される。 

(c)  証明商標の制度設計 

(ｱ) 第 3 条の適用について 

証明商標について識別力の要件を従来どおり要求した場合、例えばグッドデザイン賞の

G マークや、JIS マークのようなデザイン化された商標や、地理的名称とともに識別力のあ

る文字や図形が付された商標については、商標の構成上識別力が認められ、商標登録が認

められると考えられるが、地理的名称のみからなる証明商標については、商標法第 3 条第

1 項第 3 号の「商品の産地」や「役務の提供の場所」を普通に用いられる方法で表示する

標章のみからなる商標に該当することが多いと考えられる。したがって、証明商標につい

ては、商標法第 3条の適用につき、何らかの措置が必要である。 

(ｲ) 第 3 条第 1項各号及び第 2項について 

 1 号の普通名称や 2 号の慣用商標については、たとえ証明商標であるとしても第三者に

よる自由な使用を認める必要性が高いため、適用を維持すべきと考える。第 3 条第 2 項や

地域団体商標（第 7 条の 2 第 1 項）においても、第 3 条第 1 項第 1 号及び第 2 号の規定に

該当する商標は、登録を受けることができない。 

 第 3 号については、上述のとおり、地理的名称からなる商標は、「商品の産地」を普通に

用いられる方法で表示する標章のみからなる商標に該当する可能性が高い。したがって、

地理的表示の保護の観点からは、第 3 号に該当する商標であっても一定の場合には登録を

受けることができるように措置すべきと考えられる。 

 第 4 号及び第 5号については、「前項第 3号から第 5号までに該当する商標であっても」

と規定する第 3条第 2項や、「第 3条の規定（同条第 1項第 1号又は第 2号にかかる場合を

除く。）にかかわらず」（すなわち、第 3 号から第 6 号までにかかわらず）と規定する地域

団体商標の規定（第 7 条の 2 第 1 項）との整合性を考えれば、第 3 号と同様に、これらの

規定に該当する場合であっても一定の場合には登録を受けることができるように措置すべ

きではないかと思われる。 

 第 6 号は、「需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができ

ない商標」であると規定しているところ、この規定は商標の本質的な機能である出所表示

機能に着目し、一定の出所を表示するものであると認識できない商標について登録を受け

ることができないとするものと解される。証明商標の場合、証明対象とそれ以外を識別す

る機能は有するものの出所表示とは性質が異なると考えられることからすれば、第 6 号の
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適用を除外する必要があると考えられる。 

 また、第 3条第 2項は、第 6号の規定といわばミラーのような関係にあり、「使用をされ

た結果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができるも

の」すなわち使用により商標が出所表示機能を有するに至った場合には、登録を認めるも

のである。証明商標の場合、出所表示とは性質が異なることからすると、第 3 条第 2 項を

そのまま適用することはできないように思われる122。 

以上からすれば、証明商標については、第 3 条第 2 項に代わる規定を設けて、第 3 条第

1 項第 3 号ないし 6 号（又は第 3 号及び第 6 号）の規定にかかわらず商標登録を受けうる

ように措置することが必要であると考える。 

(ｳ) 証明商標の使用による識別性の取得の要件 

 上記(b)で述べた諸外国の制度を見ると、米国においては、地理的表示からなる標章を証

明商標として登録する場合には、記述的標章であることを理由とした拒絶の対象とならず、

セカンダリーミーニングを有していることは要求されないとしており、地理的表示からな

る証明商標については使用による識別性の取得を問わず、登録を認めるものと解される。

ただし、米国は使用主義を採用していることからすると、その証明商標は尐なくとも使用

されているものであると理解される。一方、英国や豪州では、識別機能を果たす場合にの

み登録が認められる。 

商標の本質的機能が自他商品の識別機能であることからすれば、我が国の商標法に証明

商標を導入するに際しても、地理的名称からなる商標であるか否かにかかわらず、証明商

標の構成上は、第 3 条第 1 項各号に該当する場合であっても、証明にかかる商品・役務に

ついて証明商標が使用をされたことにより、現に証明された商品・役務とそれ以外とを識

別することができるようになった場合には、登録を認めることとすべきである。 

証明商標の場合、証明機関（主体）が証明を行い、一定の基準の下に商標の使用を許諾

することによって、証明対象となる商品・役務を、証明がされていない商品・役務との関

係で識別できている場合があると考えることができる123。すなわち、商標法第 3 条第 2 項

や地域団体商標の第 7 条の 2 第 1 項では、商標の構成上第 3 条第 1 項各号に該当する場合

であっても、現に識別力が認められる時には登録を受けることができるが、地理的名称の

みからなる証明商標についてもこれと同様に、実際に証明機関が証明を行うことによって

                                            
122 ただし、現行法でも商品・役務を証明する業務が商標法第 2条第 1項第 1号・第 2号に含まれることからすれば、証

明商標も、第 3条第 2項の「何人かの（証明）業務にかかる商品又は役務であることを認識することができるもの」に含

まれると解する余地もあるが、1つの規定がダブルスタンダードで解釈されることにならないよう規定を分けたほうがよ

いように思われる。 
123 ただし、TRIPS 協定第 15 条第 3項の「商標の実際の使用を登録出願の条件としてはならない。」との要件との関係に

留意が必要である。 
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証明対象とそれ以外のものを現に識別することができている場合には登録を受けることが

できると考えることができるのではないだろうか。 

(ｴ) 識別性の要件と需要者の認識の有無 

ところで、通常商標の使用による識別性に関する第 3条第 2項は、「需要者が何人かの業

務に係る商品又は役務であることを認識することができるもの」と規定しており、どの範

囲の需要者において認識されていなければならないのかは規定していないが、独占適応性

の観点から、特定の者の出所表示として、その商品又は役務の需要者の間で全国的に認識

されていなければならないと考えられており124、そのような審査実務となっている。識別

性については、自他商品等を識別することができる状態と、その需要者への浸透度や地域

的な広がりが観念されるが、後者について第 3 条第 2 項は浸透度が高く全国的であること

を要し、地域団体商標は浸透度の高さと地域的な広がりの要件を緩和している125。 

上述のとおり、証明商標の場合、証明機関（主体）が証明を行い、一定の基準の下に商

標の使用を許諾することによって、証明対象となる商品・役務を、証明がされていない商

品・役務との関係で識別できる場合があると考えられるが、証明主体による「証明」とい

う行為が介在するため、需要者の認識の度合いや地域的な広がりに依拠しなくても、証明

がされて証明商標を付された商品・役務とそれ以外を識別することができる状態となって

いる場合、すなわち客観的に識別できている場合には、使用による識別力の獲得を認める

ことができるように思われる。例えば、その証明商標にかかる商品の唯一の証明機関であ

って、証明を受けた者のほかには証明商標と同一の商標を使用している者がいないような

場合には、たとえ全国的な範囲の需要者が当該証明商標を認識するまでには至っていなく

ても、証明商標が使用をされる証明対象となる商品・役務を、証明がされていない商品・

役務との関係で客観的に識別できていると考えることができるように思われる。 

 また、第 3 条第 1 項各号（特に第 3 号）は、多くの事業者が使用を欲する標章であって

第三者による自由な使用を確保する必要があり、独占に適さないという趣旨もあると考え

る。この点については、権限を有する証明機関が一定の基準の下に証明を行い、適切に商

標の管理を行うこと、商品・役務が一定の基準を満たす限りは証明及び商標の使用許諾を

不当に排除しないことを義務（要件）として課すことが、独占を認めることについてのサ

ポートとなると考える。ただし、後述するように、第 26 条の適用は残すことによって、第

三者による証明商標としてではない表示の使用の自由は確保する必要があると考える。 

 上記について、地理的名称からなる証明商標とそれ以外の証明商標とで登録要件に違い

                                            
124 田村善之「商標法概説〔第 2版〕」189 頁 
125 特許庁総務部総務課 制度改正審議室編「平成 17 年商標法の一部改正 産業財産権法の解説」16 頁（発行所 社団

法人発明協会、発行年 2005 年 11 月） 
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を設けるかについては、特段の違いを設ける必要はないように思われる。実際には、3条 1

項各号に該当するが、証明がされて証明商標を付された商品・役務とそれ以外を識別する

ことができる状態となっている場合といえるのは、産地表示について原産国の地域で規制

がされている場合（例えば、ワインの表示）など、地理的名称に関連する場合が多いと思

われる。「シルク 100％」「一本釣りのアジ」といった文字商標の場合、現に証明がされて

証明商標が使用をされる商品・役務とそれ以外とを識別できる状態になっていることはあ

まり考えにくいため、実務上の運用で証明商標の乱立といった弊害は防ぐことができるの

ではないだろうか。 

④ 第 4条の登録要件 

(a) 地域団体商標の場合 

地域団体商標制度でも、4 条の登録要件の適用は、通常の商標及び団体商標と同様であ

り、特段の措置は講じられていない。 

(b) 証明商標の場合 

米国、英国、豪州の証明商標においても、絶対的拒絶理由の審査は、通常の商標と同様

のようである。 

なお、韓国では、地理的表示団体標章と地理的表示証明標章との間に先願主義が適用さ

れて同一の地理的表示が団体標章として既に登録されている時は証明標章として登録を受

けることができず、その反対の場合も同様に登録を受けることができず、結果的に証明標

章制度を導入しても同一の地理的表示が団体標章や証明標章で重複保護される問題や制度

の混乱は発生する余地がないとの見解があるようである126。 

(c) 証明商標の制度設計 

第 4 条の登録要件については、特段の措置を設ける必要はないと考える。先行商標との

類否についても基本的には同様である。 

証明商標制度による地理的表示の保護の観点からは、第 4条第 1項第 11 号等の適用に関

して、先行商標、特に先行する地域団体商標との類否が問題となる。 

この点、通常商標は出所識別機能が主たる機能であるにしても、品質保証機能も有する

                                            
126 資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（3）(i) 参照 



- 66 - 

 

ものであるし、証明商標は品質保証機能が主な機能であるにしても、証明対象をそれ以外

から識別するという点では、識別機能も有しているから、両者は必ずしも明確に区別でき

るものではなく、その違いは相対的なものではないかと考えられる。そうしたことからす

ると、先行商標との類否判断についても、基本的には、原則どおりの適用とすべきではな

いかと考える。 

もっとも、実際の類否判断に際しては、証明商標が出所を表示するための商標ではなく、

証明の事実を表示する商標であるということを、一つの「取引の実情」として考慮しうる

場合があるのではないだろうかと思われる。特に、商標の構成中に証明商標であることを

示す表示が含まれる場合には、商標に接した者が証明商標であると容易に認識できること

から、取引の実情を考慮すれば、先行する出所表示としての通常商標と混同を生じるおそ

れがなく非類似であるといえる場合があるのではないかと思われる。この問題については、

更なる検討が必要である。 

⑤ 品質保証機能について 

(a) 地域団体商標の場合 

地域団体商標制度において、商標の使用規則や管理規則は、直接的に提出が求められて

はいない。もっとも、地域団体商標については、「地域の名称」に該当すること、すなわち

商標中の地名が当該地域団体商標が使用されている商品の産地、役務の提供の場所等の密

接関連性を有する地域の名称であることを証明するために必要な書類の提出が求められて

いる（第 7条の 2第 4項）。 

かかる書類の例として、商標の使用規則等の提出がされることが、尐なくとも立法時に

は念頭に置かれていた。商標法施行規則の様式 3 の 2 の備考 3 では、商標法 7 条の 2 第 2

項の「密接な関連性」を示す資料の例として、「新聞、雑誌、書籍等の記事、パンフレット、

カタログ、広告又は商標の使用規則」と規定している。また、第 7 条の 2 の審査基準にお

いては、「地域の名称を含むものであることを証明するため必要な書類」として、①新聞、

雑誌、書籍等の記事、②公的機関等の証明書、③パンフレット、カタログ、内部規則、④

納入伝票、注文伝票等の各種伝票類が例示されているが、③の内部規則には、商標の使用

規則が含まれる。 

 なお、非公式かつ個人的な認識ではあるが、立法時の内部的な検討に際して、商標の使

用規則や品質管理規則を提出させる要件を設けることも一時検討がされたが、商標の登録

要件とはなっていない事項を示す書類を提出させる根拠が不明であることや、実務上の審

査の困難性等から、かかる要件の導入は見送ることとし、代わりに、地名と商品・役務と

の密接関連性の根拠となる資料として使用規則等の内部規則を提出させることができるよ
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うにしたという経緯があった（ただし、実際の地域団体商標の出願に際して提出されてい

る例は尐ないようである）。なお、欧州の共同体団体商標やドイツの団体商標制度では商標

の使用規則の提出が求められている127。 

(b) 証明商標の場合 

 米国、豪州、中国、英国、韓国のいずれの調査対象国においても、商標の使用管理規則

ないし使用規則の写しを提出することが要件となっている。詳しくは、後記（本編 Ⅱ．

６． 証明商標による品質保証機能を担保するための制度・運用上の手当てに関する検討）

参照。 

(c) 証明商標の制度設計 

 後記（本編 Ⅱ．６ 証明商標による品質保証機能を担保するための制度・運用上の手

当てに関する検討）において詳細に述べられている。 

（ⅳ） 権利の効力と善意の第三者の保護 

① 地域団体商標の場合 

 地域団体商標として登録された商標権の効力は、先使用権の要件が緩和されている点を

除けば、通常の商標の商標権の効力と同じである。すなわち、商標権者は、指定商品又は

指定役務について登録商標の使用をする権利を専有し（第 25 条本文）、権限なく指定商品・

指定役務と同一・類似の商品・役務について同一・類似の商標を使用する者に対して、差

止請求（第 36 条）及び損害賠償請求（民法第 709 条、商標法第 36 条）を行うことができ

る。 

 商標法第26条第1項第2号及び第3号の適用についても特段の規定を設けていないため、

商標登録にかかる指定商品・指定役務と同一・類似の商品・役務の普通名称、産地、販売

地、提供の場所等を普通に用いられる方法で表示する商標については、商標権の効力が及

ばない。 

② 証明商標の場合 

                                            
127欧州共同体規則第 67 条第 1項 （平成 15 年特許庁産業財産権制度各国比較調査研究等事業「各国における団体・証明・

保証商標制度の調査研究報告書」141 頁（ドイツ商標法第 102 条第 1項）社団法人日本国際知的財産保護協会、平成 16

年 3月）。 
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米国においては、登録証明商標の権利者は、他人による当該証明商標の複製、偽造等の

使用が混同若しくは錯誤を生じさせ又は欺瞞するおそれがあるときは、差止請求、損害賠

償請求の権利を有する（第 32 条、第 34 条及び第 35 条）。また、証明商標の使用が認めら

れた者以外の第三者は、自己の標章の示す地理的出所が正しければ当該標章を使用するこ

とができる。但し、証明機関から証明を受けていないのに受けたかのように使用すれば登

録証明商標の侵害になる 。 

豪州においても、登録証明商標の権利者は、登録に係る商品・サービスに関し、当該証

明商標を使用し、かつ、他人にその使用を許可する排他権を有する。ただし、商標権者は、

証明商標の使用規則に従っている場合に限り、その使用をすることができる（第１７１条）。

また、登録商標が侵害されたときは、商標法に基づく救済を受ける権利を有する。また、

何人も善意で、商品・サービスの原産地又はその他の特徴を表示する標識を使用する場合

は、登録商標を侵害しない（第 122 条第 1項(b)）。 

中国や英国においても、通常の商標と同様に、侵害に対する差止請求権が認められてお

り、善意の第三者の使用に対する保護が図られている。 

韓国においては、登録された地理的表示証明標章の権利の効力範囲は、地理的表示団体

標章と同様に、登録標章に係る指定商品と同一の商品に限定されると理解される。 

③ 証明商標の制度設計 

 証明商標にかかる商標権の権利の効力については、通常の商標の商標権の効力と同じと

することで問題はないと考える。この点、韓国では、地理的表示証明標章の効力範囲は、

指定商品と同一商品に限定されるようであるが、取引の実情を考慮した商品・役務の類否

判断によって商標権の効力が及ぶ類似商品・役務の範囲は画されると思われるため、地理

的名称からなる証明商標とそれ以外の証明商標とで商標権の効力に違いを設ける必要はな

いのではないかと考える。 

侵害の成否の判断に際し、証明商標であるという事情がどの程度考慮されるのかは更に

検討が必要である。同一・類似の商標を同一・類似の商品・役務に使用することにより証

明を受けていないのに受けたかのような誤認を生じさせる場合には侵害となるとしても、

証明商標としての誤認を生じさせない場合にも侵害となるのか（「証明商標的使用」のよう

な概念があるのか）等が問題となりうると考える。 

損害賠償については、商標権者自身は商標を使用せず、第三者に使用許諾をすることと

なるため、原則として第 38 条の損害賠償の推定規定のうち第 3項のみが適用対象となるの

ではないかと考えられる。 

 第 26 条第 1項第 2号・第 3号の適用についても、地域団体商標と同様に、適用を予め除

外することとはせず、需要者・取引者において証明商標として商標が付されているかのよ
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うに認識される態様で使用されているか否かにより、個別具体的に判断することが妥当で

あると考える。 

（ⅴ） 先使用権について 

① 地域団体商標の場合 

 商標法第 32 条においては、商標が他人の商標登録出願の際に周知となっている場合に限

り、先使用権を認めているが、地域団体商標の先使用権に関する第 32 条の 2 においては、

周知となっているか否かにかかわらず、出願前から使用されていた商標についての先使用

権を認めている。 

② 証明商標の制度設計 

 出願前から商標を使用している者を保護するために、地域団体商標の先使用権と同様に、

周知性の獲得を問わず、先使用権を認めるのが妥当ではないかと考える128。 

（ⅵ） 通常使用権・専用使用権について 

① 地域団体商標の場合 

 地域団体商標の場合、組合等の構成員は、組合の定めるところにより商標を使用する権

利を有する（第 31 条の 2 第 1 項）。そして、かかる構成員による使用権を確保するため、

構成員が組合に加入して商標を使用する途が開かれるよう、商標権者となりうる組合を、

設立根拠法において、正当な理由なく、構成員たる資格を有する者の加入を拒み、若しく

はその加入につき現在の構成員が加入の際に付されたよりも困難な条件を付してはならな

い旨（加入の自由）の定めがある組合に限定しているのである（第 7 条の 2）。地域団体商

標について、専用使用権を設定することはできないが（第 30 条）、通常使用権の設定は許

容されている。これは、専用使用権の設定を認めたのでは、その設定範囲で構成員の使用

が制限されることとなって法の趣旨に合致しないこと、一方、通常使用権については、業

務委託などの実務上の必要性も想定されることによるものである。 

 また、一般承継以外の譲渡についても禁止している（第 24 条の 2 第 4項） 

                                            
128 ただし、現状どおり周知性を要件とする制度設計とすることも否定されるものではないだろう。 
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② 証明商標の制度設計 

 証明商標の場合には、商標権者自身は商標を使用することは予定されていないから、基

本的に第三者への通常使用権の設定（ライセンス）を行い、当該第三者が証明対象となっ

た商品や役務に使用することとなると考えられる。 

 地域団体商標の場合には、設立根拠法上、構成員となりうる者の加入の自由が保証され

ていることを要件としているが、証明商標については、主体の範囲を広げるという観点か

らは、かかる要件を設けることは適切ではない。また、組合等の構成員の場合には、誰が

構成員かが明確であるが、組合等に限定しない場合には範囲の外延が不明確となることか

ら、一定の品質等の基準を満たす限りは法定の使用権を認めるというのも妥当ではないと

考える。 

その代わりに、証明の基準を満たしている限りは、差別的に証明を拒絶してはならない

ことを権利者の義務として課し、差別的な証明拒絶がなされた場合を取消事由として規定

することにより、間接的に基準を満たす事業者が証明商標の使用ができるよう措置するこ

とが考えられる。 

一方、証明商標について、専用使用権の設定を認めるかどうかは検討が必要である。商

標権の全部ないし大半について無制限に専用使用権の設定を認めた場合には、商標権者（出

願人）が証明商標の管理者として適切な権限を有しているかどうかを厳格に審査した意義

が失われるおそれがある。一方で、外国の証明商標権者などが日本法人に専用使用権を設

定する実務上の必要性があることも全く考えられなくもない。こうしたことからすれば、

①専用使用権の設定は認めないとする扱い、又は②専用使用権者となる者が正当な証明機

関であると認められる場合に限り、専用使用権の設定を認めるという取扱いが考えられる。 

また、同様の趣旨から、証明商標の譲渡についても制限を設けるべきであり、一般承継

の場合か、証明にかかる事業の譲渡に際して行う移転の場合129に限定すべきと考える。 

（ⅶ） 無効・取消理由について 

① 地域団体商標の場合 

 登録時に登録要件を満たしていなかった場合、事後的に登録要件を満たさなくなった場

合を無効理由としている（第 46 条）。登録要件を満たしていなかった場合の 5 年間の除斥

期間の適用を排除しており、無効審判を提起しやすくしているが（第 47 条第 1 項参照）、

設定登録から 5 年を経過し、その時点で周知性を獲得している場合には、登録時に周知性

                                            
129 商標法第 24 条の 2第 3項参照 
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の要件を満たしていなかったことを理由としては無効審判を提起できないという規定を設

けている（同条第 2項）。 

 第 51 条、第 53 条の取消審判については、特段の規定は設けておらず、通常どおりの適

用となる。例えば、第 53 条の適用に関しては、団体構成員が団体の定める基準に合致しな

い商品に商標を使用し、団体がこれを放置したことによって、他の基準を遵守する構成員

の商品との間で品質の誤認を生じさせた場合には、これに該当すると考えられる。 

② 証明商標の場合 

 証明商標制度を有する国では、以下のように、事後的な取消事由を定めている。 

(a) 米国 

登録証明商標が以下のいずれかに該当するときは、何人もその取消しを請求することが

できる（第 14 条第 5項）。 

(ｱ)商標権者が、当該証明商標の使用を管理していない又は正当に管理することができな

い場合 

(ｲ)商標権者が、当該証明商標が適用される商品の又はサービスの生産又は販売に従事し

ている場合 

(ｳ)商標権者が証明行為以外の目的で当該証明商標の使用を許可した場合 

(ｴ)商標権者が、当該証明商標が証明する基準又は条件を維持している者の商品又は役務

を証明することを差別的に拒絶する場合 

(b) 豪州 

 裁判所は、被害者から申請があったときは、以下に掲げる理由に基づき、証明商標の登

録を取り消すこと又は登録簿の記入を抹消若しくは補正することによって登録後簿を構成

するよう命じることができる（第 181 条）。 

(ｱ)商標権者又は承認証明者が、当該証明商標の登録に係る商品・サービスに関して証明

する権限を失っていること 

(ｲ)証明商標の使用を規制する使用規則が公衆にとって有害であること 

(ｳ)商標権者又は承認使用者が、証明商標の使用を規制する使用規則の規定に従わなかっ

たこと 

(c) 英国 
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証明標章の登録は、第 46 条に定める通常の商標における取消理由のほかに、附則 2 第

15 項に規定されているように、次の理由に基づいても取り消すことができる。 

(ｱ)所有者が第 4項（所有者の営業の性質）にいう事業を開始したこと 

(ｲ)所有者が使用している標章の態様が、第 5 項(1)にいう態様において公衆を誤認させ

る虞があるものとなっていること 

(ｳ)所有者が当該標章の使用を管理する定款を遵守せず、又は遵守を確保しなくなったこ

と 

(ｴ)定款が修正された結果、その定款が、 

ⅰ.第 6項の規定及び規則により課されるその他の要件を満たさなくなったこと 

      ⅱ.公の政策又は容認された道徳原理に反するものとなったこと 

(ｵ)所有者が、もはや標章の登録に係る商品又は役務を証明する資格を有さなくなったこ

と 

(d) 中国 

証明商標の商標権者は、当該商標の使用に対し有効な管理又は制御を行わず、当該商標

を使用する商品がその使用管理規則の要件に達せず、消費者に対し損害を与えた場合は、

工商行政管理部門が期限を定めて改善を命じる。改善を拒絶した場合は、違法所得の 3 倍

以下の過料に処する（登録・管理弁法第 21 条） 

③ 証明商標の制度設計 

 証明商標については、上述のように、第 3 条第 1 項各号に該当する商標であっても現に

証明にかかる証明商標の付された商品・役務をそれ以外のものから識別している場合には、

商標登録による独占が認められる根拠を、証明について権限を有する証明機関が一定の基

準の下に証明を行い、適切に商標の管理を行うこと、商品・役務が一定の基準を満たす限

りは証明及び商標の使用許諾を不当に排除しないことに求めている以上、これらの要件を

満たさない場合には、何人も商標の無効審判請求ないし取消審判請求を提起できるように

する必要があると考える。すなわち、登録を容易にする以上は、取消を容易にする必要が

ある。また、出願時の審査の限界については、第三者による事後的チェック機能を働かせ

ることによって、担保すべきであると考える。 

 基準を満たす限りは不当ないし差別的な取扱いをしないことについては、地域団体商標

の場合は、設立根拠法上にかかる義務が定められていること（加入の自由が設立根拠法上

担保されていること）を要件とし、義務の履行は義務違反に対する罰則の適用や監督官庁
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による指導・監督によって間接的に担保されることを念頭に置いているが130、証明商標に

ついて主体要件としてかかる限定は設けない以上は、たとえば米国のように、差別的な取

扱いをする場合を商標の取消事由として規定することも考えられる。 

 基準自体の相当性については、前述したように監督官庁への意見照会制度を設けること

が考えられるが、それでもなお出願段階で踏み込んだ審査を行うことは実務上の困難性も

考えられることから、基準の内容が公序良俗に反する場合や不当・差別的である場合を取

消事由とすることも考えられる。 

 商標の使用規則に従った管理を行っていない場合や、規則違反を徒に放置しているなど

の管理を怠っている場合についても、取消理由とすることが考えられる。こうした事態が

現行の第 53 条でどこまでカバーされるかをよく検討し、場合によっては、証明商標の取消

理由を追加することも考え得る。 

 商標権者自身が「証明」を行う適切な主体ではなくなった場合や、商標が証明商標とし

て使われていない場合（例えば、自己の商品・役務の出所を表す商標として使用している

場合）などは、事後的に登録要件が失われた場合として、事後的な無効理由（取消理由的

なもの）として規定することも考えられる。 

 5 年間の無効審判の除斥期間の適用については、無効事由の内容に応じて、更なる検討

が必要である。地理的名称にかかる証明商標とそれ以外の証明商標で取扱いを分けること

も考えられるだろう。 

                                            
130 特許庁総務部総務課 制度改正審議室編「平成 17 年商標法の一部改正 産業財産権法の解説」9頁（発行所 社団法

人発明協会、発行年 2005 年 11 月） 
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（ⅷ） 証明商標制度を導入する場合の制度設計イメージ 

証明商標制度を導入する場合の制度設計イメージ

証明商標制度

主体要件（種類問わず誰でも可、個人の除外は要検討）

産地、原材料、製造方法等の一定事項を「証明」
する商標であること

３条１項各号（６号を除き、通常どおり）

４条１項各号（通常どおり）

使用規則の提出（公序良俗違反等）

商標権者が使用をする商標でない
こと（要検討）

＜３条２項に代わる使用による識
別性の要件＞

証明商標が証明にかかる商品・役
務に使用をされた結果、証明にか
かる商品・役務とそれ以外を識別
することができる場合

証明商標登録 使用規則に従った商標管理義務
差別的取扱いの禁止

使用規則違反の放置（商標管理の懈怠）
商標権者の使用規則違反
商標権者による差別的取扱い
使用規則の事後的な公序良俗違反 等に基づく
第三者の無効審判・取消審判（除斥期間の不適用）

無効・取消

商標権の効力（通常どおり）
２６条１項の適用（通常どおり）
先使用権（周知性を要件としない）
通常使用権（通常どおり）
専用使用権・譲渡（制限あり）

出願人が「証明」を行う主体である
こと（要検討）
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６． 証明商標による品質保証機能を担保するための制度・運用上の手当て

に関する検討 

（１） 証明商標の機能 

 本章のテーマは、証明商標131制度により地理的表示を保護することとした場合に、その

「品質保証機能」を担保するために望ましい制度設計について検討することであるが、そ

の前提にかかわる問題として、証明商標と通常の商標との理論的な差異について整理して

おきたい。 

 商標はそれが付された商品・役務の出所の信用の維持発展のために保護されるものであ

り、このことは地域団体商標にもあてはまる。地域団体商標制度は、「地域ブランドの振興」

の観点から、独占適応性を欠く商標について 3 条 2 項の要件を緩和する趣旨のものである

が、そのような緩和された範囲において出所表示機能を獲得した標章でないと、登録は認

められないのである132。これに対し、証明商標は商品・役務の出所を表示するものではな

い（後述するように、証明商標は出所表示として使用されるべきではない）。証明商標はあ

くまでそれが付された商品・役務が具体的な品質基準をクリアしていることを証明するの

みで、当該商品・役務自体の評価は証明主体ではなく出所たる事業者ないし団体に向けら

れることとなる。商標の本質的機能は出所表示機能・品質保証機能であり、商標権が保護

するのは実質的にはこれら 2 機能とされているが、証明商標の場合、上記のとおり出所表

示機能を有しないものであるし、品質保証機能についても通常の意味での品質保証機能は

有していない。通常の商標が有している（べき）品質保証機能とは、同一の商標が付され

ている商品・役務の同質性を示す機能133であるが、証明商標の場合は、同じ証明商標が付

されていても出所が異なる商品間であれば品質の差異は当然に生じうると考えられるから

である。 

証明商標の機能は、このように通常の商標とは異なっており、その最大の特徴は、その

証明商標自体の信用力が高まることにより、当該商標が付された商品・役務のブランド名

（商標）や出所たる主体について需要者が不知であっても当該商標を頼りに商品選択をす

ることを可能とする点や、ブランド名が既に知られている商品・役務であっても証明商標

により当該商品・役務の品質が客観的に優れたものであることを需要者に伝達できる点で

                                            
131 ここではさしあたり、「証明商標」を「それが付された商品・役務の質が一定の基準に達していることを証明する標章」

と定義しておく。 
132 知財高判平 22・11・15 平成 21 年(行ケ)10433［喜多方ラーメン］は、地域団体商標の識別力の要件の緩和について、

「識別力の程度（需要者の広がりないし範囲と、質的なものすなわち認知度）についてのものであり、当然のことながら、

構成員の業務との結び付きでも足りるとした点において3条2項よりも登録が認められる範囲が広くなったのは別として

も、後者の登録要件について、需要者（及び取引者）からの当該商標と特定の団体又はその構成員の業務に係る商品ない

し役務との結び付きの認識の要件まで緩和したものではない」とする。 
133 小野昌延編『注解 商標法〔新版〕上巻』（青林書院、2005 年）71 頁〔小野昌延〕など。 
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あろう。証明商標の、このような商品・役務に信用を付加することができる機能を保護す

ることは、事業者の信用の維持発展に貢献し、需要者の製品探索コスト（サーチコスト）

の削減に資するものと考えられ、したがって商標法の目的に沿うものといえるから、証明

商標制度を導入すること自体には理論的に難があるわけではないと思われる。むしろ、仮

に導入するのであれば、証明商標の上記のような意味での「品質保証機能」（それが付され

た商品・役務が一定の基準をクリアした質を備えていることを伝達する機能）が十分に発

揮され、これが維持されるように、どのような制度設計にするかという問題の方が重要で

あろう。 

（２） 品質保証機能を担保するための制度設計についての検討 

（ⅰ） 主体要件 

① 主体の品質管理能力 

主体要件に関して、出願人がどの程度の具体的な管理能力を有しているかという点につ

いては、出願段階でこれを特許庁が審査するのは困難を伴うものと思われるから、原則と

して事後的なチェックに委ねる（具体的には、権利者が適切な管理に失敗している状態を

取消理由とする）方が適切であるように思われる（諸外国においても、具体的な管理能力

について審査していない）。 

これに対し、証明商標を出願する主体がどのような性格の団体であるのかといった外形

的要素については、比較的審査が容易であろう。この点についても事後的なチェックに委

ねるという方策も考えられるが、個人による出願の場合など、明らかに管理能力を有しな

い者（ないし管理能力を有しないことについて審査段階で容易に確認できる者）がした出

願についてはこれを拒絶するほうが無用の紛争を防止するという観点からは望ましいよう

に思われる。他方で、団体商標制度のように法人形態を限定するような方向性は、法人形

態それ自体は品質管理能力と直接関連しないため、望ましくないように思われる134。 

また、地名を登録可能とする場合には、主体要件である程度の絞りをかける方が適切で

あるように思われる。その理由として、(1)ある地方に関連する商品の証明を行おうとする

者であれば、その地名を含む構成の標章を証明商標とすることを欲するのが通常であると

考えられ、管理能力を有しない者がそのような地名について証明商標権を取得した場合に

は弊害が大きいと考えられること、(2)地名の場合はその地域での業者間の対立を生みやす

いと考えられるから、紛争防止の観点からも、その地域で管理能力を有する者以外の主体

                                            
134 主体要件で法人形態を限定することが望ましくない点については、前章「地理的表示の証明商標制度による保護の可

能性について」（３）（ⅱ）の記述も参照されたい。 
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による出願・権利取得の防止に資するような要件を設けるべきであると考えられること、

及び(3)地名についてはその対象地域内の者に限定して出願資格を認めればよいと考えら

れ（対象地域外の者による出願については定型的に排除すべきと思われる）、そのような限

定された範囲であれば、どのような者が指定商品・役務について品質管理能力を有してい

るかについての調査が比較的容易であると考えられること、が挙げられよう。 

具体的には、例えば地方自治体やその承認をうけた団体に（地名については）限定する

ということが考えられるが、登録要件のレベルでこのような基準を設けることは硬直的に

過ぎると思われるので、規定の文言は抽象度の高いものにしつつ（例えば「適切な管理能

力を有する者」など）、運用レベルで弾力的に対応するということが望ましいように思われ

る（米国型）。このような制度にすることにより、管理能力を有しない個人による出願を排

除することも可能となろう。すなわち、個人など明らかに管理能力を有しない者（ないし

管理能力を有しないことについて審査段階で容易に確認できる者）は拒絶し、地名につい

ては地方公共団体の出願であれば定型的に主体要件を充足するものとし、それら以外の者

の出願については管理能力を確認できる書類の提出を要求する、といった審査基準を設け

るべきということである。 

② 主体による使用の制限 

豪州以外の調査対象国のように、証明商標の権利主体が、自己の商品・役務に当該商標

を使用するものでないことを要求（登録要件又は／かつ取消事由）するべきであろうか。

このような要件が設けられることの趣旨は、証明商標が通常の商標と混同されるおそれを

防止するためであると考えられる135。証明商標と通常の商標とは両立するものではなく、

いったん証明商標が出所表示機能を有してしまうと、需要者はもはやその商標を証明商標

と認識しなくなると考えられるからである。したがって、尐なくとも出願／権利主体が当

該証明商標を通常の商標として使用することについては防止すべきと思われる136。具体的

には、取消理由・異議理由として証明商標の権利主体が当該証明商標を通常の商標として

使用していることを設けることはもちろん、拒絶理由としてこれを設けることも検討して

よいと思われる。出願段階でそのような事実が（インターネット検索などにより）容易に

把握できるケースも考えられるからである。他方、権利主体がそのような使用をしていな

いことを証明することは困難であるから、米国と同様に、出願人が出願証明商標を現在通

常の商標として使用しておらず、今後も使用しない旨の説明を文書で行えば通常はこの要

件を充たすという運用にすればよいと考えられる。 

                                            
135 See J. Thomas McCarthy, McCarthy on Trademarks and Unfair Competition §19:14 (4th ed. 2006). 
136 出願／権利主体が自ら製造ないし販売する商品に出願／登録証明商標を付するような場合、それが「証明商標として

の使用」なのか「通常の商標としての使用」なのかが実際問題として判別が困難であるとも考えられる。そうであるとす

れば、出願／権利主体自身による証明商標の使用一般を禁止するという制度設計もありえよう。 
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③ 主体の変更 

 証明商標権の譲渡による主体の変更については、自由にこれを認めるべきではなく、原

則として出願の場合と同様の審査に服さしめるべきであり、譲受人が主体要件を充足しな

い場合には譲渡を認めないような制度にすべきと考えられる。そのようにしないと、出願

時に主体要件を審査する趣旨が没却されるおそれがあるからである。豪州などが審査機関

による承認を譲渡の要件としているのもこのためであると考えられる137。 

（ⅱ） 使用規則 

① 使用規則自体の審査 

 証明商標の品質保証機能担保の観点からは、使用規則をどのように扱うべきであろうか。

具体的な品質管理の内容の妥当性については、ある程度厳しいものでないと需要者から信

用を獲得することは望めず、証明商標を取得する実益に乏しいこととなるから、基本的に

は品質管理基準の内容自体は商標権者（市場）に委ねることとしても問題ないように思わ

れる。仮に内容を審査するとしても、出願段階で特許庁が積極的に審査するよりも、多く

の外国と同様に、知識・情報を保有している第三者（競業者、消費者団体等）による異議

申立や取消審判で審査する方が効率的であろう。 

 ただし、使用規則の内容が出願証明商標の構成や商品・役務の指定内容と整合しないよ

うな場合、例えば地名で構成される商標が出願され、その対象地域で栽培された○○とい

うような商品の指定がなされているのに、使用規則においては○○の栽培地域の限定が無

いような場合には、そのような出願を拒絶できるほうがよいように思われる138。通常の商

標の場合、出願商標が品質誤認のおそれがあるものであれば 4条 1項 16 号により登録は認

められない。証明商標についてもそれが品質誤認のおそれを生ずるものであれば同様に登

録を認めるべきではない。通常の商標の場合は品質誤認の審査は指定商品・役務と出願商

標の構成との関係についてなされるものであるが、証明商標の場合は、出願商標の構成と

指定商品・役務との関係に加えて、これらと使用規則との関係についても見るべきであろ

う。このような制度にしても、基本的には既に 4条 1項 16 号についてなされている審査手

法が妥当すると考えられるから、審査の負担増大も最小限に抑えられるように思われる。 

                                            
137 豪州においては、権利者の規約、品質管理能力などについて ACCC の同意を得た場合、証明商標の譲渡ができる（豪州

商標法 180 条、同 180A 条）。 
138 この点につき、委員会においては、本文に掲げたようなケースでは使用規則自体を補正させることになってしまい、

現在の審査実務では生じていない新たな問題が生ずるから、使用規則との関係で商品／役務の指定に問題があるような場

合（使用規則において○○の栽培地域の限定があるのに、指定商品が「○○」のみとなっているようなケースであればと

もかく）のみを拒絶の対象にする方がよいのではないか、との指摘があった。 
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 また、証明商標の信用力を高いものにするためには、権利付与後の品質管理基準の順守

状況をチェックすることが必要であると思われるが、これについても特許庁が積極的にチ

ェックするよりも、多くの外国と同様に、知識・情報を保有している第三者（競業者、消

費者団体等）による取消審判にその機能を負わせるほうが効率的であるように思われる。 

その他、使用規則の変更の際には特許庁に報告させ、出願の場合と同様の審査に服させし

めることや139、使用規則に変更が無い場合でも定期的に使用状況について商標権者に報告

義務を負わせるというような方策も考えられる。 

② 使用規則の公開 

 使用規則については多くの外国と同様、公開して、第三者によるチェックが容易にでき

るようにすべきである。公開方法については、公報による他、第三者のアクセスが最も容

易であるインターネットを通じた公開を（豪州のように）義務付けるべきであろう。公開

する範囲は、原則として使用規則の全部がよいと思われるが、規則の内容が膨大である場

合は、紙媒体での公開については、要約でもよいと思われる。その場合でもインターネッ

トにおいては全文にアクセスできるようにすべきであろう。 

                                            
139 もっとも、使用規則の変更には軽微なものから重大なものまで様々あると考えられ、これらを一律に審査に服させし

めるのは現実的ではないであろうから、使用規則の変更を審査する制度にする場合には、審査の対象となる変更について

限定する要件が必要となるであろう。 
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Ⅲ． 商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方についての検討 

１． はじめに 

我が国をはじめ、米国、欧州（OHIM）においては、地名を表示する商標であって、商品

又はサービスとの関係で産地、販売地等を表示すると認識されるものについては登録が拒

絶又は無効とされる。一方で、中国や韓国は、そのようなものに加えて、周知の地名を法

律上、拒絶の対象としている。 

２． 検討の方向について 

国内外の周知な地名を含む商標の登録要件について、以下の論点から検討を行った。 

（１）我が国の地名に関する制度及び運用は、欧米とは調和がとれた制度であるという

ことができるか。 

（２）他方、韓国、中国においては「顕著な（公知な）地名」について独立の登録拒絶

条項を有するが、我が国も、地名に関する拒絶理由として、現行の商標法第 3 条

第 1 項第 3 号に加えて、例えば「周知な国内外地名」を規定する必要があるか。

その場合、弊害や問題点はないか。また、識別性がある場合でも拒絶すべき必要

性があるか否か。 

３． 国内の実態調査及び分析 

 上記論点の検討をするにあたり、その基礎資料として、制度運用に対する産業界の現状

把握及びニーズの調査、分析を行った。 

（１） 国内アンケート調査の結果 

 日本知的財産協会会員企業及び日本弁理士会に実施した国内アンケート調査では、①日

本において（国内外の）地名等を商標登録できないことによる事業活動への弊害の経験の

有無、②地名等について商標登録したい案件の有無、③現行の商標法第 3 条１項 3 号の運

用、などについて調査した。 

① 地名等を商標登録できないことによる事業活動への弊害 

 日本において、（国内外の）地名等を商標登録できないことによる事業活動への弊害の経
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験が「有」との回答が 2.3%、「無」との回答が 95.4%であった。 

 

【問 6－1－1】 

貴社（貴所）における事業活動にあたって、日本の地名／地理的表示／地名＋商品名（以

下「地名等」という。）が商標登録されていることによる影響について、外国への商品の輸

出や商標登録出願にあたって、当該外国において日本の地名等が既に商標登録されている

ことにより、事業活動にマイナスの影響を受けた経験はありますか。また経験が「ある」

場合には、それは何件ですか。 

件数 割合

1 あり 3 1.4%

2 なし 214 98.2%
無回答 1 0.5%

218 100.0%回答者数  

 

1.4%

98.2%

0.5%

あり

なし

無回答

 

 

② 地名等に関する商標登録のニーズ 

地名等について商標登録したい案件は「有」との回答が 6.0%、「無」との回答が 88.1%

であった。 

 

【問 6－2－5】 

地名等について商標登録したい案件はありますか。 

件数 割合

1 はい 13 6.0%

2 いいえ 192 88.1%
無回答 13 6.0%

218 100.0%回答者数  
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6.0%

88.1%

6.0%

はい

いいえ

無回答

 

 

 

③ 現行の商標法第 3条 1項 3号の運用について 

 「周知な国内外地名については現行より広範に登録拒絶を行うべき」との回答が 24.3%、

「現行の範囲で良い」との回答が 43.6%、「現行より登録拒絶の範囲を狭くすべき」との回

答が 4.6%、「分からない」との回答が 27.1%であった。 

 

【問 7－1】 

現行の商標法第3条1項3号の運用に関して、貴社(貴所)ではどのようにお考えですか。

下記の何れかよりお選び下さい。但し、個別の事件について問うものではないことにご留

意下さい。  

件数 割合

1 周知な国内外地名については現行より広範に登録拒絶を行うべき 53 24.3%

2 現行の範囲内で良い 95 43.6%
3 現行より登録拒絶の範囲を狭くすべき 10 4.6%
4 わからない 59 27.1%

無回答 1 0.5%

218 100.0%回答者数  
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24.3%

43.6%

4.6%

27.1%

0.5%

周知な国内外地名については現行より広範に…

現行の範囲内で良い

現行より登録拒絶の範囲を狭くすべき

わからない

無回答

 

（２） 国内ヒアリング調査の結果 

 ある食品関係企業からは、「現行の商標法第 3条第 1項第 3号の審査について、厳しく

審査して欲しいとの意見があった。この背景としては、『地名』に関して第三者の登録が

あると、自社の商品が第三者の商標権の侵害になるおそれがある。（製造業者としては、

小売店に「棚置き」をさせてもらっており、その商品についての警告・訴訟などが原因

で、確保していた棚に空きを作ってしまった場合には補償義務が発生するので、極力そ

のような事態を避けるために神経を使っている。）このため、予防策として、『地名』の

商標について、特許庁に『識別力なし』として拒絶されることを期待し、敢えて商標出

願をすることもある。仮にそのような商標出願が『登録査定』となってしまった場合に

は、商標使用の意思がなくても、出願を放棄せず、そのまま登録を維持する。これは、

登録査定された地名の商標を放棄後、第三者が該地名の商標を登録してしまうことを避

けるためである。すなわち、企業としては、『地名』に関しては、拒絶をもらうための出

願及び不使用商標の登録の維持、という点で負担が生じている。」という意見があった。 

また、別の食品関係企業からは、「周知な国内外地名については、現行より広範に登録拒

絶を行うべきであり、指定商品、役務との関係で出願商標に識別性がある場合でも拒絶す

べきであると考える。このことは、自社（営業部門）において地名について商標登録のニ

ーズがあろうと無かろうと、拒絶すべきであるという考えである。 

 この考え方の理由は以下の通りである。すなわち、地名を含む商標出願について指定商

品、役務との関係を考慮することで、識別性の判断が複雑になり、結論の出し難いグレー

ゾーンが広がると同時に結論自体の安定性が下がる。企業としては独占を意図しなくとも、

将来の使用までも担保するためにはその登録の可否を考えざるを得ない状況が多くなり、

業務等の非効率に繋がる。そのため、判断の基準は、簡単、明快な、誰も取得できない方

向に振れた方が良い。具体的には、原材料メーカーや、加工品メーカーにおいて、使用対

象の商品は様々であり、既存の商標権の指定商品等によって商標の使用可／不可（先登録
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がない場合には今後の登録の可／不可）が分かれることは、上記のような判断しづらい場

面や業務の負荷が生じる、といった意見があった。 

（３） 日本知的財産協会からの意見 

（ⅰ） 我が国の地名に関する制度及び運用は、欧米とは調和がとれた制度であるという

ことができるか。 

 諸外国の法制度、審査運用を見てみると、おおよそ各国ともに商品・サービスの地理的

出所を示す、又は将来的にそうなる可能性、そして公衆からそのように認識され得るもの

は、不登録事由として扱っているものであり、それは、我が国における法制度、審査運用

と大きく異なるところはないと思われる。 

また、米国、EU、豪州、中国等の各国ともに、地理的表示・地名等であっても使用によ

る識別力を獲得するに至った場合は、その商標登録を認めているものであり、その点も我

が国の法制度、審査運用と異なるところはないと考える。 

現行の我が国の「地名」に関する法制度、審査運用については、これまでの審査・審判

決例の蓄積を踏まえると概して安定していると考えられ、ユーザーとして法改正の必要性

等、問題となるような点はないと考える。 

 

（ⅱ） 韓国、中国においては、「顕著な（公知な）地名」について独立の登録拒絶条項を

有するが、我が国も、地名に関する拒絶理由について、現行の商標法第 3 条第 1 項第 3 号

に加えて、例えば「周知な国内外地名」を規定する必要はないか。そして、その場合、弊

害や問題点はないか。また識別性がある場合でも拒絶すべき必要性があるか否か。 

 

商標制度は、自他商品・役務の識別機能を有する商標を使用することにより形成される

業務上の信用を独占的に使用できることを保護することによって、出所の混同を防止し、

健全な商取引を確立・維持していくことを目的とするものであるが、「地名は登録できない」、

「周知な地名は登録できない」といった不登録事由を設けるような法改正は、自他商品・

役務の識別機能を有するものまでも保護しない、といったような制度となりかねず、健全

な商取引の確立・維持上も混乱をきたすものと思われる。 

したがって、ユーザーとしては、上記の主旨により、指定商品・役務との関係において、

その商品の産地・販売地又はその役務の提供場所を表すものとして把握されないケースや、

使用による識別力を獲得したものについては、現行どおり、登録の道を残してもらいたい

と考える。 

但し、現行の規定、審査運用及びこれまでの審判決例等により、基本的に「地名」は識
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別性の問題から登録が難しい、という現状に鑑みれば、更なる基準の明確化、そして諸外

国との法制度との整合性といったことから、例えば、審査運用における識別性のないケー

スの拡大（産地、販売地及び役務の提供地以外の地理に関する要因の追加）や、現行の商

標法第 3条 1項 3号の審査基準「国家名、著名な地理的名称・・・を表示するものとする」

における「著名」という基準を「周知」という程度に変更する、といったような変更を検

討するものであれば、それほど大きな混乱を招くものではないと考える。 

（ⅲ） その他 

使用により識別力を獲得した場合の保護制度（商標法第 3 条第 2 項）については、現に

長年の使用により、識別力を獲得している商標が多数存在することや今後も同様な商標が

多々出てくる可能性、そして諸外国との整合性の観点からも問題がないことに鑑み、ユー

ザーとして引き続き保護していただきたいと強く希望するが、今後、本調査研究のように

商標法第 3 条第 1 項第 3 号に「周知な地名」を規定する必要があるかどうかの検討をする

ことと異なり、例えば、現行の商標法第 4 条 1 項各号に新たに拒絶理由を追加するような

議論となると、使用による識別力を獲得した場合であっても拒絶理由が解消されず保護さ

れないこととなるため、今後の「商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方」に

関する検討においては、そのような観点からの議論にもご留意いただきたいと考える。 

また、社名の取扱いについても、現在、「行政区画名＋業種名（商品・役務）（＋株式会

社等）」に関しては（例 日本生命保険相互会社、日本電信電話株式会社等）、商標法第 3

条 1 項 4 号の審査基準により登録の可能性がありますが、このような社名に関し登録でき

なくなるような法改正等であれば、多くの企業の事業活動に影響があることから、今後の

「商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方」の検討にあたっては、現行の商標

法第 3条１項 4号の審査基準の観点からの考察も考慮いただきたいと考える。 
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４． 商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方について 

（１） 我が国の現状 

（ⅰ） 商標法第 3条第 1項第 3号及び第 4条第 1項第 16 号の趣旨 

我が国の商標法上、国内外の地名を普通に用いられる方法で表示する商標は、商品の産

地・販売地、役務の提供の場所を認識させる場合は登録できないこととなっている（商標

法第 3条第 1項第 3号）。また、国内外の地名をその構成中に含む商標は、商品の産地・販

売地、役務の提供の場所を誤認させるおそれがある場合には、商品の品質又は役務の質に

ついて誤認を生じさせるおそれがあるとして、登録を受けることができないこととなって

いる（同法第 4条第 1項第 16 号）。 

商品の産地又は販売地などが商標法第 3 条において登録要件を欠くとされるのは、その

ような表示に接した需要者、取引者が単に産地又は販売地を表示しているものと認識し自

他商品識別標識としての機能を果たすものとしては認識しないという識別性に着目した理

由ばかりではなく、そのような表示は多くの者が使用を欲することから特定人に独占使用

させることが適当ではないという独占適応性に着目した理由もある140。 

また、第 3 条第 1 項第 3 号に該当することにより商標登録できない産地・販売地は、実

際の商品の産地、販売地である必要はなく、需要者・取引者がそのように認識することを

もって足りるとされる141。同様に、第 4 条第 1 項第 16 号の品質の誤認の解釈についても、

その商標によって表されているような品質（産地等を含む）の商品が現実に製造、販売さ

れている必要はなく、需要者がその商標を付した商品に接したならば、その商品の品質等

の特性（産地等を含む）を誤認するおそれがあれば足りるとされている142。 

以上の考え方は、役務の提供の場所についても同様である。 

                                            
140 「ワイキキ事件」昭和 54 年 4月 10 日 最高裁判所 昭和 53 年（行ツ）129 号（商品の産地又は販売地などからなる

商標が商標登録の要件を欠くとされているのは、そのような商標は「商品の産地、販売地、その他の特性を表示記述する

標章であって、取引に際し必要適切な表示として何人もその使用を欲するものであるから、特定人によるその独占使用を

認めるのを公益上適当としないものであるとともに、一般的に使用される標章であって、多くの場合自他商品識別力を欠

き、商標としての機能を果たし得ないものであることによるものと解すべき」とされる。） 
141 「GEORGIA 事件」昭和 61 年 1月 23 日 最高裁判所 昭和 60 年（行ツ）68 号（産地、販売地というには、「必ずしも

当該指定商品が当該商標の表示する土地において現実に生産され又は販売されていることを要せず、需要者又は取引者に

よって、当該指定商品が当該商標の表示する土地において生産され又は販売されているであろうと一般に認識されること

をもって足りるというべき」。本件では「GEORGIA」なる商標に接する需要者・取引者は指定商品コーヒー等がアメリカ合

衆国のジョージアなる地において生産されているものであろうと一般に認識するものと認められるとした。） 
142 「スピルリナ事件」平成元年 4月 20 日 東京高裁 昭和 63 年（行ケ）113 号（商標登録出願に係る商標が商標法第 4

条第 1項第 16 号にいう「商品の品質の誤認を生ずるおそれがある商標」に該当するというためには、その商標によって

あらわされるような品質の商品が現実に製造、販売されていることを必要とするものではなく、一般需要者が、その商標

を付した商品に接したとするならば、その商品の品質効能等の特性を誤認するおそれがあれば足るものというべきであり、

この理は同法第 3条第 1項第 3号の適用の関係においても同様である。） 
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（ⅱ） 特許庁の審査運用 

 特許庁の第 3 条第 1 項第 3 号の審査運用では、国内及び外国の著名な地理的名称や著名

な繁華街などについては、需要者・取引者が商品の産地・販売地や役務の提供場所を表示

しているものと認識しやすいことから、同号の拒絶の対象として取り扱うこととされてい

る143。また、商品の産地・販売地や役務の提供の場所であることが辞書等に記載されてい

なくとも、商品の産地、販売地や役務の提供の場所に結びつき得る要因があれば、商品の

産地、販売地や役務の提供の場所を表示するものとして扱うこととされている144。 

また、第 4条第 1項第 16 号の審査運用では、商品又は役務に商標が表示する品質や質が

現実に存在していなくとも、その商品の品質や役務の質として需要者に誤認される可能性

があれば足りるとしている。その上で、商品の産地・販売地又は役務の内容の特質若しく

は役務の提供の場所を表すと認識される国家名・地名等を含む商標について、その商標が

当該地以外の地で生産・販売される商品や提供される役務について使用されるときは、商

品の品質又は役務の質の誤認を生じさせるおそれがあるものとして同号を適用するとされ

ている145。 

（２） 諸外国の状況 

（ⅰ） 米国 

米国商標法（ランハム法）第 2 条（e）（2）は、「出願人の商品に付して又は関連して使

                                            
143 「商標審査基準」（特許庁商標課編）の第 3条第 1項第 3号では、「国家名、著名な地理的名称（行政区画名、旧国名及び

外国の地理的名称を含む。）、繁華な商店街（外国の著名な繁華街を含む。）、地図等は、原則として、商品の産地若しくは販売地又は

役務の提供の場所（取引地を含む。）を表示するものとする。」としている。昭和 63 年審判第 10653 号（「バクダッド」は観光

地として我が国において広く知られていることから「台所用品」等との関係でも産地、販売地と認識されるとされた。）。

昭和 63 年審判第 5857 号（「JAVA」は農産物の産地として知られているほか観光地としても我が国において知られている

ことから指定商品「紙巻きたばこ」との関係で産地、販売地と認識されるとされた。） 
144 「商標審査便覧」（特許庁商標課編）の 41．103．01（外国の地名等に関する商標について）では、首都名、州名、県

名、州都名、省名、省都名、郡名、県庁所在地（県都）、旧国名、旧地域名、地方名、市、特別区、著名な繁華街、著名

な観光地については、「直接商品の産地、販売地（取引地）又は役務の提供場所（取引地）であることが辞書その他の資

料に記載されていなくても、産地、販売地（取引地）又は提供地（取引地）に結びつき得る要因があれば、原則として産

地、販売地（取引地）又は提供地（取引地）を表すものとして拒絶する」としている。 
145 「商標審査基準」（特許庁商標課編）の第 4条第 1項第 16 号では、次のとおりとしている。 

●「『商品の品質又は役務の質の誤認を生ずるおそれ』とは、その品質又は質がその商品又は役務に現実に存在すると否

とを問わず、その商品が有する品質又は役務が有する質として需要者において誤認される可能性がある場合をいう。」 

●「国家名・地名等を含む商標であって、それが指定商品又は指定役務との関係上、商品の産地・販売地又は役務の内容

の特質若しくは役務の提供の場所を表すものと認識されるものについては、その商標が当該国若しくは当該地以外の国若

しくは地で生産・販売される商品について使用されるとき、又は当該国家名又は当該地名等によって表される特質を持っ

た内容の役務若しくは当該国・地で提供される役務以外の役務について使用されるときは、商品の品質又は役務の質の誤

認を生じさせるおそれがあるものとして、本号の規定を適用するものとする。・・・ただし、次のように商品の品質又は

役務の質の誤認を生じさせることなく適正に表示されている場合はこの限りでないものとする。(ｲ) 被服に係る商品に

おいて、商標中に『イギリス』の文字を含み、指定商品が『イギリス製の洋服』の場合・・・」 
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用される場合に、主として地理的にこれらの商品を記述するもの」は、商標登録できない

としている。 

「主として地理的記述を表示する標章（geographically descriptive mark）」であると

して登録を拒絶する判断にあたって、審査官は、以下の三つのテストが必要とされている。

すなわち、①当該標章の主たる意味合いが、地名として一般に（generally）知られている

こと、②商品又はサービスが、当該標章が示す場所に由来（origin）すること146及び③需

要者が、商品又はサービスが当該標章の示す場所に由来すると考える可能性（likely）が

あること、である147。 

②の商品又はサービスが由来するか否かの判断は、様々な要素を勘案して決定しなけれ

ばならないとされ、例えば、標章が商品の主要構成要素や原材料が製造される場所を示す

場合は、由来する場所と認められる148。 

③については、当該用語の地理的な意味合いが当該語の主たる意味合いであり、当該地

理的場所が無名でも辺鄙でもない（neither obscure nor remote）場合は、通常、出願人

の商品・サービスは当該標章に表示された場所に由来すると推定される149。商品と場所と

の関連に関しては、当該標章に表示された場所が当該商品に関して有名であることを立証

する必要はない。例えば、「Tuscany」は、家具については有名でなくても、イタリアは家

具を含む様々な製品の重要な生産地であり、インターネットにおいて「Tuscany」を発信元

とする家具の販売の広告もあることから、当該地理的場所と商品との関連が認められた150。

一方、周知であっても商品又はサービスの出所となり得るにすぎない場合は関連性の立証

は十分ではないとされる。例えば、缶詰についての商標「VENICE MAID」は、Venice が大

きなイタリアの都市で多くの商品との関係が想起し得るということだけでは主として地理

的記述であるというに十分ではないとして、拒絶が支持されなかった151。 

また、商標法 2 条（ｆ）は、地理的記述を表示する標章として拒絶された商標のうち、

使用による識別力を獲得したものは登録されるとしている。 

（ⅱ） 欧州共同体商標 

欧州共同体商標理事会規則第 7 条第 1 項（c）は、「商品若しくはサービスの原産地を示

すために取引上使用されることがある標識若しくは表示のみからなる商標」は登録するこ

                                            
146 この三のテストは同法第 2条(e)(3)で不登録事由とする「主として地理的に欺瞞的に不実の標章（Geographically 

Deceptively Misdescriptive Marks）」の判断にも共通するが、第２のテストが両条項の適用の分かれ目となる。 
147 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」1210.01 
148 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」1210.03 
149 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」 1210.04。資料編

Ⅳ－２－２ Ⅱ．（３）参照。 
150 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」 1210.04 (a)  
151 米国特許商標庁 TMEP「Trademark Manual of Examination Procedure(6th Edition Rev.2 2010) 」 1210.04 (a) 
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とができないとしている。 

そして、OHIM の審査基準152によれば、これに該当するというには、3 段階のテストが必

要である。すなわち、①当該語が地名(geographic term)として理解されること153、②地名

として理解されるだけでなく、指定商品・サービスに使用されたときに地理的な場所を示

すものとして認識されること154、及び③商品又はサービスと地名との関連155である156。 

③の商品又はサービスとの関連とは、理論的に商品の製造地・サービスの提供地となり

得るというものでは十分でなく、地理的場所が関連公衆の認識の中で現実的に商品・サー

ビスと関連付けられるか、又は将来当該商品の地理的原産地として使用される蓋然性があ

るかでなければならない157。 

例えば、チューインガムに「Hollywood」の表示をするように、格好のよい都市名を商品

名に使用する慣行がある場合は暗示的(suggestive)であり拒絶の対象とはならない。また、

例えば、自動車のような商品は、数多くの都市において製造されるものではないことを公

衆は承知しているから、「SEAT Cordoba」，「Toledo」，「Malaga」のような標識は商品モデル

名を示すためものと認識するとして拒絶の対象ではないとされる。一方、財務サービスに

「Munich」、保険サービスに「Zurich」のような表示は、企業の設立場所を示すものとして

認識されるものであるから、登録は拒絶される158。 

そして、将来の蓋然性の判断にあたっては、現在の需要者の認識と客観的な基準を根拠

として、特に地理的原産地と指定商品との関係や地理的名称を商品の原産地や商品の特定

の品質基準等を示すために使用する商取引における当該表示の使用を考慮しなければなら

ない159。 

また、欧州共同体商標理事会規則第 7条（3）は、商品又はサービスの産地又は提供地が

使用された結果、識別性を獲得した場合には、登録できるとしている。 

 

                                            
152 The Manual Concerning Proceedings before the Office for Harmonization in the Internal Market (Trade Marks 

and Designs), Part B, 7.6.5.1（以下「OHIM Manual」という。） 
153 OHIM Manual（The Manual Concerning Proceedings before the Office for Harmonization in the Internal Market 

(Trade Marks and Designs), Part B, 7.6.5.1.e) 
154 OHIM Manual （The Manual Concerning Proceedings before the Office for Harmonization in the Internal Market 

(Trade Marks and Designs), Part B, 7.6.5.1.f) 例えば、「北極」や「モンブラン」は一般に知られる地名であるが、

アイスクリームやスポーツカーとの関係では商品の製造地とは認識され得ないものである。 
155 OHIM Manual（The Manual Concerning Proceedings before the Office for Harmonization in the Internal Market 

(Trade Marks and Designs), Part B, 7.6.5.1. g) 
156 資料編Ⅳ－３ Ⅱ．（１） e) 参照。 
157 OHIM Manual （The Manual Concerning Proceedings before the Office for Harmonization in the Internal Market 

(Trade Marks and Designs), Part B, 7.6.5.1.g) 
158 OHIM Manual （The Manual Concerning Proceedings before the Office for Harmonization in the Internal Market 

(Trade Marks and Designs), Part B, 7.6.5.1.h) 
159 OHIM Manual （The Manual Concerning Proceedings before the Office for Harmonization in the Internal Market 

(Trade Marks and Designs), Part B, 7.6.5.1.g (2)） 
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（ⅲ） 英国 

英国商標法第 3条（1）（c）によれば、商品又はサービスの原産地を表すために取引上用

いられる標識のみからなる商標は登録されないとされる。そして、英国の商標審査マニュ

アル160によれば、地名の登録可能性に関する法令は欧州裁判所の判決161に依拠している。

すなわち、①その名称が関連する公衆において既に指定商品又は役務との関係で特定の場

所を示している、又は、②現在は無関係であっても将来的にその名称が関連する商品又は

サービスの地理的出所を表示する可能性があるときは登録が認められないとされる162。そ

して、商品又はサービスの地理的出所を示すものとして使用される可能性があるかの判断

においては、関連する公衆における当該地名への認識の程度、その地域の特徴、商品又は

サービスの性質などを勘案しなければならず、当該場所でその商品が生産された事実は必

ずしも必要ないとされる163。 

審査運用上は、(a)指定商品又はサービスにおいてその地名が名声を有しているか、(b)

そうでなければ、当該地域の性質から指定商品又はサービスの地理的出所を示す、又は将

来的にそうなる可能性があるかどうか、(c)当該地域が関連する英国の人々に知られている

程度及び知られている物、などの要素を勘案するとされる164。当該テストは当該産地での

生産の現実性を評価するのではなく、蓋然性をもとに地理的出所を表示するものとして使

用される可能性があるかどうかを評価するものである165。 

周知な地名は拒絶され易いが、（商品・サービスとの関係で）魅力的な又はエキゾチック

な地名は、周知な地名という理由のみでは拒絶されない166。例えば「Marrakech」が指定商

品「自動車」として出願された場合、「Marrakech」はエキゾチックで魅力的な標章であり、

登録され得る。しかし、その指定商品がカーペットの場合、「Marrakech」は商品の原産地

を表示するものとして登録されない167。 

なお、原産地を表すために取引上用いられる標識のみからなる商標であっても、使用に

より識別力を獲得したものは登録されうる（3 条（1）ただし書き）。 

                                            
160 Manual of Trade Mark Practice, The Examination Guide, Geographical Names (Registrability of Gegraphical 

Indications as Trade Marks；以下「UK Manual」という。) 1 
161 Windsurfing Chiemsee v Boots and Attenberger (C-108/97 & 109/97) 
162 UK Manual （Manual of Trade Mark Practice, The Examination Guide, Geographical Names (Registrability of 

Gegraphical Indications as Trade Marks）)1  
163 UK Manual （Manual of Trade Mark Practice, The Examination Guide, Geographical Names (Registrability of 

Gegraphical Indications as Trade Marks）)1  
164 UK Manual （Manual of Trade Mark Practice, The Examination Guide, Geographical Names (Registrability of 

Gegraphical Indications as Trade Marks）)2 a)～c) 
165 UK Manual （Manual of Trade Mark Practice, The Examination Guide, Geographical Names (Registrability of 

Gegraphical Indications as Trade Marks）)2 
166 UK Manual （Manual of Trade Mark Practice, The Examination Guide, Geographical Names (Registrability of 

Gegraphical Indications as Trade Marks）)3 a) 
167 UK Manual （Manual of Trade Mark Practice, The Examination Guide, Geographical Names (Registrability of 

Gegraphical Indications as Trade Marks )3 a)。資料編Ⅳ－２ Ⅱ．（１） b) 
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（ⅳ） ドイツ 

 ドイツ商標法 8条［2］（2）によれば、商品又はサービスの原産地を表示するために取引

上使用されることがある標識又は表示のみをもって構成された商標は登録されないとされ

る。 

原産地に該当するかどうかは，その地理的表示が関連のある公衆に知られているか、及

び地理的表示として今後の使用が合理的に期待され得るかが考慮される。すなわち、公衆

に知られている場合や、今後の使用が合理的に期待される場合には、登録は不可能である168。 

公衆の目から見て地理的原産地の直接の記述に当たるものは登録が排除される。例を挙

げれば、都市名（Newcastle, Cloppenburg）、国名（Liechtenstein）など。また、通りの

名称（Park Avenue）も都市と明確に関連付けられる範囲で対象となるが、「Broadway」は

それが否定された。最終的には個別に判断されることになる169。 

なお、原産地を表示するために取引上使用されることがある標識・表示のみをもって構

成された商標であっても、使用により識別力を獲得したものは登録されうる（第 8条［3］）。 

（ⅴ） 豪州 

豪州商標法第41条（6）によれば、商品又はサービスの原産地を表示する標章のみで構成

されている商標は、商品又は役務を識別するのに本質的に適していないとされ、登録官は

拒絶しなければならないとされる。 

そして、商標審査マニュアル170によれば、具体的には、商品又はサービスとの明確又は

潜在的な関係のある地名（例えば、商品・サービスとの関係の可能性の高い大都市）や一

次産品の生産地の地名であって生産量は尐ないながらも関連する一次産品又は自然産品の

名声を有しているときは、元々の識別性を有さないとされる171。  

豪州の都市名又は地名については、特に当該土地が特定の商品やサービスで有名であっ

たり、指定商品又はサービスがどの町でもよく生産されるような品目だった場合には人口

構成に関わりなく拒絶される172。外国の地名については、指定商品やサービスとの関係や

潜在的関連を基に判断されることになる。サービスについての出願の場合は、外国からの

サービスの提供は想定できない（明らかな例外としては旅行サービス）ので、拒絶の理由

                                            
168 資料編Ⅳ－５ Ⅱ．（２） a)参照。 
169 資料編Ⅳ－５ Ⅱ．（２） e)参照。 
170 The Australian Trade Marks Manual of Practice and Procedures, Part 22, 15 Geographical names（以下「AU Manual」

という。） 
171 AU Manual （The Australian Trade Marks Manual of Practice and Procedures, Part 22, 15 Geographical names）

15.1 
172 AU Manual （The Australian Trade Marks Manual of Practice and Procedures, Part 22, 15 Geographical names）

15.2 
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は存在しない。しかし、商品については、通常、外国から輸入されたり、外国スタイルで

の市場化もあるので、登録は難しいであろう173。 

その他、例えば、「Kiwi」のように地理的な関係を示唆する語からなる商標は、他の事

情がなければ、ニュージーランドの居住者を表示するとして拒絶される可能性がある174。

また、「Byblos」のような古代都市名のように商品又はサービスと関連がないときは識別

性があるものと判断され得るが、観光名所などとなっているときは特定のサービスなどと

の関係で拒絶の対象となり得るとされる175。 

また、第41条（6）（a）は、当該商標が出願日前から使用され、識別力を獲得した場合

は、出願人がそれを証明することにより、商標登録を受けることができるとしている。 

（ⅵ） 中国 

 中国商標法第 11 条では、使用をされた結果、顕著な特徴を有し、且つ容易に識別できる

ものになったときを除き、主要な原材料、効能その他の特質を直接表示したにすぎないも

のや、顕著な特徴を欠くものなどは商標登録することができないと規定されている176。 

それに加えて、同第 10 条第 2項では、県クラス以上の行政区画の地理的名称又は公衆に

知られた外国の地理的名称は商標としてはならないとされ商標登録できないとされている

177。公平な他人の商業的活動を妨げるおそれがあること等を理由とするもののようである
178。なお、同規定では、公知の外国地名により構成されるものばかりでなく、そのような

地名が含まれるものも公知の外国地名であると判定される179。具体例として、「加州紅」（加

州はカリフォルニア：指定商品ビール、ミネラルウォーター）、「Olympia」（ギリシャのオ

リンピア：指定商品服装）、 「柏林／ＢＡＩＬＩＮ」（柏林はベルリン：指定商品ビール）、

「Varsaw Burgrave／華沙貴族」（華沙はワルシャワ：指定商品靴）などが挙げられる180。

                                            
173 AU Manual （The Australian Trade Marks Manual of Practice and Procedures, Part 22, 15 Geographical names）

15.3 
174 AU Manual （The Australian Trade Marks Manual of Practice and Procedures, Part 22, 15 Geographical names）

15.3 
175 AU Manual （The Australian Trade Marks Manual of Practice and Procedures, Part 22, 15 Geographical names）

15.4 
176 中国商標法第 11 条においては、第 1項において、以下の標章は商標として登録することができないとし、第 1号に「商

品に単に一般的に用いられる名称・図形・記号」が、第 2号に「単なる商品の品質、主要な原材料、効能、用途、重量、

数量及びその他の特質を直接表示したにすぎないもの」が、第 3号に「顕著な特徴を欠くもの」が規定されている。その

上で、第 2項において、「前項に掲げる標章が、使用をされた結果、顕著な特徴を有し、且つ容易に識別できるものとな

ったときは、商標として登録することができる。」と規定されている。 
177 中国商標法第 10 条第 2項においては、「県クラス以上の行政区画の地理的名称又は公衆に知られた外国の地理的名称

は商標としてはならない。ただし、その地理的名称が別の意味を含み、又は団体商標・証明商標としてその組成部分とな

っている場合を除く。地理的名称を利用した商標として既に登録されたものは、引き続き有効である。」と規定されてい

る。 
178 資料編Ⅳ－７ Ⅱ．(1) 
179 中川博司「東アジアの商標制度(I)」136 頁（平成 19 年 経済産業調査会） 
180 中川博司「東アジアの商標制度(I)」136 頁（平成 19 年 経済産業調査会） 
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ただし、商標が外国地名とその他の文字と構成され、全体として別の意味を有し、かつ指

定商品での使用は公衆に商品の生産地に関して混同を生じるおそれのないとき、例えば商

標「LONDON FOG」をかばん、傘を指定商品として登録することができる181。 

なお、今般の海外調査報告によれば、第 10 条第 2項により登録が認められない地名であ

っても、第 11 条第 2項を満たして顕著な特徴を有するものになった場合は商標登録し得る

とされている182。 

（ⅶ） 韓国 

韓国商標法第 6条第 1 項では、「商品の産地を普通に用いられる方法で表示する商標」（第

3 号）のほか、「顕著な地理的名称、その略語又は地図のみからなる商標」（第 4 号）は商

標登録ができないとしている183。 

このうち、第 3 号の「商品の産地」に関しては、当該商品の特性を直感できる地域を表

示するものとして、当該商品が当該地方で過去生産されたり、現実的に生産されている場

合は勿論、その地方で生産されているものとして一般需要者が認識してしまう場合にも同

号に該当する184。「産地」の範囲は、当該商品が現実的に生産されている場合は勿論、一般

需要者又は取引者がそこで生産されていると認識している場合も含む185。産地表示か否か

は、指定商品との関係から具体的に判断しなければならず、指定商品と関連して産地表示

とみられない地理的名称は、同号に該当しない186。 

また、第 4 号の「顕著な地理的名称」とは、国家名、国内のソウル特別市、広域市又は

道の名称、市又はソウル特別市の区、広域市の区、郡の名称、著名な外国の首都名、大都

市名、州又はこれに相当する行政区域の名称、そして顕著に知られている国内外の古蹟地、

観光地、繁華街等の名称等とこれらの略称をいう187。顕著な地理的名称が含まれている商

標であってもその地理的名称が商標の主要部分とみることができず、その残りの部分によ

って識別力がある場合には、本号を適用しない188。 

例えば以下の地名は顕著な地理的名称と推定される。FINRANDIA, OXFORD, VIENNA, LINE, 

HEIDELBERG, NEWYORK, MANHATTAN, GEORGIA, BRITISH-AMERICAN, INSBRUCK, 奬忠洞王ジョ

ッパル、鐘路学院、NIPPON EXPRESS189。顕著な地理的名称か否かの判断は、一般需要者又

は取引社会で広く認識されている程度でなければならず、辞典に掲載されていることを基

                                            
181 中川博司「東アジアの商標制度(I)」136 頁（平成 19 年 経済産業調査会） 
182 資料編Ⅳ－７Ⅱ．(2) 
183 今般の海外調査報告では、第 4号を規定した理由は必ずしも明らかにはならなかった。資料編Ⅳ－８ Ⅱ．(1) 
184 中川博司「東アジアの商標制度(II)」78 頁(平成 19 年 経済産業調査会)  
185 中川博司「東アジアの商標制度(II)」79 頁(平成 19 年 経済産業調査会)  
186 中川博司「東アジアの商標制度(II)」79 頁(平成 19 年 経済産業調査会)  
187 中川博司「東アジアの商標制度(II)」85 頁(平成 19 年 経済産業調査会)  
188 中川博司「東アジアの商標制度(II)」85 頁(平成 19 年 経済産業調査会)  
189 中川博司「東アジアの商標制度(II)」85 頁(平成 19 年 経済産業調査会)  
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準にするものではない190。 

また、第 3 号に該当する商標だけでなく、第４号に該当する商標であっても、葡萄酒及

び蒸留酒の地理的表示であるなど他の不登録事由に該当する場合を除き、使用による識別

力を獲得するに至っている場合は商標登録を受けることができるとしている191。 

（３） 検討すべき論点 

（ⅰ） 商標法改正の是非 

商標制度は、自他商品識別標識である商標が使用されることによって発揮される商標の

機能が正常に営まれることにより形成される業務上の信用を独占権で保護することにより、

出所の混同を防止し商取引の秩序を確立・維持することを目的とするものである。 

商標法は、このような目的を達成しうる商標のみを保護することとするために、登録の

対象は自他商品識別標識としての機能を果たしうる商標に限ることとし（第 3条）、誤認混

同等を生ずるような商標は登録しないこととしているのである（第 4 条）。 

すなわち、自他商品識別標識としての機能を果たしえない「商品の産地・販売地、役務

の提供の場所」については登録をしないこととし（第 3条第 1項第 3 号）、商品の産地・販

売地、役務の提供の場所についての誤認、すなわち商品の品質、役務の質を誤認させるよ

うな商標も登録をしないこととしているのである（第 4条第 1項第 16 号）。 

第 3 条第 1 項第 3 号において、あえて「地名」とせず「産地・販売地、提供の場所」と

しているのは、全ての地名が自他商品識別標識としての機能を果たしえないとはいえない

ということにある。実際上も、商品・役務との関係では、産地・販売地等として認識され

ることはなく、自他商品識別標識としての機能を果たしうる「地名」からなる商標の実例

も尐なくなく、このような地名には、周知なものもあればそうでないものもある192。 

ちなみに、我が国の商標法を振り返ってみると、登録要件の規定において、かつては、

「『地名』のみの商標は登録しない」とする規定ぶりであったこともあるが（明治 17 年商

標条例（第 5条第 2号）、明治 25 年商標条例施行細則（第 13 条第 3号））、その後は、登録

要件又は商標権の効力の制限の規定において、あえてその表現を『産地』に改めており（明

治 32 年商標法（第 2条第 6号）、明治 42 年商標法（第 6条）、大正 10 年商標法（第 8条））、

さらに、これを現行の昭和 34 年商標法（第 3 条第 1 項第 3 号、第 26 条第 1 項第 2 号）で

                                            
190 中川博司「東アジアの商標制度(II)」86 頁(平成 19 年 経済産業調査会)  
191 韓国商標法第 6条第 2項においては、第 1項第 3号ないし第 6号に該当する商標であっても、商標登録出願前に商標

を使用した結果、需要者の間にその商標が何人かの業務に係る商品を表示するものであるか顕著に認識されているものは、

その商標を使用した商品を指定商品として商標登録を受けることができると規定されている。また、資料編Ⅳ－８ Ⅱ．

(4)参照。 
192 例えば、無名に近く多くの需要者が地名であることすら認識しないものや、人が誰も住んでいない世界的に著名な島

の名前等。また、前掲(2)の諸外国の状況の例も参照。 
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は『産地・販売地』としているのである。 

したがって、商標法上（例えば、第 4 条第 1 項）に「地名は登録しない」とか「周知な

地名は登録しない」旨の不登録事由を設けるという法改正を行うことは、自他商品識別標

識としての機能を果たしうるものについてまでも保護しないということになり、商標制度

上にその合理的な理由を見出すのは困難と言わざるを得ない。勿論、商標制度について、

政策的な観点から法改正を行うことはあり得るが、その場合であっても、商標制度の基本

（商標制度は何を保護する制度なのか）や目的との整合性には留意しなければならない。

例えば、第 4条第 1項第 17 号のように、条約上の義務履行というようなやむを得ない場合

であれば、制度目的との整合性に目をつぶるということはあり得ようが、そのような根拠

のない中での法改正は慎重であるべきである。 

（ⅱ） 諸外国との整合性 

我が国の商標法において、国内外の地名に関する登録要件については、上記（２）のと

おり、第 3 条第 1 項第 3 号で商品の産地・販売地、役務の提供の場所を普通に用いられる

方法で表示する標章のみからなる商標については登録できない（同条第 2 項の場合を除

く。）としているが、そのほか、第 6号で識別性の総括条項として需要者が何人かの業務に

係る商品又は役務であることを認識することができない商標を登録できないとしている。

このため、国内外の地名に関する商標については、産地・販売地、役務の提供の場所以外

であっても識別性がないことを理由とする範囲内であれば、現行商標制度の枠内でも登録

を拒絶又は無効とすることが可能と考えられる。 

一方、諸外国の法制度の調査結果は上記のとおりであるから、いわゆる「周知な外国地

名」（公衆に知られた外国の地理的名称、顕著な地理的名称）に関する登録要件又は不登録

事由を有する中国、韓国を含め、個別の規定振りに異なるところがあるとしても、国内外

の地名に係る商標については、諸外国も、我が国と同様に、概ね識別性に関連する登録要

件又は不登録事由として扱っており（前述したとおり、海外調査報告によれば、中国・韓

国では、「周知な外国地名」についても、使用による識別力を獲得した場合には登録可能と

なっている）、その限りにおいては大きく異なるわけではなく、広く知られた地理的名称で

あるがために商品の産地・販売地、役務の提供の場所と認識されるものについては商標登

録をしないという考え方や審査運用にはさほど大きな差異はない。 

したがって、我が国が識別性の観点を超えて登録を拒絶・無効とし得るよう登録要件又

は不登録事由の法上の枠組みを変更する必要性はないのではないかと思われる。仮に、識

別性に関わらず、国内外の地名を拒絶又は無効の理由とするならば、例えば、使用による

識別力を有するに至ったような周知商標さえ商標法で保護できなくなる可能性がある一方

で、識別力を有するにもかかわらず、地名に係る商標の登録を排除しなければならない具
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体的必要性も考えがたい。かかる観点からも、商標法上の登録要件又は不登録事由を変更

する必要性は乏しいと考えられる。 

なお、別途行われた地名からなる商標の登録要件のアンケート調査193（対象：日本知的

財産協会、日本弁理士会）においても、登録を拒絶する範囲について約 44％が現行の範囲

内でよいとしており（24％がもっと広く、5％がもっと狭く、27％が不明）、ユーザーの意

向とも整合するように思われる。 

（ⅲ） 審査基準の整備 

 国内外の地名に係る商標について、識別性の観点を超えて登録要件の法上の枠組みを変

更すべきではないとしても、識別性がない商標については、現行商標法の下でも商標登録

できないこととなっており、その審査の判断基準の統一を図り、予見可能性を向上させる

ために、審査基準の一層の整備の必要性を検討することは有意義と考えられる。 

先ず、現行では第 3条第 1項第 3号又は第 4 条第 1項第 16 号の審査基準として商品の産

地・販売地又は役務の提供の場所を表示する商標に関するものが定められているが、それ

以外の地名からなる商標であっても、識別性がなく、かつ独占不適応といえる商標ならば

第 3条第 1項第 6号の適用も考え得るのではないだろうか。例えば、平成 18 年改正におい

て「使用」の定義の中に「輸出」が追加されたことを踏まえ、商品の産地・販売地等とは

言えなくとも、商品の「海外仕向地」を表すものと認識され得るならば、識別性がないと

いうことができないだろうか。さらに、商品の産地・販売地、役務の提供の場所とは言え

なくとも、例えば、世界的な保険サービスや国際的な財務・税務サービス等について想定

できるような「企業の事務所等の所在地・設立場所」として認識され得るならば、やはり、

識別性がなく独占不適応であるということができないだろうか。このように、商品の産地・

販売地又は役務の提供の場所以外の商品・役務の取扱地を認識させ、識別性及び独占適応

性がないものと扱うべき国内外の地名の有無についての検討を進め、審査基準の整備を図

ることは有意義と考えられる。 

なお、第 3条第 1項第 3号を改正して、「商品の産地・販売地、役務の提供の場所」以外

にも、識別力がないと考えられる「商品・役務の取扱地」も追加したらどうかという考え

方もあるやもしれないが、そのような「商品・役務の取扱地」を全て具体的に書き起こす

ことは困難であるうえに、第 6 号の総括規定がある以上、そのような法改正は必要ないも

のと考える。 

次に、前記商標審査基準（第 3条第 1項第 3 号）や商標審査便覧（41．103．01）におい

て、内外の『著名』な地理的名称や外国の『著名』な繁華街や観光地を産地・販売地とし

                                            
193 資料編Ⅱ－３ Ⅲ． 地名からなる商標の登録要件に関する事項【問７－１】参照。 
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て扱うとしているが、諸外国の制度運用をも勘案して、これを『周知』の程度に変更する

ことについての検討を行うことにも意義があるのではないかと考えられる。 

なお、別途行われた地名からなる商標の登録要件についての前記アンケート調査におい

て、「登録を拒絶する範囲を広範にすべき」とする意見の多く（約 55％）は「周知な都市

名」に対するもの194であるところ、このような審査基準の整備によって、そのニーズにも

対応することになるのではないかと思われる。 

ちなみに、前述したように、第 3 条の趣旨は、識別性及び独占適応性に着目して考える

べきところ（第 3 条第 1 項第 3 号に関して示されたこの最高裁（前掲ワイキキ事件判決）

の考え方は、第 6号にも適用あるものと考えられる）、上記のような審査基準の整備に際し

て、商品・役務との関係で「商品の産地・販売地、役務の提供の場所その他の商品・役務

の取扱地」を認識させない地名195については、識別性はある（尐なくとも、ないとは言え

ない）というべきであって、さらに独占適応性についての考慮も不要(仮にあっても極めて

希薄）というべきと考える。したがって、第 3 条第 1 項第 3 号及び第 6 号の適用を考慮す

る以上に、例えば、第 4 条第 1 項の適用による独占適応性（すなわち、使用による識別性

も認めないとする不登録事由）を考慮する必要性はないものと考える。

                                            
194 資料編Ⅱ－３ Ⅲ． 地名からなる商標の登録要件に関する事項【問７－４】参照。 
195 例えば、無名に近く多くの需要者が地名であることすら認識しないものや、人が誰も住んでいない世界的に著名な島

の名前等。また、前掲(2)の諸外国の状況の例も参照。 
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Ⅳ． まとめと考察 

 本調査研究においては、「地名と商標」に関する二つの重要な課題について検討を行った。

一つは、「地理的表示の証明商標制度による保護の可能性」についての検討で、もう一つは、

「商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方」についての検討である。 

地理的表示の保護の問題は、1994 年の知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（世界

貿易機関を設立するマラケシュ協定附属書 1C：TRIPS 協定）の締結に係る国際交渉を契機

として、今でも諸国間での議論が続いている問題であり、近年では、我が国が関わる経済

連携協定等の二国間の交渉においても俎上にあげられている。一口に地理的表示の保護と

いっても、フランスの原産地名称保護制度や EU の地理的表示保護規則に代表されるような、

生産品の品質の管理・監視を伴った、地理的表示に特有の（sui generis）制度もあれば、

不正競争防止法等による原産地の誤認を防止する法制、あるいは、米国や豪州の商標法に

見られるような証明商標や団体商標という枠内での保護、と様々な体系が存在するのが現

状である。本調査研究においては、特に、現行の我が国商標法では手当されていない証明

商標制度による地理的表示の保護の可能性という視点から、検討を行った。 

また、現行の我が国商標法では、国内外の地名を普通に用いられる方法で表示する商標

は、商品の産地・販売地や役務の提供の場所などを認識させる場合は登録できないことと

なっているが、指定商品等との関係でその商品の産地等と認識されない場合は、その地名

が周知なものであったとしても、必ずしも商標登録を排除することにはなっていない。一

方、アジア近隣国の中には、商品の産地と認識されなくても「周知な地名」であれば登録

を拒絶・取消とする規定を商標法に設けているものもある。本調査研究においては、国内

外の周知な地名からなる商標の登録要件のあり方について、検討を行った。 

地名と商標に関する上記の二つの課題は、その検討のベクトルが相反するようにも見ら

れよう。前者は商標登録を認めることによる積極的な保護であり、後者は逆に、商標登録

を排除する方向、すなわち、消極的な保護についての検討である。しかしながら、これは、

前者は、地理的表示という、商品についての確立した品質や社会的評価が化体された地名

については、それが保有する品質保証的な機能に着目して、商標法による保護の可能性を

探るアプローチであり、後者は、本来、識別性や独占適応性の観点から登録による独占に

は一定の制御が必要な周知な地名についての登録要件のあり方を考えるアプローチという

整理となろう。そして、いずれについても共通するのは、これらは「地名」に係る商標で

あり、登録保護を求める出願人と、地名（商品の産地名・販売地名）としての使用のため

に一般に解放しておくべきとする社会的な要請とのバランスに考慮する必要がある点であ

る。 

以上の趣旨に基づき、本調査研究では、商標制度に関わる各分野の有識者に加え、地域

ブランドの管理者や国際貿易交渉に通暁した有識者が集まり、国内の実態や海外主要国の
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制度・運用についての調査・研究を踏まえた上で、我が国において証明商標制度により地

理的表示の保護を図ることとした場合における法的な論点や制度・運用上の手当について

の検討及び我が国商標法における国内外の周知な地名の保護のあり方の方向性についての

検討を行い、報告書としてとりまとめることができた。 

調査研究委員会での主要な論点の整理にあたっては、「地理的表示の証明商標制度による

保護の可能性」については江幡奈歩委員、「証明商標による品質保証機能を担保するための

制度・運用上の手当に関する検討」については宮脇正晴委員、そして、「商標法における国

内外の周知な地名の保護のあり方」については、小川宗一委員に、それぞれ、発表、執筆

を担当いただき、その上で全委員で議論を行い、報告書として取りまとめたものである。 

そもそも地理的表示の保護を目的として証明商標制度を導入すべきか否かについては国

内外のニーズを含めた検討が必要であるが、委員会においては、現行の地域団体商標制度

の保護の対象と地理的表示の比較検討を踏まえた上で、仮に証明商標制度を導入すること

とした場合の制度設計のあり方について、制度の位置付け、出願人の主体要件、商標の登

録要件、権利の効力と善意の第三者の保護、などの主要な論点について網羅的に検討を行

った。この中で特に重要かつ難しい論点であることが確認されたのは、地理的名称のみか

らなる証明商標について、「識別性」の要件をどのように考えるか、という問題であった。

委員会においては、証明商標が証明に係る商品・役務とそれ以外の商品・役務とを識別す

る機能を有する点に着目して、現行商標法第 3 条第 2項に代わる規定を設けて、3条 1項 3

号乃至 6 号にかかわらず商標登録を受け得るような措置が必要ではないか、との方向での

検討がなされた。しかしながら、この問題は、証明商標の根幹に関わる重要な問題であり、

今後、更なる検討に期待したい。 

また、証明商標による品質保証機能を担保するための制度・運用上の手当に関しては、

証明商標の主体要件や使用規則に関して、出願段階で特許庁が審査をするのは困難を伴う

ものと考えられ、比較的容易と思われる実態と外形的な要素との不整合を除いて、原則、

事後的なチェック（異議申立、取消審判等）に委ねる方が効率的であろうとの意見が大勢

であった。また、証明商標の主体による使用の制限の問題、すなわち、証明商標が通常の

商標と混同されるおそれや証明商標のフェアネス維持の観点から、権利主体自身による証

明商標の使用を禁止すべきではないかについて、尐なくとも通常商標としての使用は禁止

すべき、あるいは、一律に禁止すべきとの議論があった。 

なお、本調査研究は、地理的表示の保護の文脈の中での証明商標制度の検討であったが、

委員会では、地理的表示にとどまらず、広く一般の認証マークをも対象とした証明商標制

度全般についての検討を深めていくことが望ましいのではないかとの意見や、その検討に

あたっては、旧商標法（大正 10 年法）第 26 条における「営利ヲ目的トセザル業務ニ係ル

商品ノ標章」に関する研究も併せて行う必要があるのではないかとの指摘もあった。 

 国内外の周知な地名の保護のあり方については、海外調査や国内実態調査を踏まえた検
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討によれば、現行の我が国商標法第 3 条の審査運用は、海外主要国のそれと大きな差異は

ないものと考えられ、したがって、識別性の観点を超えて登録を拒絶・無効とし得るよう

な法律上の枠組みを変更する必要はないが、現行商標法の下で、識別性のない商標に関す

る審査の判断基準の統一を図り、予見可能性を高める観点から、審査基準の一層の整備の

必要性について検討することは有意義であるという意見が大勢であった。具体的な提案に

ついては、Ⅲ．４．を参照されたい。 

 地理的表示、地名等に係る商標の保護に関する検討は、上述のように、権利化を求める

主体と善意の第三者との利益の調整の論点に加えて、国際的な交渉の文脈の中でも考慮す

べき複雑な問題であるが、本報告書が、今後の政府内における、国際的な交渉や望ましい

制度・運用に関する検討に資することを期待するものである。 

以上 
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